
Title 寄付税制およびNPO法の改正過程 : 改訂・政策の窓モデルにもとづく分析に向けて

Author(s) 小島, 広光; 平本, 健太

Citation 經濟學研究, 67(1), 29-107

Issue Date 2017-06-13

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/66753

Type departmental bulletin paper

File Information 5ES_67(1)_029.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



寄付税制およびNPO法の改正過程
―改訂・政策の窓モデルにもとづく分析に向けて―

小　島　葊　光　・　平　本　健　太
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Ⅰ　序

本研究は，わが国において NPO法成立後の
10年間に「公益法人制度改革」と「寄付税制
および NPO法の改正」の 2つの改革が，「な
ぜ」そして「どのように」して展開されたのか
を事例研究によって解明することを目的として
いる。
わが国でも，非営利組織の活動を支援するた

めの法的枠組を整備すべきであるという声は，
1980年代の後半から徐々に大きくなっていた。

こうした中，1998年 3月に「特定非営利活動
促進法」が，そして 2001年 3月に (NPOの優
遇税制を含む)「租税特別措置法等の一部を改
正する法律」がそれぞれ成立した（以下これら
2つの法律を「NPO法」と総称することがある）。
その後，2006年 5月に「公益法人制度改革 3

法」が，そして 2008年 4月に「新公益法人税制」
（2008年度税制改正）が，それぞれ成立した（以
下「公益法人制度改革 3法」と「新公益法人税
制」の成立過程を「公益法人制度改革過程」と
総称することがある）。さらに 2011年 6月に「寄
付税制および NPO法」が改正された。　
本研究では，この「公益法人制度改革過程」

と「寄付税制および NPO法の改正過程」の全
過程（以下これら 2つの過程を ｢非営利法人制
度改革過程｣ と総称することがある）が，改
訂・政策の窓モデルにもとづいて詳細に分析さ
れる。
まず前稿では，｢非営利法人制度改革過程｣
のうちの「公益法人制度改革過程」の事例を改
訂・政策の窓モデルにもとづいて詳細に分析す
るための準備作業を行った。具体的には，①参
加者への聴取調査の結果の 1次資料，② ｢特定
非営利活動法人シーズ・市民活動を支える制度
をつくる会｣(シーズ)が運営するニュースお
よび情報サイトの NPOWEB，政府税制調査会
議事録，公益法人協会報告書，書籍等の 2次資
料が編集され，濃密な事例が作成された。
本稿では，｢非営利法人制度改革過程｣ のう

ちの「寄付税制および NPO法の改正過程」の
事例を改訂・政策の窓モデルにもとづいて詳細
に分析するための準備作業を行う。具体的には，
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シーズの NPOWEBの直接引用を中心にして，
さらに①参加者への聴取調査結果（1次資料），
②政府税制調査会議事録，｢新しい公共｣ 円卓会
議議事録，政府税制調査市民公益税制プロジェ
クト・チーム（PT）議事録・報告書，書籍等
の 2次資料が編集され，濃密な事例が作成され
る。
なお次稿では，｢非営利法人制度改革過程｣
に関して作成された 2つの濃密な事例が，改訂・
政策の窓モデルにもとづいて詳細に分析される
（図 1）。

Ⅱ　本事例研究のデータ収集と事例作成

本研究は，非営利法人制度改革過程の事例研
究である。事例研究は，特定の現象が「なぜ」
そして「どのように」生じるのかを問うための
研究方法であり，単一あるいは複数の事例を狭
く深く考察する点に特徴がある。この事例研究
に際しては，特定の明確な概念と理論的枠組に
もとづく分析によってはじめて，分析結果から
理論構築を行うことが可能であるとわれわれは
考えている。本事例研究においても，特定の明
確な概念や理論的枠組にもとづいて分析が行わ
れる。本事例研究で採用される理論的枠組は，
小島（2003）において NPO法の立法過程を分
析するめに導出された改訂・政策の窓モデルで
ある。
本事例研究のデータは，改訂・政策の窓モデ

ルにもとづいて収集され，記述・分析・解釈さ

れる。収集されたデータは，時系列分析の特殊
型である ｢年代記分析｣ によって分析・解釈さ
れる。年代記分析は，事象を年代順に並べるこ
とによって，事象間の相互関係を経時的に記述・
分析し，因果関係を確定する方法である。年代
記分析は，統計学的手法にもとづく時系列分析
と異なり，多くの異なったタイプの変数を同時
に扱う。したがって，1つの独立変数や従属変
数に限定されることはない。
本事例研究では，非営利法人制度改革過程の
全過程を 5期に区分し，各期における多くの異
なったタイプの変数，すなわち ｢非営利法人制
度改革過程における参加者の行動とその相互関
係｣ が，次の 4つの手続きによって記述・分析・
解釈される。
第 1に，各期に関して，年代記分析の出発点
となる年表が作成される。年表は，①政府（内閣・
省庁），②議員・国会，③市民団体という異な
る種類の 3つの参加者ごとの行動を経時的に整
理したものである。したがって年表から，特定
の参加者が「いつ」そして「なに」をしていた
かを見い出すことができる。
第 2に，各期の年表に即して，上述の 3つの

主要な各参加者が展開した具体的な行動とその
相互関係が，経時的に詳細に記述される。こう
して作成された濃密な事例が，本研究の分析の
対象である。
第 3に，改訂・政策の窓モデルにもとづいて

「各期における参加者の行動とその相互関係」
が詳細に分析される。分析に際しては，説明を

NPO法の立法過程 非営利法人制度改革過程

特定非営利活動促進法

1998年3月

小島（2003）で分析済み

公益法人制度改革過程

公益法人制度改革3法
2006年5月

新公益法人税制
2008年4月

前稿（小島，2014）で事例を整理・記述

寄付税制およびNPO法の
改正過程

寄付税制およびNPO法
改正

2011年6月

本稿で事例を整理・記述

次稿で分析（研究の全体）

租税特別措置法等の
一部を改正する法律
2001年3月

図 1　本稿の位置づけと研究の全体
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より明確にするために，改訂・政策の窓モデル
の 14の構成要素が次の 5グループに区分され
る。すなわち，①参加者と政策形成の場，②問
題の流れ，③政策の流れ，④政治の流れ，⑤問
題・政策・政治の 3つの結び付きである。
第 4に，第 1期から第 5期までの各期の分析
結果をもとに，非営利法人制度改革過程の「全
5期における参加者の行動とその相互関係」が，
いかに変化したかが解明される。具体的には，
以下の 2つのステップを経て，参加者の行動と
その相互関係の変化を分析する。①各期の分析
結果を整理・統合した全期間の「表 1　改訂・
政策の窓モデルの分析表」を作成する。②この
表 1の各行および全行の観察を試み，分析結果
を命題として整理する。
以上の説明からも明らかなように，本事例研

究において，第 1の手続きで作成された年表に
即して，第 2の手続きである濃密な事例を作成
するためには，極めて多くの異なったタイプの
変数とその膨大なデータが必要になる。
そこで非営利法人制度改革に関しては，さま

ざまな 1次資料と 2次資料が収集された。これ
らのうち，シーズの NPOWEBには，非営利法
人制度改革に関する主要な出来事が網羅的に
掲載され，日々更新されている。記事のほと
んど全てを執筆したシーズの松原明によれば，
NPOWEBは，立法に関するデータ・情報を政

府・国会関係者だけが独占するのではなく，全
ての市民（国民）が共有できるようにすること
を意図して設けられものであり，市民（国民）
に広く開かれた立法のための重要な政策形成の
場の 1つである。 

したがって，NPOWEBは，本研究の問い「非
営利法人制度改革は，なぜ・どのようにして展
開されたのか」に関して，市民（国民）に広く
開かれた膨大かつ詳細なデータを提供してい
る。NPOWEBには，本研究の具体的な問いで
ある①非営利法人制度改革の参加者は，なぜ・
どのように特定化されたのか，②政策形成の場
は，なぜ・どのように設定・活用されたのか，
③さまざまな問題は，なぜ・どのように認識・
定義されたのか，④複数の多様な政策案は，な
ぜ・どのように生成・特定化されたのか，⑤政
策の窓が開いた際に政策は，なぜ・どのように
決定・正当化されたのか等に関する，貴重なデー
タが含まれているのである。
Ⅲ節とⅣ節においては，この NPOWEBの直

接引用を中心にして，さらに① 参加者への聴
取調査結果（1次資料），② 政府税制調査会議
事録，｢新しい公共｣ 円卓会議議事録，政府税
制調査市民公益税制 PT議事録・報告書，書籍
等の 2次資料が編集され，非営利法人制度改革
の第 4期と第 5期にあたる「寄付税制および
NPO法の改正過程」の濃密な事例が作成され
る。

Ⅲ　鳩山内閣発足から「新しい公共」宣言の公
表まで (第 4 期：2009 年 8 月～ 2010 年 6 月)

1.　政府（内閣・省庁）
（1）「寄付税制および NPO 法」改正前史
本研究の分析対象である「寄付税制および

NPO法」改正は，民主党による政権交代によっ
て実現した。そこではじめに，改正される以前
の寄付税制および NPO法について簡単に述べ
ることにする。
わが国でも，1898年の民法施行以来，非営

表 1　改訂・政策の窓モデルにもとづく分析表
第 1期 第 2期 第 3期 第 4期 第 5期

政策アクティビスト

参加者

政策形成の場

問題の流れ

アジェンダ

問題

問題の窓

政策の流れ
諸政策

政策案

政治の流れ

政治の窓

政治

政治状況

政策の窓が開いた際の問
題・政策・政治の 3 つの
結び付き〈政策の決定・
正当化〉
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 1) 小島（2003），ⅰ-ⅱ頁。

 2) Ibid .,216-217 頁。
 3) NPO ／ NGO に関する税・法人制度改革連絡

会とは，1999 年 6 月 8 日に設立された全国 36
の NPO 支援センターの全国ネットワークであ
る。NPO 法改正や認定 NPO 法人制度の改正
について，NPO 側の意見をまとめ，各地での
制度改正の運動を展開してきた。シーズは一貫
して，連絡会の世話団体の１つを務めてきた。
NPOWEB（2011/6/16）。

 4) 馬場（2013），23-29 頁。
 5) 原田・成（2011），97 頁。
 6) 山口（2012），110 頁。

利組織の活動を支援するための法的枠組を整備
すべきであるとの声は，常に存在してきた。こ
うしたなか，1995年 1月，不幸にも多数の犠
牲者を出した阪神・淡路大震災が発生した。こ
の大震災において活躍する NPOとボランティ
アが，多くの市民(国民)によって注目された。
このような社会の変化に対応して，政府や政

党も，非営利組織に対する法人格付与と優遇税
制の課題に真剣に取り組み始めた。しかし，非
営利組織についての十分な理解が市民(国民)
の間に広く定着していなかったために，NPO

法の立法は難航を極めた。そこで，優遇税制の
部分を棚上げにし，法人格付与制度だけを先行
することが図られ，1998年 3月，｢特定非営利
活動促進法｣ が議員立法により成立した。棚上
げにされた優遇税制の部分は，種々の議論を経
て，2001年 3月，政府立法により（NPOの優
遇税制を含む）｢租税特別措置法等の一部を改
正する法律｣ として成立した 1）。
この（NPOの優遇税制を含む）｢租税特別措
置法等の一部を改正する法律｣ の内容は，次の
通りであった。
(1)個人の寄付金の課税所得からの控除
個人が認定 NPO法人に寄付した場合，①
｢年間所得の 25％－ 1万円｣，② ｢寄付額
－ 1万円｣ のいずれか少ない額を選択し，
課税所得から控除することができ，その額
に見合う所得税が免除される。

(2)法人における寄付金の損金算入
法人が認定 NPO法人寄付した場合，法人
は一般の損金算入枠とは別枠で（特定公
益増進法人への寄付と併せ），「資本金の
0.125％プラス年間所得の 0.125％」までの
寄付金を損金算入でき，その額に見合う法
人税が免除される。

(3)寄贈した相続財産の非課税
相続または遺贈によって得た財産を認定
NPO法人に寄付した場合，その財産は課

税の対象から除外される。
(4)国税庁長官による認定
認定 NPO法人となるためには，国税庁長
官の認定が必要である 2）。
しかし，NPO法人が認定 NPO法人になる

ための要件は厳しかった。税制優遇を受けられ
る認定 NPO法人の数は，制度創設から約 1年
後の時点で，NPO法人約 8700のうちの僅か 8

つに過ぎなかった。この結果を受けて，シーズ
や NPO／ NGOに関する税・法人制度改革連
絡会 3)（以下「連絡会」と略記される）は，認
定 NPO法人の要件の緩和を要望し続けた。し
かし 9年間に，8回にわたって漸次的に緩和さ
れたに過ぎなかった 4)。
また，優遇の規模に関しても，課税所得から
寄付金額を差し引く所得控除に止まり，後に詳
述する，納めた税金から寄付金額を差し引く税
額控除は遂に実現しなかった。
以上のように，認定 NPO法人の要件緩和が
漸次的にしか行われず，さらに税額控除ではな
く所得控除の優遇に止まった理由として，次の
2点があげられる。
第 1に，2001年から 2009年までは自公保連

立もしくは自公連立の政権下にあり，NPO優
遇税制改正の機運が，税制改正に大きな影響力
をもっていた自民党税制調査会には，全く存在
しなかったことがあげられる 5)。
第 2に，財務省や国税庁は，歳入の確保を優
先するとともに，優遇税制を悪用した脱税を恐
れたことがあげられる 6)。寄付金の税額控除を
認めることは，その分だけ予算の配分権を国民
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 年表 1　第 4 期　2009 年 8 月～ 2010 年 6 月

鳩山内閣発足から「新しい公共」宣言の公表まで

年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

2009 3月29日 NPO 法人会計基準策定プロ
ジェクトが発足する。

6月15日

連絡会が次期総選挙でのマ
ニフェストに向けた「特定
非営利活動法人（NPO 法人）
制度に関する要望書」をま
とめる。

6月16日

連絡会が上記「要望書」を
民主党へ提出する（以後，
社民党（18 日），公明党（19
日），共産党（26 日），国民
新党（26 日），自民党（29 日），
新党日本（30 日）へ提出）。

7月14日 民主党が「市民パワーと民
主党の懇談会」を開催する。

7月15日
内閣府が認定 NPO 法制度
に関する調査結果を公表す
る。

7月21日
衆議院が解散する（第 45
回総選挙は 8 月 18 日公示，
8 月 30 日投開票）

7月29日 民 主 党 が 政 権 政 策 mani-
festo2009 を発表する。

7月30日 連絡会が上記「要望書」を
政府へ提出する。

8月14日
民主党，社民党，国民新党
が「3 党共通政策」をまと
める。

8月30日
民主党が第 45 回衆院選に
おいて，総議席の 3 分の 2
に迫る 308 議席を獲得する。

9月16日

鳩山内閣（民主党・社民党・
国民新党連立）が発足し，
鳩山首相が「基本方針」を
発表する。

9月29日 政府が新政府税制調査会の
設置を閣議決定する。

9月30日

一般社団・財団法人の設立
件数が新公益法人制度施行
後の 1 年間で 2,952 件とな
る。

10月1日
連絡会が新政権向けに「N
PO 法人制度の税制改正に
関する要望書」をまとめる。

10月2日

シーズと連絡会が「NPO 法
人制度の税制改正に関する
要望書」を内閣府に提出す
る。

寄付税制およびNPO法の改正過程　小島・平本2017. 6 （33 33）
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

10月5日

シーズと連絡会が「NPO 法
人制度の税制改正に関する
要望書」を総務省，経産省，
民主党，社民党，国民新党，
自民党に提出する。

10月8日 新政府税制調査会が初会合
を開催する。

10月19日
内閣府が 2010 年度の NPO
法人税制に限定した要望を一
般から公募する（～ 23日）。

10月21日

連絡会が寄付税制の拡充な
どを求める要望書を内閣府
に提出する（経産省と総務省
にも同様の要望書を提出）。

10月23日
内閣府が連絡会に対して
NPO 法人税制改正に関する
ヒアリングを実施する。

10月26日

鳩山首相が第 173 臨時国会
の所信表明で「新しい公共」
に言及し，代表質問に応
えて NPO 支援税制（認定
NPO 法人制度）の拡充を明
言する。

10月27日

連絡会やシーズが 27 日から
29 日にかけて，民主党を中
心とする議員 99 名に税制改
正要望を説明する。

10月29日
内閣府政策会議で内閣府の
税制改正要望が議論にな
る。

10月30日
鳩山首相が参院代表質問に
応えて NPO 支援税制に言
及する。

10月31日
内閣府が 2010 年度税制改
正要望を政府税制調査会に
提出する。

11月6日 第7回政府税制調査会が開
かれる。

11月11日
財務省・総務省合同政策会
議が税制改正をテーマに開
かれる。

11月16日
財務省・総務省が税制改正
要望を検討し，各省に査定
原案（0 次査定）を示す。

11月17日
政府が内閣府への地域主権
戦略会議の設置を閣議決定
する。

11月18日

①内閣府が 2010 年度税制
改正要望を政府税制調査会
に提出する。②第 9 回政府
税制調査会で「市民公益税
制」が取り上げられる。

11月26日
民主党において「議連のあ
り方」を示す方針が決定さ
れる。
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12月8日

①政府が ｢明日の安心と成
長のための緊急経済対策｣
を閣議決定し，NPO や社会
的企業の支援を打ち出す。
②政府税制調査会が市民公
益税制について議論する。

12月14日 第 1 回地域主権戦略会議が
開かれる。

12月15日

①政府が地方分権改革推進
計画を閣議決定する。②政
府が普天間飛行場移設先決
定の先送りの方針を発表す
る。

12月16日
民主党が「2010 年度予算重
要要点」を政府税制調査会
に提出する。

12月17日

民主党・社民党・国民新党
の与党 3 党が「2010 年度国
家予算与党三党重点要望」
を政府税制調査会に提出す
る。

12月21日
公益法人協会が新公益法人
制度の審査事務の簡素化な
どを要望する。

12月22日

政府が 2010 年度税制改正
大綱を閣議決定する。

新公益法人制度施行 1 年が
経過するも，旧公益法人か
らの移行が全く進んでいな
いことが判明する。

12月24日
政治資金規正法違反容疑
で，鳩山元秘書が在宅起訴
される。

12月30日 政府が「新成長戦略」を閣
議決定する。

2010 1月15日
小沢一郎民主党元代表の元
秘書らが政治資金規正法違
反容疑で逮捕される。

1月27日 第 1 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が発足する。

1月28日

①政府が政府税制調査会の
下に市民公益税制プロジェ
クト・チーム（PT）を発足
させる。② ｢新しい公共｣
円卓会議が発足した PT に
税制改革で 5 点を要望する。

民主党が「『新しい公共』を
目指した市民と民主党の政
策形成プロジェクト」の第 1
回 NPO との意見交換会を
開催する（以後月1 回程度開
催）。

1月29日

鳩山首相が第 174 通常国会
の施政方針演説で ｢新しい
公共」を再強調し，5 月末
までに具体策をまとめる意
向を示す。

2月2日 第 1 回市民公益税制 PT が
開かれる。

2月10日 第 2 回市民公益税制 PT が
開かれる。
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

2月14日

菅財務相が消費税を含む税
制改正論議を政府税制調
査会で始める考えを表明す
る。

2月17日 第 3 回市民公益税制 PT が
開かれる。

2月24日
第 4 回市民公益税制 PT が
開かれる。

シーズの松原明が左記の第
4 回市民公益税制 PT で要
望を行う。

2月25日

鳩山首相が仙石担当相と渡
辺周総務副大臣に NPO 支
援策作りを急ぐよう指示す
る。

2月26日

鳩山首相が記者会見で税制
優遇拡充策の整備に取り組
むと述べるとともに，「税
額控除も有力な提案であ
る」と語る。

3月2日 第 2 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が開かれる。

3月3日
①第 5 回市民公益税制 PT
が開かれる。②第 2 回地域
主権戦略会議が開かれる。

3月10日 第 6 回市民公益税制 PT が
開かれる。

3月16日
第 3 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が開かれる。

2008年度の企業の寄付金支
出額は約5千億円であること
が判明する（国税庁調査）。

3月17日 第 7 回市民公益税制 PT が
開かれる。

日本税理士連合会が答申を
発表する。

3月19日 シーズの公開イベントが開
かれる。

3月23日

公法協と公益法人税制委員
会が市民公益税制 PT に対
して寄付税制拡充を要望す
る。

3月24日

第 8 回市民公益税制 PT が
開かれる。

① 2010 年度予算が国会で
成立する。②「租税特別措
置の適用状況の透明化等に
関する法律案（租特透明化
法）」が国会で成立する。

3月25日 第 4 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が開かれる。

3月26日 第 9 回市民公益税制 PT が
開かれる。

3月31日

① 第 10 回 市 民 公 益 税 制
PTが開かれる。②第 3 回
地域主権戦略会議が開かれ
る。

4月7日 認定 NPO 法人制度の 7 回
目の改正が施行される。
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4月8日

2010 年度第 1 回の政府税
制調査会で，市民公益税制
PT が中間報告書を報告・
公表する。

①公法協が寄付信託などを
市民公益税制 PT に要望す
る。② NPO 法人会計基準
策定プロジェクトの最終案
が発表される。

4月9日

第 5 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が開かれ，鳩山首相が
寄付金の 50％税額控除を提
案する。

シーズが市民公益税制 PT
の中間報告を歓迎する旨の
声明を発表する。

4月13日 日本経団連が ｢市民公益税
制整備｣ を提言する。

4月14日

｢NPOに寄付で貢献｣は11％
にとどまるとの調査結果が
公表される（内閣府の国民
生活選好度調査）。

4月22日
鳩山首相の偽装献金問題で
元秘書が有罪判決を受け
る。

4月25日
鳩山首相が「NPO 税制拡充
を参院選の争点にしたい」
と語る。

4月28日
第 6 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が開かれる。

日本税理士連合会が所得控
除／税額控除の答申を発表
する。

5月7日
4 月の一般社団・財団法人
の新設数が 626 件と過去最
高となる。

5月11日

みんなの党が参院選挙に向
けた成長戦略原案に寄付
金の全額税額控除を盛り込
む。

シーズが「NPO 法人税制・
寄付税制フォーラム『市
民公益税制プロジェクト・
チーム中間報告』を読む」
を開催する。

5月12日

シーズと連絡会が NPO 法・
税制改正を参院選挙公約に
盛り込むよう要望する書類
を各党に提出する（～ 5 月
末）。

5月14日
第 7 回 ｢新しい公共｣ 円卓
会議が開かれる。

自民党が参院選挙に向けマ
ニフェスト原案で NPO 法・
税制改正を盛り込む。

5月28日
鳩山内閣が普天間の辺野古
移設を閣議決定する。社民
党が 30日に連立を離脱する。

5月31日
内閣府が各省庁に先駆けて
2011 年度税制改正要望を公
募する。

全国の NPO 法人が 40,000
を突破する（内閣府集計）。

6月2日
鳩山首相が普天間基地移転
問題の迷走や ｢政治とカネ｣
問題で辞任を表明する。

6月4日

①第 8 回 ｢新しい公共｣ 円
卓会議が開かれ「新しい公
共」宣言を公表する。②鳩
山内閣が総辞職する。

①民主党代表選が行われ菅
直人が選出される。②菅直
人が衆参両院の指名選挙で
首相に選出される。
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 7) 山口(2012),110-111 頁。
 8) Ibid .,110 頁。
 9) 『朝日新聞』（2009/8/31 朝刊）。
10) 同上紙（2009/8/14 夕刊）。
11) 同上紙（2009/9/10 夕刊）。
12) 同上紙（2009/8/15 朝刊）。
13) 『朝日新聞』（2009/9/17 朝刊）。「2009 年衆院選

マニフェストは，『政府と与党を使い分ける二
元体制から，内閣の下に一元化へ』と宣言し
ていた。『政府に大臣，副大臣，政務官（以上，
政務三役），大臣補佐官などの国会議員 100 人
を配置し，政務三役を中心に政治主導で政策
を立案，調整，決定する』というものである」。
日本再建イニシアティブ（2013），202 頁。

14) 『朝日新聞』（2009/9/18 夕刊）。
15) 同上紙（2009/9/18 朝刊）。
16) 原田（2015），5 頁。
17) 秋山（2011a）,54 頁。
18) 『朝日新聞』（2001/1/7 朝刊），鳩山由紀夫と加

藤紘一との NPO をテーマとする紙上対談。

に与えることを意味していた 7)。財務省にとっ
ては，徴税と予算配分は権力の源泉であったの
である 8)。

（2）鳩山内閣の発足
2009年 8月 30日，第 45回衆議院議員総選

挙が行われ，民主党が単独過半数（241議席）
を大幅に上回る 308議席を獲得し，政権交代を
確実にした 9)。これより以前の 8月 14日，民
主党，社民党，国民新党の 3党は，総選挙の
公約にあたる「3党共通政策」をまとめていた
10)。3党は，総選挙の結果を受けて，9月 9日，
党首会談を開き，10項目の政策分野に関して
意見をすり合わせ，連立政権の樹立を合意した
11)。連立政権の樹立は，民主党が参議院におい
て過半数の議席を有しておらず，安定した政権
運営のためには，社民党と国民新党との連立が
不可欠であったためである 12)。

9月 16日，民主党代表の鳩山由紀夫が特別
国会の首相指名選挙において首相に選ばれた。
同日夜，民主党，社民党，国民新党の 3党によ
る連立内閣が正式に発足した。初閣議では「本
当の国民主権の実現」と「内容のともなった地
域主権」を政策の 2つの大きな柱とするなどと
した内閣の基本方針が決められた。続く閣僚懇
談会では，政府・与党の意思決定を一元化する
ことや事務次官会議の廃止などが決められた
13)。9月 18日，行政刷新会議と国家戦略室の設

置も閣議決定された 14)。組閣直後の世論調査で
は，内閣支持率は 71％であり，歴代 2位の高
さであった 15)。

以上の民主党への政権交代の ｢寄付税制と
NPO法｣ 改正に対する影響に関して，NPO議
員連盟に所属する自民党の中谷元議員は，次の
ように述べている。

（自民党が野党になったことで NPO法改正は）むしろや
りやすかったね。税の問題で一番うるさいのは財務省や国税
(庁)なんですけど，民主党が与党となって，そこが了解し
たり 16）。

｢寄付税制と NPO法｣ 改正過程を取材した
秋山訓子も次のように述べている。

この（NPO法）改正は，民主党政権だから実現した。今
回の大改正の中心となった，NPO議員連盟の会長，自民党

の加藤紘一氏ですら ｢政権交代の成果｣ と認めるほどだ 17）。

（3）「新しい公益」
鳩山内閣が提示した考え方の 1つに ｢新しい
公共｣ がある。この ｢新しい公共｣ は，「寄付
税制および NPO法」改正に密接に関連してい
る。そこで ｢新しい公共｣ とはいかなるものか
を簡単に説明する。
遡ること 2001年 1月 7日，鳩山由起夫は，

あるべき官と民の関係について次のように語っ
ている。｢官依存から脱却し，民を主体とした
社会，政治をしなければ。市民の主体的な役割
が求められる時代です。政治はさりげなく自立
を支援し，『自らの責任で，国や地域社会を動
かす』という気概をもった NPOの役割が大き
くなります 18）｣。

2009年 7月 29日，発表された民主党の衆院
選向けマニフェスト（Manifesto2009）では，
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19) 民主党の政権政策 Manifesto2009。https://www.
dpj.or.jp/article/manifesto2009（2016/4/1 確認）。

20) 平田・松井（2011），122-125 頁。
21) Ibid .,126-132 頁。

22)	 Ibid .,133-149 頁。
23)	 Ibid .,150-168 頁。

NPOについて次のように述べられていた。｢（政
策目的）〇市民が公益を担う社会を実現する。
〇特定非営利活動法人をはじめとする非営利セ
クター（NPOセクター）の活動を支援する。（具
体策）〇認定 NPO制度を見直し，寄付税制を
拡充するとともに，認定手続きの簡素化・審査
期間の短縮などを行う 19）｣。なお，｢新しい公共｣
の考え方は，このマニフェストには一切盛り込
まれていなかった。

8月 30日，民主党代表の鳩山由起夫は，衆
院選での大勝利を受けて発表した ｢国民のさら
なる勝利に向けて｣ のスピーチのなかで，｢こ
の政権交代の勝利者は国民である｣ と述べた
20）。

9月 16日，鳩山は，内閣発足当日に閣僚お
よび国民向けに発表した ｢基本方針｣のなかで，
｢国民一人ひとりが豊かさを実感できる国民主
権」，｢地域の住民による行政を実現する地域主
権｣，｢国民一人ひとりに『居場所』と『出番』
のある社会の構築｣ を目指すと述べた 21）。

10月 26日，鳩山は，第 173回通常国会の所
信表明演説のなかで次のように述べた。｢私
が目指したいのは，人と人が支え合い，役に立
ち合う『新しい公共』の概念です｣。「『新しい
公共』とは，人を支える役割を『官』と言われ
る人だけが担うのではなく，教育や子育て，街
づくり，防犯や防災，医療や福祉などに地域で
かかわっておられる方々一人ひとりにも参加し
ていただき，それを社会全体として応援しよう
という価値観です｣。｢国民生活の現場において
政治ができることは，市民や NPOが活発な活
動を始めたときに，それを邪魔するような余分
な規制（中略）を取り払うことだけかもしれな
い。しかし，そうやって市民や NPOの活動を
側面から支援していくことこそが，21世紀の

政治の役割だと私は考えています 22）｣。｢新しい
公共｣ の考え方は，この所信表明演説において
明確に示されたのである。

2010年 1月 29日，鳩山は，第 174通常国会
の施政方針演説のなかでも次のように述べた。
｢人を支えること，人の役に立つことは，それ
自体が歓びとなり，生きがいともなります。こ
うした人々の力を，私たちは ｢新しい公共｣ と
よび，この力を支援することによって，自立と
共生を基本とする人間らしい社会を築き，地域
の絆を再生するとともに，肥大化した ｢官｣ を
スリムにすることにつなげていきたい。一昨日，
｢新しい公共｣ 円卓会議の初会合を開催しまし
た。この会合を通じて，｢新しい公共｣ の考え
方をより多くの方と共有するための対話を深め
ます。こうした活動を担う組織のあり方や活動
を支援するための寄付税制の拡充を含め，これ
まで ｢官｣ が独占してきた領域を ｢公（おおや
け）｣ に開き，｢新しい公共｣ の担い手を拡充す
る社会制度のあり方について，5月を目途に具
体的な提案をまとめます 23）｣。
鳩山内閣で政務担当の筆頭官房副長官を務め
た松井孝治参院議員は，上述の鳩山の ｢国民の
さらなる勝利に向けて｣（2009年 8月 30日），
｢基本方針｣（9月 16日），｢国会所信表明演説｣
（10月 26日）および ｢国会施政方針演説｣（2010

年1月29日）の草稿づくりをそれぞれ担当した。
松井は，遡ること 1997年 12月 3日当時，行
政改革会議の事務局におり，行政改革会議の最
終報告書の作成を担当した。この最終報告書の
なかで，彼は，｢『公共性の空間』は，決して中
央の『官』の独占物ではないことを改革の最も基
本的な前提として再認識しなければならない｣ と
いう ｢国民が公を担う｣とい考え方を提示した。
この点に関して，彼は，「私のなかでは，公共
というものをとらえなおしたいという問題意識
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24) 秋山（2011a）,51 頁。
25) 『日本経済新聞』（2013/7/14 朝刊）。
26) 原田（2015），5 頁。
27) 税制改正とは，「現下の厳しい経済状況及び雇

用情勢に対応して税制の整備を図るための所
得税法等の一部を改正する法律案」と「現下の
厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制
の整備を図るための地方税法等の一部を改正
する法律案」の国会成立を指している。

28)~30) 細見（2012），49 頁。
31)~37) Ibid .,243 頁。
38)  三木（2015），182 頁。
39) NPOWEB（2009/9/14）。

がずっとありました。それが政策として形に
なったのが，（行政改革会議の最終報告書にお
ける）公共政策の担い手の再編である統治機構
の変革であり，そして鳩山政権では『新しい公
共』だったのです 24）」と述べている。
｢鳩山内閣の新しい公共｣ 政策の提唱に実質

的に関わった松井孝治は，次のように具体的に
述べている。

（鳩山内閣で）やりたかったのは統治機構の改革。官僚や
議員が公共の基準をつくる中央集権のメカニズムを変えた
かった。「新しい公共」に踏み出さして寄付税制を実現でき
たのは成果だが，自分の問題意識は永田町では広まらなかっ
たし，世論としても広まらなかった。（中略）（― 政界に入る
前から，首相の演説作りに携わってきました）「世の中を動
かしたということでは鳩山由紀夫元首相の演説で打ち出した
｢新しい公共｣ の概念だ。マニフェスト（政権公約）にはなく，
鳩山演説で初めて世に出した 25）（中略）。

｢新しい｣ 公共のシンボルが何かを鳩山さんと話していた
のは，｢寄付税制だと思いますよ｣ と。基本的に国や役所の
仕事は，人々から徴収した税金を配分することで，配分権は
政治家や官僚が持っているけど，陳情政治や補助金政治が行
き過ぎていると思うのは，陳情した人が配分をもらえるとい
うゲームになっている。（中略）それではないという形として，
僕がずっとやりたかったのは，寄付金に対する税額控除をす
る。どこに資源を配分するかを官僚に委ねず，自分が引き金
を引ける。自分が 5万円を納めるから，政府にその分をマッ
チングしてくれ，という制度を作りたかった。その対象を，
｢新しい公共｣ の担い手にしようじゃないか，と 26）。

2011年 6月に実現した税制改正 27）により，個
人が認定 NPO法人，公益財団法人・公益社団
法人，学校法人，社会福祉法人，厚生保護法人
等に寄付金を支出した場合，一定の条件の下で

所得税や住民税が軽減されることになった 28）。
所得税の軽減に関しては，①所得控除と②税

額控除のいずれかが選択可能になった 29）。この
うち①の所得控除とは，個人が寄付金を支出し
た場合に個人所得税の所得控除を受ける仕組み
を指す。所得控除額＝（寄付金額－ 2000円）
である 30）。②の税額控除とは，所得控除後の課
税金額に税率を乗じて算出した税額から寄付
金額を差し引く仕組みを指す 31）。税額控除額＝
（（寄付金額－ 2000円）× 40％）である 32）。た
だし税額控除額は所得税額の 25％が限度であ
る 33）。
住民税の軽減に関しては，税額控除のみが適
用可能である 34）。寄付先の認定 NPO法人が都
道府県または市町村から条例指定された場合に
は，寄付する個人は税額控除を受けられる 35）。
税額控除額＝（（寄付金額－ 2000円）× 4％，5％
または 10％）である 36）。
所得税は累進課税である。このため，所得金
額を減額する所得控除の場合，高額所得者は低
額所得者よりも減額される税額が大きくなると
いう問題点がある 37）。他方，算出税額から一定
金額を控除する税額控除の場合，高額所得者で
あろうと低額所得者であろうと一律に一定金額
の税負担を軽減することになる。この点におい
て，税額控除の方が所得控除よりも一般的には
応能負担原則に適っている 38）。

（4）内閣府による財務省への要望
自公政権から民主党政権への交代前後の内閣
府の動き，および政権交代後に新たに発足した
政府税制調査会の概要を述べることにする。

7月 15日，内閣府は認定 NPO法人制度に関
する調査結果を公表した 39）。それによれば，「認
定要件を満たせない」等の理由から，認定取得
を希望しながら申請準備していない法人が 5割
に上り，認定制度を改善する必要性が明らかに
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57) 山口（2012），107 頁。
58),59) Ibid .,（2009/9/30）。
60)~65) NPOWEB（2009/11/11）。

なった 40）。
例年，国の予算編成の仕組みは次の通りで
あった。8月末までに，各省庁が，翌年度の予
算要望（概算要求）および税制改正要望を財務
省に提出する 41）。9月～ 12月までに，各省庁
と財務省との間で調整が行われ，翌年度の予算
や税制改正が決定される 42）。2010年度予算編
成に関しては，8月末に衆議院総選挙が想定さ
れた。しかし，作業は例年通り進められた 43）。

8月末，内閣府は，財務省に対して「2010年
度税制改正要望」を提出した 44）。この要望書の
なかで「認定 NPO法人が十分に活躍するため
の財政基盤を強化し，法人の数の拡大に寄与す
るため，税の優遇措置の拡充を要望する」とし，
特に，認定 NPO法人のみなし寄付金拡充を求
めた 45）。なお，みなし寄付金とは，認定 NPO

法人が収益事業から得た利益を非収益事業に使
用した場合に，これを寄付金とみなし，一定の
範囲（現行は 20％）で損金（法人税上の経費）
にできる制度である 46）。

（5）新政府税制調査会の発足
9月 29日，政府は，新しい政府税制調査会
の設置を閣議決定した。この閣議決定により，
2010年度税制改正に向けた議論が再スタート
した 47）。
自民党政権下での税制改正の議論は複線的で

複雑であった 48）。内閣府内の政府税制調査会と
与党税制調査会の 2つが存在したからである
49）。政府税制調査会は，有識者らで構成され，
中長期的な税制の議論を担当した 50）。他方，与
党自民党内の税制調査会の各部会は，各省庁や
業界関係者などからの要望を受けながら議論を
行った 51）。そしてインナーと呼ばれていた幹部
が，実質的な改正内容に関して最終的な意思決
定を行ってきた 52）。このため，税制改正の過程
は不透明であり，外部の者には分かりづらかっ
た 53）。

今回の新しい政府税制調査会（新政府税調）
は，従来の政府税制調査会と民主党税制調査会
を統合する形で，内閣府内に設置された 54）。新
政府税調メンバーは，財務省と総務省の大臣・
副大臣・政務官，各省庁の副大臣など国会議員
で構成された 55）。藤井裕久財務大臣が会長に，
原口一博総務大臣と菅直人国家戦略担当大臣が
会長代行にそれぞれ就任した 56）。

図 2に示されるように，新政府税調の下に
は，納税環境整備，雇用促進税制等，租税特別
措置等，市民公益税制の 4つのテーマに関して，
与党議員からなるプロジェクト・チーム（PT）
が設置された。また学識者・専門家による「専
門委員会」は，新政府税調に助言・報告を行う
こととされた 57）。新政府税調での議論は，原則
として公開で行われることになった 58）。
新政府税調の初会合は 10月 8日に開催され，

以後，週 2回のペースで議論が進められること
になった 59）。

（6）鳩山首相の所信表明
10月 26日，鳩山首相は，第 173回通常国会
の衆参両院本会議において所信表明演説を行っ
た 60）。演説では ｢これまでの官僚依存の仕組み
を排し，政治主導・国民主導の新しい政治｣ へ
の転換を強調した 61）。具体的には，政府・与党
の意思決定一元化，大臣・副大臣・大臣政務官
の政務三役による政策決定，事務次官会議の
廃止，閣僚委員会での徹底的議論などをあげた
62）。演説全体では，「NPO」「市民」「ボランティ
ア」の 3つが，それぞれ 4回も登場した 63）。上
述のように，「新しい公共」部分では「私が目
指したいのは，人と人が支え合い，役に立ち合
う『新しい公共』の概念です」と述べた 64）。

30日の参議院本会議での代表質問において，
円より子参院議員が「NPOへの税制面での支
援」について質問した 65）。これに対する答弁で，
鳩山は「認定 NPOの寄付税制，これはまだ貧
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66) NPOWEB（2009/11/11）。
67)~75) Ibid .,（2009/11/4）。

76) https://www.dpj.or.jp/about/dpj/principles_1998
（2016/4/1 確認）。

弱なものだという認識は私も感じておりまし
て，これをもっと積極的に拡充していく，こう
いう税制面での支援を私どもとして実現してま
いりたい」と NPO支援税制（認定 NPO法人
制度）の積極的な拡充に言及した 66）。

（7）内閣府による 2010 年度税制改正の再要望
10月末，内閣府は，2010年度税制改正要望

を政府税制調査会に提出した 67）。新政権下で初
となる税制改正要望のとりまとめに際しては，
各省庁が「税制改正要望の公募」を実施した
68）。内閣府の場合，10月 19日から 23日まで，
NPO法人税制に限定した要望を公募した 69）。
後に詳述するように，10月 21日，この公募に
対して，連絡会は，①認定 NPO法人制度の特
例の恒久化，要件緩和および審査期間短縮，②
みなし寄付金制度の拡充，③寄付税制の拡充な
どを求める要望書を提出した（経済産業省と総
務省にも同様の要望を提出）70）。公募期間終了
後，内閣府は，連絡会に対して，大島敦副大臣
と泉健太政務官が出席してヒアリングを行った
た 71）。

10月 29日，内閣府政策会議が開催され，税
制改正要望が活発に議論された 72）。この内閣府
政策会議での議論も受けて，10月末の内閣府

の税制改正要望は大きく前進した 73）。すなわち，
8月末の税制改正要望の場合，要望内容は「み
なし寄付金制度の拡充」だけであった 74）。他方，
今回の税制改正要望の場合，①認定 NPO法人
制度の実績判定期間の特例措置延長，認定手続
きの簡素化，および審査期間の短縮，②寄付税
制の拡充が盛り込まれたからである 75）。

（8）鳩山内閣の地域主権改革
後述するように「寄付税制および NPO法の
改正」にともない，(1)NPO法人の全ての認
証権限の都道府県・政令指定都市への全面的移
譲，(2)認定 NPO法人の認定権限の国税庁か
ら都道府県・政令指定都市への委譲が実現され
た。この 2つの権限委譲は，民主党政権が推進
した政策の 1つである「地域主権改革」と密接
に関連していた。そこでまず，民主党政権のう
ちの鳩山内閣時の地域主権改革とは，いかなる
ものであったかを検討する。
民主党は，1998年 4月 27日の結党以来，基

本理念として ｢地方分権｣ を掲げてきた。こ
の結党時に採択された基本理念（1998年綱領）
においては，｢中央集権的な政府を『市民へ，
市場へ，地方へ』との視点で分権社会を構築し，
共同参画社会をめざす 76）｣ことが謳われていた。

政府税制調査会 党政調

助言・報告

助
言
・
報
告
？専門委員会

税制改正 PT

税と社会保障の
抜本改革調査会

本　体　会　合

本　体　会　合

基礎小委 納税環境整備小委 国際課税小委

納税環境
整備 PT

市民公益
税制 PT

雇用促進
税制等 PT

租税特別
措置等 PT

出典：峰崎直樹・三木義一『納税者権利憲章で税制が変わる！』ぎょうせい，2011年より。

出所：山口（2012），108頁。

図 2　民主党政権下の税制調査会

経　済　学　研　究 67－1（42 42）

005_小島 廣光・平本 健太.indd   42 2017/06/07   14:49:40
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78) 平田・松井（2011），126-132 頁，126 頁。
79) Ibid .,133-149 頁，143-144 頁。
80) ｢地方分権改革推進計画について｣（2009/12/15，

閣議決定）。www.cao.go.jp/bunken-suishin/ayumi/
ch i ik i - shuken/doc/091215ke ikakutou01.pdf
（2016/6/29 確認）。 81)~83) NPOWEB（2010/4/23）。

84)~91) Ibid .,（2009/11/18）。

2009年 7月 29日，民主党は，衆議院選挙向
けマニフェスト（Manifest2009）を発表し，そ
のなかで「地域主権の確立」を掲げた。この政
策目的は，(1)明治維新以来続いた中央集権体
制を抜本的に改め，｢地域主権国家｣ へ転換し，
(2)中央政府は国レベルの仕事に専念し，国と
地方自治体の関係を，上下・主従の関係から対
等・協力の関係へ改めることであった。そのた
めの具体策として，①国と地方の協議の場の法
律にもとづく設置，②国から地方への ｢ひもつ
き補助金｣ の廃止や ｢一括交付金｣ 化があげら
れた 77）。
鳩山首相は，就任直後から繰り返し，地域主

権改革にかける政治的熱意を表明してきた。ま
ず 9月 16日の政権交代当日の｢基本方針｣では，
｢国民一人ひとりが豊かさを実感できる本当の
国民主権｣ と ｢地域の住民一人ひとりが自ら考
え，主体的に行動し，その行動と選択に責任を
負う地域主権｣ の 2つを政策の柱とした 78）。

10月 26日の第 173回通常国会の所信表明演
説では，｢『人間のための経済』を実現するため
に，私は，地域のことは地域に住む住民が決め
る，活気に満ちた地域社会をつくるための『地
域主権』改革を断行します 79）｣ と述べた。その
後の 12月 15日に閣議決定された「地方分権改
革推進計画」には，｢地域主権の確立は，鳩山
内閣の『1丁目 1番地』である重要課題であり，
明治以来の中央集権体質から脱却し，この国の
在り方を大きく転換する改革である 80）｣ と記載
された。
上記の所信表明演説より約 20日後の 11月

17日，政府は，内閣府への地域主権戦略会議

の設置を閣議決定した。地域主権戦略会議は，
地域主権に向けた施策を検討・実施するととも
に，地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえた
施策を実施することも目指していた 81）。地域主
権戦略会議では，鳩山が議長を，地域主権推進
担当大臣を兼ねる原口一博総務大臣が副議長を
それぞれ務めた 82）。その他に財務大臣，国家戦
略担当大臣，行政刷新担当大臣，内閣官房長官
の 4名が政府関係者であった。さらに，自治体
首長や学識経験者ら 7名を加え，計 13名が参
加した 83）。

（9）政府税調における市民公益税制（寄付税制）
の議論

10月 8日，政府税制調査会の初会合が開催
された 84）。鳩山首相は「『納税者視点』を明確
にし，納税者の立場に立って『公平・透明・納得』
の原則の下，税制全般を見直さなければならな
い」として 85），具体的には，「マニフェストに
掲げられた税制改正項目の検討」や「租税特別
措置のゼロベースの見直し」など 7点を諮問し
た 86）。その後，新政府税制調査会は，11月 18

日までに 9回の全体会合を開催した 87）。
10月末に各省庁は税制改正要望を提出した。

上述のように，内閣府は，NPO法人税制改正（認
定 NPO法人制度改正）に関しては，① 実績判
定期間の特例措置延長，② 認定手続きの簡素
化，③ 審査期間の短縮，④ みなし寄付金制度
の拡充などを要望した 88）。この税制改正要望の
提出を受けて，政府税制調査会は，各省庁への
ヒアリングを実施した 89）。

11月 6日の第 7回政府税制調査会では，内
閣府の大島敦副大臣と泉健太政務官が，要望事
項を説明した 90）。加藤公一法務副大臣や阿部知
子社民党政策審議会長も，認定 NPO法人制度
改正に積極的に取り組むべきであると発言し
91）。また，文部科学省ヒアリングでは，中川正
春副大臣が，寄付税制の拡充や「寄付税制プロ
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92),93) NPOWEB(2009/11/18)。
94) 0 次査定では，各要望項目に対して，次の 9 つ

の判断がなされた。
 A：認める（法案の提出等を前提とするものを

含む）。B：要望内容（要件等）の見直しが適
切に出来れば，認められる。C：要望内容の抜
本的見直しができなければ，認められない。D：
認められない。E：要望内容や要望の前提とな
る制度等が未確定であるもの。F：要望府省が，
要望を取り下げたもの。G：2011 年度以降の
検討課題とするもの。P：判断を保留するも
の。―：「主要事項」の中で取り上げるもの等。
Ibid .。

95) Ibid .。
96) 市民公益税制という概念は，「民主党のマニ

フェスト（政権公約）にある『市民が公益を担
う社会を実現する』ための税制を指すもの」と
考えられる。Ibid .。

97)~102) Ibid .。

103) 松井孝治への筆者らによる聴取調査（2016/9/5）。
104) 松原明への筆者らによる聴取調査（2013/1/23）。

ジェクト・チーム（PT）」の設置を提案した 92）。
財務省と総務省は，ヒアリングの結果を参考に
しながら，税制改正要望を検討し，査定した 93）。

11月 16日，2010年度予算に関して初となる
税制改正要望の財務省と総務省による査定原案
（0次査定）が各省庁へ示された 94）。内閣府が
要望したNPO法人税制改正 4項目は，全て「―：
『主要事項』の中で取り上げるもの」と判断さ
れた 95）。これを受けて，2010年度予算の税調
検討項目に「市民公益税制（寄付税制）」が盛
り込まれ，主要事項として議論されることと
なった 96）。

11月 18日の第 9回政府税制調査会では，会
合の最後に「市民公益税制（寄付税制）」が取
り上げられた。その際，税調メンバーからは，
制度の改正・改善に積極的な発言が相次いだ
97）。財務省の古本伸一郎政務官は，特に認定
NPO法人の認定手続きの見直しの必要性を述
べた 98）。総務省の小川淳也政務官は，2010年
度税制改正での地方税における寄付税制の大幅
な拡充を説明した 99）。両政務官の説明の後，法
務省の加藤は「認定 NPO法人を広く認定する
ことや手続きを改善すること」について発言し
た 100）。続いて，内閣府の大島は，再度要望事

項について強調した 101）。さらに，文部科学省
の中川も「寄付税制において，大胆な改正を行
うためのプロジェクト・チームの設置」を要望
した 102）。

（10）財務省による寄付税制（税額控除）への
理解の深まり
鳩山内閣が成立した後の 10月から 2010年 3

月末までの間に，財務省は ｢寄付税制および
NPO法の改正｣ に向けて大幅に舵を切ったと
いわれる。
当時内閣官房副長官であった松井孝治は，こ
の時のことを次のように述べている。

（松井）「そうですね。今年の，この 12月というところに
明記するわけにいかないけれども，その次には必ずやります
よ」と。「きちんと議論をしてやって頂ければ，それは分か
りました」というのは，もう秋ぐらいから。そこは「今の官
房副長官補かな。古谷一之（当時，財務省主税局長）さんは，
やはり官邸の意向というのを受けて，「それはきちんと詰め
て頂ければ，我が方としては大丈夫です」という感触でした
から。12月末なのか，ある程度判断したものが，もう少し早
くて，それで更に詳細をこの PTとかで詰めてということで，
年明けなのかは別として。9月というのは違いますが，9月
はまだそんな議論をしていませんが，10月から 3月ぐらいま
でのどこかで完全に腹をくくって頂いたと。どこか。それが
どこだったかは，僕も正確には覚えていませんが。年内には
ある程度，腹をくくって頂いていたのではないかと 103）。

シーズの松原明も，この時のことを次のよう
に述べている。

2010年度税制改正大綱においては，認定 NPO法人に対
しての寄付税制の優遇については，あまり大きくは変わらな
かった。しかしその際，財務省と内閣府のいずれの担当者も
私に「来年が本玉ですから。来年もっとでかいのがあります
から，今年はこれぐらい」と述べていた。すなわち，9月に
民主党政権ができ 11月にはもう既に，彼らは私に「来年が
本玉ですから。今年は 3ヶ月しかなく間に合わない。来年に
は本命やりますから。ちゃんとその仕込みもしていますから
大丈夫ですよ。だから今年はこれで我慢して下さい」といっ
た 104）。

（11）2010 年度税制改正大綱の決定
12月 22日，政府は「2010年度税制改正大綱」
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105)~110) NPOWEB(2009/12/23)｡
111)~115) Ibid .,(2010/1/29)｡

116) 松井孝治への筆者らによる聴取調査（2011/9/5）。

を閣議決定し，公表した 105）。この 2010年度税
制改正大綱には，NPOに関連する事項として，
(1)認定 NPO法人制度の改正，(2)寄付金控
除制度の改正，(3)市民公益税制プロジェクト・
チーム（PT）の設置の 3つが盛り込まれてい
た 106）。
(1)の認定 NPO法人制度の改正に関しては，
認定要件の緩和とみなし寄付金制度の拡充は盛
り込まれなかった。しかし，内閣府が要望して
いたかなりの項目が盛り込まれていた 107）。具
体的には，① 実績判定期間の特例延長，② 再
認定の原則書類審査化，③ 申請・報告書類の
明確化と削減，④ 審査期間の短縮，⑤ 相談・
審査体制の強化の 5つである 108）。
(2)の寄付金控除制度に関しては，所得税に
おける寄付金控除制度の適用下限額（足切り金
額）が 5000円から 2000円に引き下げられ，低
額の寄付でも寄付金控除制度の利用が可能にな
る 109）。
(3)の市民公益税制プロジェクト・チーム

（PT）の設置とは，みなし寄付金制度の拡充，
寄付税制や公益活動を担う法人（NPO法人や
公益法人など）の税制を専門的・総合的観点か
ら検討し，2010年 4月末までを目途に結論を
出すプロジェクト・チーム（PT）を政府税制
調査会の下に設けることを指していた 110）。

（12）「新しい公共」円卓会議と市民公益税制
PT の発足

2010年の年が明けると，政府による 2つの
新たな政策形成の場である「新しい公共」円卓
会議と市民公益税制 PTがスタートした。

1月 27日，政府は，内閣府内に「新しい公共」
円卓会議を設置し，初会合を開いた 111）。「新し
い公共」円卓会議は，上述の鳩山首相の所信表
明演説を受ける形で，「新しい公共」について
議論するための場として設置された 112）。その
目的は，「『新しい公共』という考え方やその展

望を市民，企業，行政などに広く浸透させると
ともに，これからの日本社会の目指すべき方向
性やそれを実現させる制度・政策の在り方など
について議論を行うこと」であった 113）。
「新しい公共」円卓会議は，金子郁容，福原
義春，谷口奈保子，大西健丞らの経営者，研究
者，NPO関係者など 19名で構成され 114），鳩山，
菅直人副総理，平野博文官房長官，仙石由人「新
しい公共」担当相も出席した。会合は全部で 8

回開催され，6月 4日の第 8回会合において「新
しい公共」宣言が公表された 115）。
当時内閣官房副長官であった松井孝治は，こ
の「新しい公共」円卓会議の設置に関して次の
ように述べている。

これは 10月ですね。総理のところで主税局長なんかも入っ
て，税制の議論をするところがあって。そこで，その頃には
何らかの総理直属でやろうというようなことは，少し腹は固
めていたのですが。税制大綱を年末に出す時に，「寄付税制
はどうなるのですか」みたいな話が，主税局長を含めて総理
レクチャーで出て。総理とか僕なんかが，「寄付税制，思い切っ
てやりたいのですけど」というふうに申し上げたら，当時の
主税局長が古谷一之さんでしたが，「それは分かりましたが，
ちょっと今年の税制大綱でいうと，今からだと，やや大変で
す。できれば来年度のものにのせさせて頂くというのはどう
でしょうか」という話も出て。
「ではちょうどいいから」。そうやって総理が直轄する審議
会をつくって，そこの 1つの目玉として議論をして。「その
代わり，（中略）来年度の早いタイミングで，夏前とかそう
いう早いタイミングで，それを実質的に決められるようにし
たいですよねと。だからその前に何らかの会議体でも動かし
て，きちんと議論をするようにしますから」と。総理の所信
表明演説は10月で，そこである程度新しい綱領を書き込んで。
そのあたりから具体的に円卓会議という新しいスタイルで，
総理が直属で。（中略）
最終的には，総理の施政方針演説ですね。2010年の 1月

29日に施政方針演説で，それを話し，実質的には同じタイミ
ングでスタートした。円卓会議自体はですね。第 1回は 1月
27日ですから。施政方針演説が 1月 29日ですね。そのちょ
うど直前に第 1回を開いたと 116）。

上述のように，2010年 12月 22日に閣議決
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117) 市民公益税制 PT『市民公益税制 PT 報告書』
（2010/12/1），1 頁。

118)~121) NPOWEB(2010/2/8)｡

122) 松井孝治への筆者らによる聴取調査（2016/9/5）。
123)~125) NPOWEB(2010/2/8)｡
126)~129) Ibid .,(2010/2/24)｡

定された 2010年度税制改正大綱では，市民公
益税制 PTの設置が盛り込まれた。市民公益税
制 PTの目的は，「新しい公共」円卓会議とも
連携しつつ，寄付税制や公益活動を担う法人
（NPO法人や公益法人など）の税制を，4月末
を目途に専門的・総合的観点から検討すること
であった 117）。1月 28日，政府は，政府税制調
査会の下に市民公益税制プロジェクト・チーム
（PT）を発足させた。

PTの 6名のメンバーは，渡辺周総務副大臣
（座長），峰崎直樹財務副大臣，大島敦内閣府副
大臣，「新しい公共」円卓会議のメンバーでも
ある松井，小川淳也総務大臣政務官，古本伸一
郎財務大臣政務官であり，全員が国会議員で
あった 118）。座長の判断により，他の政府税制
調査会のメンバーも参加可能であった 119）。
事務局は財務省ではなく，座長の属する総務

省が担当することになった 120）。毎回の会議は，
総務省で開催され，会議は非公開とされた。

2月 2日，PTの初会合が開催された。上述
のように，4月末を目途に成果を得ることとさ
れていた。したがって，実質的な議論の時間は
3ヶ月ほどしかなく，毎週 1回のペースで精力
的に開催されることになった 121)。
松井は，市民公益税制 PTの設置に関して次
のように述べている。

これは，最初 10月に政府税調でも議論をした。政府税調っ
て，民主党は党税調を廃止しましたから。「政府税調でも議
論をして，そのプロセスを踏んで」という話は，古屋一之主
税局長からもありましたから，政府税調で議論するのだろう
なと思いました。政府税調の方で議論をしておられる中で，
そういう PTをつくるという話が出てきて。「まさにこの話は
大きい玉だからということで，政府税調サイドでそういうも
のをつくりますよ」と。
当時，渡辺周さんが総務副大臣で，峰崎さんが財務副大臣

で，そこの座敷で議論をすると。一応，政権中枢の提案とは
いえ，そこで一応議論を，政府税調として議論をして，きち

んと透明にやらなければいけないからということで，僕なん
かも政府を代表して入っている。もともと政府与党一元です
から，この PTはシンプルです 122）。

PTの流れは表 2に示す通りであった。
2月 2日の第 1回会合では，上記メンバーの
顔合わせが行われるとともに，今後の進め方が
検討された 123）。

2月 10日の第 2回会合では，財務省，総務省，
内閣府の各事務方が，①現行制度（認定 NPO

法人・新公益法人など）と②寄付額や経済規模
などをメンバーに説明した 124）。

2月 17日の第 3回会合では，有識者ヒアリ
ングが開始された。山内直人大阪大学教授（日
本 NPO学会会長）は，「新しい公共」を推進
する政策としての税制再設計（税から寄付へ）
として，「寄付控除対象団体の増加」，「税額控
除方式への切り替え」，「年末調整化・繰越控除」
などを提案した 125）。

2月 24日の第 4回会合では，2人の有識者か
らのヒアリングが行われた 126）。PTメンバーの
うち，渡辺（座長），大島，古本の 3名が出席
した 127）。
松原明シーズ事務局長は，認定 NPO法人制
度へのインパクトのある抜本改正に向けて，数
値目標の設定，事業型 NPOの認定取得，寄付
金税額控除方式の導入などを要望した 128）（な
お，松原の要望は後に詳述される）。
雨宮孝子内閣府公益認定等委員会委員は，諸
外国の寄付税制，特にアメリカとイギリスの公
益性判断，アメリカのパブリックチャリティ資
格認定におけるパブリック・サポート・テスト
（PST）などの説明を行った 129）。

3月 3日の第 5回会合では，｢新しい公共｣
円卓会議の金子座長と福嶋浩彦委員が出席し，
PTメンバーらと意見交換を行った。その際，
認定 NPO法人制度の仮認定や寄付金税額控除
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130) Ibid .,（2010/3/8）。
131) 市民公益税制 PT『市民公益税制 PT　中間報

告書』（2010/4/8），2 頁。
132)~135) 『朝日新聞』 (2010/2/27 朝刊 )｡
136)~141) NPOWEB(2010/3/8)｡

などが議論された 130）。
3月 10日の第 6回会合では，東富彦 NEC・

CSR推進部社会貢献室長と斎藤仁日本経済団
体連合政治社会本部長からヒアリングが行われ
た。

3月 17日の第 7回会合では，田中弥生大学
評価・学位授与機構准教授，石井宏明難民支援
協会事務局長代行からヒアリングが行われた。

3月 24日の第 8回会合では，論点に関する
主な意見が提出された（課題等の整理①）。

3月 26日の第 9回会合では，論点に関する
主な意見が提出された（課題等の整理②）。

3月 31日の第 10回会合では，取りまとめの
方向性等が示された 131)。
以上のように，政府による 2つの新たな政策

形成の場がスタートし，活発な議論が展開され

た。
2月 25日，鳩山は，渡辺と仙石由人「新し
い公共」担当相のそれぞれに対して，NPO支
援策作りを急ぐよう指示した 132)。このうち渡
辺は，「『力強くやれ』と発破をかけられた。か
なり加速させるのではないか」と，議論前倒し
もありうるとの見解を示した 133)。他方，千石
由人「新しい公共」担当相は，｢個人の寄付が
なかなか進まないのが悩み。欧米のキリスト教
会を中核とした寄付文化みたいのがないのがね
｣ と嘆いた 134)。
翌 2月 26日，鳩山は自ら，記者会見で「税
制優遇拡充策の整備に取り組む」と述べると
ともに，「税額控除も有力な提案だ」と語った
135）。

（13）「新しい公共」円卓会議における NPO・
寄付税制の議論 

3月 2日，「新しい公共」円卓会議の第 2回
会合が開催された。この会合の主要議題は「税
制のあり方について」であった 136）。このため，
市民公益税制 PTの渡辺周座長と峰崎直樹財務
副大臣も出席した 137）。金子郁容座長は「『新し
い公共』の担い手を育てるための税制の考え方」
として「間口は広く，事後チェックをしっかり
やる」方向性を提示した 138）。
鳩山首相は，「ぜひ税額控除を実現したい。

さきがけ時代からずっと私は言い続けてきた
が，役所の壁を破れぬまま，今日を迎えてしまっ
ている。この問題にしっかり穴を開けたい。ぜ
ひ速く結論を出してほしい」と述べ，特に寄付
金の税額控除方式創設に強い意欲を示した 139）。
今回の「新しい公共」円卓会議での議論を受
けて，上述のように，翌 3月 3日の市民公益
税制 PTにおいて，金子座長と福嶋浩彦委員が
出席して，メンバーらと意見交換を行った 140）。
その際，認定 NPO法人制度の仮認定と寄付金
税額控除などが，引き続き議論された 141）。

（14）鳩山首相による「新しい公共」円卓会議
での税額控除実現への指示

表 2　市民公益税制プロジェクト・チームの審議経過

出所：市民公益税制 PT『市民公益税制 PT中間報告書』（2010年 4月 8日）2頁。
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142)~150) Ibid .,(2010/3/24)｡ 151)~157) Ibid .,(2010/4/23)｡
158) 北村（2014），110 頁，逢坂（2012），82-92 頁。

3月 16日，「新しい公共」円卓会議の第 3回
会合が開催された 142）。前回の議論を受けて，
今回のテーマは「新しい公共を支える資金のあ
り方」であった 143）。
鳩山首相は，市民公益税制 PTメンバーの古
本財務大臣政務官に対して，次のように指示し
た。「居場所と出番が中心にならなくてはいけ
ない。いかに政府が，それとなくサポートする
か。その中で，血流と言うものを活性化させる
のが，『寄付税制』だ。今日は古本政務官が来
ているので，ぜひともお願いしたい。できれば
今月中に結論を出して，来月に結果を発表して
ほしい。これまでは税制は時間がかかると言わ
れていて，前政権だったらそうかもしれないが，
私達の政権ではスピーディーにこの問題につい
て取り組みたい。繰り返すが，早急に結論を出
してもらいたい 144）」。
これに対して，古本は「財務省としても検討

している。だが，赤い羽根もそうだが，税額控
除を受けられるから，寄付をするわけではない
のではないか。具体的にどこまでやれるか，議
論していかなくてはいけない 145）」と述べた。
さらに鳩山は，「税制・金融のあり方につい

て，私どもは市民公益税制 PTを立ち上げて，
議論してもらっている。特に『税額控除』を中
心に考えて，NPO活動を活性化させるための
血流を実現したい。政府がドンとお金を出すの
ではなく，税額控除が適当ではないか。政府と
NPOはある意味で対等の関係にして行くべき。
そうした発想の転換がこの国において必要とさ
れている 146）」と，寄付税制における税額控除
実現を再度強調し，強いこだわりを見せた 147）。
加えて，鳩山は「今月中に市民公益税制 PT

において，結論を出すよう指示を出したところ
だ。言いっぱなし・聞きっぱなしの円卓会議で
は意味がない，スピード感のある政府になりた
い 148）」とも述べ，当初 4月末を予定していた
市民公益税制 PTのとりまとめは，3月中を目

途に早急に行うよう指示した 149）。
（15）NPO 法人認証権限の政令指定都市への
委譲
上述のように，2009年 11月 17日に，政府は，
内閣府への地域主権戦略会議の設置を閣議決定
した 150）。この地域主権戦略会議の会合は，12

月 14日（第 1回），2010年 3月 3日（第 2回），
3月 31日（第 3回）にそれぞれ開催された 151）。
この第 3回会合では，関連省庁に対して求め
ていた「義務付け・枠付けの見直し及び基礎自
治体への権限移譲に関する各府省回答状況につ
いて」が報告された 152）。
今回，関連省庁に回答を求めていた基礎自治
体への権限移譲項目は，2008年 5月 28日に地
方分権改革推進委員会が発表した「第 1次勧
告～生活者の視点に立つ『地方政府』の確立
～」において勧告されている 74項目他が対象
であった 153）。この第 1次勧告では，特定非営
利活動促進法（NPO法）の「法人設立の認証」
等の 8つの権限について，政令指定都市への移
譲が盛り込まれていた 154）。「政令指定都市まで
権限移譲」との勧告内容に対して，NPO法を
所管する内閣府の回答が注目されていた 155）。
今回公表された資料によれば，内閣府は，勧
告通りの移譲を回答した。すなわち，特定非営
利活動法人（NPO法人）の「法人設立の認証」
権限等は，政令指定都市に移譲されるべきと回
答したのである 156）。

NPO法人に関しては，市民公益税制 PTの
中間報告においても「認定」事務の地方移管が
検討されており，この地域主権戦略会議での内
閣府の回答と併せて，制度が大きく動くことに
なった 157）。
なお，鳩山内閣発足以来，中央省庁は，義務
付け・枠付けの見直しや一括交付金化に対して
激しく抵抗し続けた 158）。後述されるように，6

月 2日，鳩山首相は，具体的にいかなる決断を
下すのか不明のまま退陣を表明した。地域主権
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159) 北村（2014），110 頁。その後，2011 年 4月 28 
日，地域主権改革第 1 次一括法案が，2011
年 8月 26日，地域主権改革第 2次一括法案が，
それぞれ国会で成立した。

160) http://www5.cao.go.jp/seisakukaigi/shiryou/ 
0024-100413/pdf/item09.pdf（2016/4/1 確認）。

161) 『朝日新聞』（2010/4/9 朝刊）。
162)~167) NPOWEB(2010/4/21)｡

168) 税額控除に関する鳩山首相の実際の発言は次
の通りである。「特に税額控除に関して，こ
れは市民の皆さん，NPO の皆さん方とも相
談をしながら，最終的に結論を出してまいり
たいと思っておりまして，自分自身の思いと
すれば，市民のある意味での草の根の寄付に
対して政府も同じ割合でマッチングするとい
うようなことで，１対１というのがいいの
ではないかと思っております。市民に対して
全部政府が面倒を見るというのも，最初考え
なかったわけではないのですが，それは必ず
しも市民の皆さんの草の根の寄付の思いとい
うものが伝わらない。むしろ，市民１に対し
て政府も１でマッチングをするというような
フィフティ・フィフティがよかろうという
判断がありまして，そのように是非していた
だきたいと，私の方からあえて具体的にその
ことを申し上げてまいりたいと思います。所
得税額のどのぐらいまでというものがひとつ
あると思いますが，4 分の 1 まで，25％まで
それを可能にするというのが一つの方向かな
と，そのように思っておりまして，これも迅
速さが必要だ」。Ibid .。

169)~171) Ibid .｡

改革のすべての課題は，菅直人内閣にそのまま
引き継がれた 159）。

（16）市民公益税制 PT 中間報告書の公表
上述のように，市民公益税制 PTは，全部で

10回の会合を持ち，｢新しい公共｣ に係る税制
面の課題について，①現行制度の検討，②有識
者からのヒアリング，③円卓会議メンバーとの
意見交換等を行った。その結果にもとづいて，
「市民公益税制プロジェクト・チーム中間報告
書」をとりまとめた。

2010年 4月 8日に開催された 2010年度第 1

回の政府税制調査会は，この市民公益税制 PT

から提出された中間報告書を了承した 160）。了
承された中間報告書の概要は，図 3の通りで
ある。
市民公益税制 PTで中心的な役割を果たした
渡辺周座長は，8日，政府税制調査会終了後の
記者会見で，｢NPOは行政の下請け的な役割で
はなく，成熟しなくてはいけない。ある程度寄
付でまかなえるようになれば，補助金よりも独
立してやっていくのが理想だ｣ と，改革の意義
を語った 161）。

（17）鳩山首相による円卓会議における寄付金
50％税額控除の提案

4月 9日，「新しい公共」円卓会議の第 5回
会合が開催された 162)。上述のように，円卓会
議会合の前日の 4月 8日，2010年度第 1回の
政府税制調査会において「市民公益税制プロ
ジェクト・チーム中間報告書」が提出され，了
承された 163)。この中間報告書の了承を受けて，
この円卓会議の第 5回会合では，まず，渡辺周
PT座長が市民公益税制 PT中間報告について
説明を行った 164)。参加した委員は，中間報告

の内容を高く評価した 165)。
中間報告を受けて，鳩山首相は，全体を「大
変大きな進歩」と評価した 166)。導入される予
定の寄付金税額控除制度に関しては，「市民の
草の根の寄付に対して，政府も同じ割合でマッ
チングするというようなことで，1対 1という
のがいいのではないかと思っている」，「所得税
額の 4分の 1まで，25％までそれを可能にする
というのが，一つの方向かなと思っている」と
発言した 167)。「税額控除率 50％で控除限度額が
所得税額の 25％」という具体的数字に踏み込
んだ提案を行ったのである 168)。
鳩山は，さらに次の 4点について指示を行っ
た。(1)認定 NPO法人以外の社会福祉法人，
学校法人，公益財団法人・社団法人への税額控
除適用についても検討する 169)。(2)税額控除
制度導入の時期については，2011年 1月から
の適用を可能にするようスピード感を持って取
り組む 170)。(3)NPO側には，税額控除導入で，
これまで以上に活動の内容や透明性が問われる
として，質の向上をはかる 171)。(4)全体的な
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179)~182) 『朝日新聞』 (2010/6/4 夕刊 )｡

172)	 NPOWEB(2010/4/21)。
173) 「4 月に入って『総理のトップダウン』を目

の当たりにした。鳩山由紀夫首相が打ち出し
た『認定を受けた特定非営利活動法人（NPO
法人）に個人が寄付をすると，寄付金額の半
額相当を所得税から差し引く』という方針だ。
税制改正の議論は秋以降に本格化するのが恒
例だが，NPO 税制の拡充は，制度設計の詳
細まで指示する思い入れの深さ。25 日には
『参院選の争点にしたい』と語った。普天間
飛行場の移設問題とは対照的な決断の速さに
驚いた」。『朝日新聞』（2010/4/29 朝刊）。

174)~178) NPOWEB(2010/5/24)｡

制度設計についても，市民や NPOの意見も聞
きながら迅速に進める 172)。

4月 25日，鳩山は，講演で「NPO税制拡充
を参院選の争点にしたい」と語った 173)。

（18）内閣府による 2011 年度税制改正要望の
公募

5月 21日，内閣府は，2011年度税制改正に
関する要望の公募を開始した 174）。上述のよう
に，2010年度に関する内閣府による税制改正
要望の公募は，「特定非営利活動法人に係る
税制改正要望」に限定されていた 175）。他方，

2011年度に関しては，NPO法人だけでなく，
内閣府が所管する公益法人や科学技術など全
分野の税制が対象であった 176）。公募の締切は 6

月 14日であり 177），寄せられた要望は，後述さ
れるように，8月末に提出される政府税制調査
会への税制改正要望に活用された 178）。

（19）鳩山内閣の総辞職
鳩山首相は，6月 2日に開催された民主党の

両院議員総会において，辞任する意向を表明し
た 179）。①米軍普天間飛行場の移設問題で社民
党の連立離脱を招いたこと，②政治とカネの問
題で民主党に迷惑をかけたことを辞任の理由と
してあげた 180）。その際，鳩山は，小沢一郎幹
事長にも辞任を促して了解を得たことを明らか
にした。鳩山内閣は，約 9カ月で幕を閉じるこ
とになったのである 181）。

6月 4日，後述するように，民主党代表選が
行われ，菅直人が新代表に選ばれた 182）。菅は
同日の衆参両院の本会議で，首相に指名された
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出典：政府税制調査会市民公益税制 PT中間報告書（2010/4/8）から文化庁作成。

図 3　市民公益税制 PT 中間報告書の概要
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183),184) 同上紙 (2010/6/5 朝刊 )｡
185)~195) NPOWEB(2010/6/14)｡

196) Ibid .｡ 第 8 回「新しい公共」円卓会議資料｢「新
しい公共」宣言｣（2010/6/4）。この会合に出
席した菅副総理は，「この場の活動を次につ
なげる機会があれば，全力を挙げたい」と述
べた。

197)~201) NPOWEB(2009/7/14)｡
202)~204) Ibid .(2009/7/31)｡

183）。彼は同日，亀井静香国民新党代表と国会内
で会談し，連立の継続で一致した 184）。

（20）「新しい公共」宣言公表と鳩山首相の署
名

6月 4日，「新しい公共」円卓会議の第 8回
会合が開催された 185）。上述のように，前々日
の 2日，鳩山首相が突然辞任を表明し，「新し
い公共」円卓会議の行方が不安視されていた
186）。しかし，内閣総辞職直前の当日午前 8時半
から第 8回会合が開催され，円卓会議の報告
となる「新しい公共」宣言がまとめられた 187）。
鳩山は，他の閣僚らとともに宣言への署名を行
い，直後の閣議において総辞職した。宣言への
署名が首相としての最後の仕事になる結果と
なった 188）。鳩山の「新しい公共」に対する強
い意気込みとこだわりが感じられた 189）。
宣言の内容は，「はじめに」・「『新しい公共』

と日本の将来ビジョン」・「『新しい公共』を作
るために」が本体であり，「『新しい公共』の具
体的なイメージ」が最後に添付されていた 190）。
「『新しい公共』を作るために」では，国民・
企業・政府に対して，それぞれ役割や期待する
点に言及されている 191）。国民に対しては，「『新
しい公共』の主役は，一人ひとりの国民である」
であるとして，身近な社会貢献活動への自発的
な参加を促している 192）。企業に対しては，本
業の社会性を向上させることや寄付による利潤
の社会への還流などを促している 193）。政府に
対しては，「新しい公共」の基盤を支える制度
整備については，具体的な内容にまで踏み込む
形で「税額控除の導入，認定 NPOの『仮認定』
と PST基準の見直し，みなし寄付限度額の引
き上げ等を可能にする税制改革を速やかに進め
ることを期待する」と制度改正に言及している
194）。さらに寄付金税額控除については，「特に，
円卓会議における総理からの指示（税額控除の

割合，実施時期，税額控除の対象法人）を踏ま
えて検討を進めることを強く期待するものであ
る」と訴えている 195）。
最後に，今回の円卓会議の後継組織を今後設
立する必要性にも触れられている 196）。

2. 議員・国会
（1）NPO と民主党による政策討論会の開催

2009年 7月 14日，民主党は，「市民パワー
と民主党の懇談会」を開催した 197）。この懇談
会は，衆議院選挙が近づき政治や政策に対し
て関心が高まるなかで，公共の担い手である
NPO・市民活動団体と民主党とが政策論議を
行い，市民の「知恵」と「想い」を政策に結び
付ける場として開催された 198）。NPO関係者を
中心にして約 350人が懇談会に出席し 199），①
民主党の政策担当議員による NPOと政党との
協働による政策提言・実現の説明，② NPOか
らの政策提言，③参加者との意見交換などが
行われた 200）。民主党はこれを機に，定期的に
NPOとの政策議論を続けていくことを表明し
た 201）。

(2)民主党衆院選マニフェストへの認定 NPO
法人制度改正の掲載

7月 29日，民主党は，総選挙に向けたマニフェ
スト「民主党政策集 INDEX2009」を発表した
202）。そのなかで，市民が公益を担う社会の実現
と，非営利セクター活動の支援が政策目的に掲
げられた 203）。具体策として，①認定 NPO法人
制度の改正，②寄付税制の拡充，③国際協力
NGOとの連携強化などがあげられていた 204）。

(3)超党派 NPO 議員連盟の活動休止
民主党は，上述のように，8月 30日の総選
挙で政権交代を果たし，鳩山由紀夫が首相に，
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205), 206) 『朝日新聞』 (2009/11/26 夕刊 )｡
207) 同上紙（2009/11/19 朝刊）。
208) 松原明への筆者らによる聴取調査（2013/1/23）。
209)~216) NPOWEB(2009/12/23)｡

217) Ibid .（2009/7/14）。
218)~222) Ibid .(2010/2/3)｡

小沢一郎が幹事長にそれぞれ就任した。この民
主党において，11月 26日，超党派の国会議員
でつくるさまざまな議員連盟の実態が調査さ
れ，「議連のあり方」を示す方針が決定された
205）。方針によれば，「基本的に超党派の議連は
認めず，民主党議員のみの議連に再編する」お
よび「やむを得ず超党派議連が存続する場合は，
主要役員を民主党議員が占める」必要があった
206）。これは，小沢の考えにもとづく方針の決定
であり，議連を党の影響下に置き，党内から族
議員が生まれることを防ぎ，自民党議員が議連
を通じ影響力を温存する事態を防ぐ狙いもある
とされた 207）。
「議連のあり方」は，超党派の NPO議員連
盟にも適用されることになった。ただし，民
主党連立政権発足後，NPO議員連盟は事実上，
活動を休止していた 208）。

(4)与党 3 党による新政府税調への「2010 年
度予算重点要望」提出
上述のように，2009年 10月以降の政府税制
調査会では，各省庁から提出された税制改正要
望や租税特別措置の見直しなどについて議論が
行われてきた 209）。
議論終盤の 12月 16日，民主党から「2010

年度予算重要要点」が提出され 210），翌 17日，
民主党，社民党，国民新党の与党 3党から「2010

年度国家予算与党三党重点要望」がそれぞれ提
出された 211）。これらは，与党としての税制改
正と予算編成の重点を打ち出すものであり，従
来の与党税制改正大綱に類似したものといえた
212）。
政府税制調査会での議論は膠着していた 213）。
こうした状況での上述の与党側の要望は，結果
として税制改正をほぼ決定付けるものとなり，
大綱とりまとめを加速した 214）。当初 12月 11

日に予定されていた 2010年度税制改正大綱の
発表は，2度の延期を経て，12月 22日に行わ
れた 215）。
なお上述のように，2010年度税制改正大綱
には，NPOに関連する事項として，(1)認定
NPO法人制度の改正，(2)寄付金控除制度の
改正，(3)市民公益税制 PTの設置の 3つが盛
り込まれた 216）。

(5)「市民パワーと民主党の懇談会」の開催
民主党は，上述のように，2009年 7月 14日

に「市民パワーと民主党の懇談会」を開催した。
その際，NPOとの定期的な政策議論の場を持っ
ていくことを表明していた 217）。
これを受けて，2010年 1月 28日，民主党は

「『新しい公共』をめざした市民と民主党の政策
形成プロジェクト」の第 1回意見交換会を開
催した 218）。テーマは「NPOを巡る制度・税制
のあり方について」であり，国会議員約 30人
や NPO関係者ら 100名超が参加し 219），4名の
NPO関係者が登壇した 220）。このうち，シーズ
の松原明は，① NPO法の改正，②認定 NPO

法人制度の抜本的な改正，③寄付税制の拡充の
3点を説明・提案した 221）。

(6)与野党による参院選向けマニフェストの
発表

2010年 5月の中旬から６月下旬にかけて，
ほぼ全党が，7月に実施が見込まれていた参院
選向けマニフェストを発表した。それらマニ
フェストには，「寄付税制」，「NPO法改正」，「ボ
ランティア」，「社会貢献活動」などに関連する
政策が記載されていた。以下，みんなの党，自
民党，民主党，公明党および共産党のマニフェ
ストを紹介する。

5月 11日，みんなの党は，参議院選挙マニフェ
ストの柱となる「みんなの党の成長戦略（原案）」
を発表するとともに，広く意見の募集を開始し
た 222）。NPOや寄付に関連する項目に関しては，

経　済　学　研　究 67－1（52 52）

005_小島 廣光・平本 健太.indd   52 2017/06/07   14:49:41



223), 224) Ibid .(2010/5/12)｡
225)~227) Ibid .(2010/5/19)｡
228) https://www.dpj.or.jp/article/manifesto2010

（2016/11/21 確認）。
229) http:/ /www.komei.or. jp/campaign/sanin10/

manifest/（2016/11/21 確認）。

230) http: / /www.jcp.or. jp/seisaku/2010_1/2010_
sanin_kouyaku.html（2016/11/21 確認）。

231)~233) NPOWEB(2009/6/15)｡

寄付金の「全額税額控除」など寄付税制拡充に
よる NPO活動活性化が記載されていた 223）。ま
た，寄付税制の拡充により，1,500兆円にのぼ
るといわれている個人金融資産を活用すること
も記載されていた 224）。

5月 14日，自民党は，「参議院選挙公約マ
ニフェスト（原案）」を発表するとともに，意
見募集を開始した 225）。この原案は，｢頑張る
人が報われる社会へ｣ などの 10の柱で構成さ
れていた 226）。このうち，NPOと寄付に関連す
る項目に関しては，① NPO法の改正，②認定
NPO法人制度の簡素化・大幅な拡充，③生活
困窮者支援や地域社会維持のための NPOとの
連携や活用が記載されていた 227）。

6月 17日，民主党は，「民主党の政権政策
Manifesto2010」を発表した。冒頭の菅代表の
メッセージで NPO支援が触れられたほか，具
体的項目で途上国支援での NGOとの連携が記
載されていた。NPO税制の見直しに関しては，
「2010年度税制改正で NPOなどに関する寄付
金税制の適用範囲を拡大するとともに，2011

年度改正では税額控除方式を導入する方針を決
定しました。民主党政権がこれまで取り組んで
きたことを報告します」とされていた 228）。
同じ 6月 17日，公明党は，「マニフェスト 

2010 参院選重点政策」を発表した。NPO支援
に関しては，「NPO法を改正し，NPOなどの
非営利セクターに対する支援税制の認定要件緩
和，寄付金控除制度を充実させます」とされて
いた。他にも，社会福祉等の分野での NPO・
NGO・社会的企業への支援や連携が記載され
ていた 229）。

6月 18日，共産党は「参院選公約」を発表した。
NPOに関しては，① NPO法の改正，②認定
NPO法人制度の大幅な改善，③ NPOに対す

る補助・助成の拡充，④活動場所の提供，⑤広
報の支援などが記載されていた 230）。

3.　市民団体
(1)各党衆院選マニフェストへの NPO 法・税
制改正の掲載要望

2009年 6月 15日，連絡会は「特定非営利活
動法人（NPO法人）制度に関する要望書」を
まとめた。この要望書は，来たる総選挙に向け
た各党のマニフェスト作成に対して，NPO側
の要望を伝えるものであった 231）。衆議院では，
解散による任期満了前の選挙，または任期満了
（9月 10日）に伴う選挙が予想されていた。こ
のため，連絡会はこの時期に要望書を作成した
のである 232）。
具体的な要望事項は，次の 2点であり，計

11項目にのぼった。
（1）市民の自発性に基づき活動する NPOの
社会貢献活動を支援し，より信頼性の高い制度
にするため，特定非営利活動促進法（NPO法）
の改正を行うこと。
①法律の名称を「市民活動促進法」へ，法

人の名称を「市民活動法人」へ変更する。②
NPO法人の認証期間（現行 4ヶ月以内）を 2ヶ
月に変更し，補正を可能にする。③運営に関す
る各種手続きを簡素化・迅速化する。④ NPO

法人のインターネット上の情報公開を強化する
と共に，公開時の個人情報保護を行う 233）。
（2）支え合い・助け合いの地域コミュニティ
活動や国際援助活動などを活性化するため，認
定 NPO法人制度の大幅な改正と寄付税制の大
幅な拡充を行うこと。
①認定 NPO法人数の数値目標（全 NPO法
人の 50％）を設定する。②パブリック・サポー
ト・テストなど現行の認定要件のより一層の緩
和を行う。③国税庁・国税局による審査体制を
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充実させると共に，現在の長期間にわたる審査
期間（平均 8カ月／最長 2年）の短縮のため，
審査期間を 4ヶ月以内と限定する。④申請団体
に負担を強いる現在の再認定制度ではなく，更
新制度を導入する。⑤みなし寄付金制度にお
ける控除限度額を所得金額の 50％へ引き上げ，
みなし譲渡所得を非課税にするなど税制優遇措
置のより一層の拡充を行う。⑥寄付者に対して，
本年の寄付金控除で控除し切れなかった部分に
ついて，翌年への繰越を認める制度（繰越制度）
の導入など寄付金控除の大幅な拡充を行う。⑦
認定を受けていない小規模の NPO法人に対す
る法人税の免税点制度（一定の収支規模までは
収益事業を行っていても免税とする制度）など
を創設して，小規模法人の活動を支援する 234）。
連絡会は，この要望書を 6月 30日までに，

民主党（16日），社民党（18日），公明党（19日），
共産党（26日），国民新党（26日），自民党（29

日），新党日本（30日）の所属国会議員を通じて，
各党へ提出した 235）。連絡会は，要望書提出後も，
要望事項がマニフェストに盛り込まれるよう働
きかけを継続した 236）。
連絡会とシーズが，各政党に対してオフィ
シャルなかたちで選挙前の公約への掲載を依頼
したのは，今回が初めてであった 237）。その結果，
上述のように，ほぼ全党の選挙公約に「寄付税
制」，「NPO改正」，「ボランティア」，「社会貢
献活動」などが記載された。

（2）政府・各政党への税制改正要望書の提出
10月 1日，連絡会は，「NPO法人制度の税

制改正に関する要望書」をまとめた 238）。今回
の要望書は，2011年度税制改正に向け 6月 15

日に発表され 7月 30日に政府へ提出された
「NPO法人制度の税制改正に関する要望書（29

項目）」の中の要望事項を再検討し，特に重要性，
緊急性の高い 10の事項をまとめたものであっ
た 239）。

要望事項の概要は次の通りであった。①
NPO法人の 50％は認定が受けられるような制
度へ，数値目標を示して抜本的な改革を行うこ
と，②初回申請における実績判定期間の特例（来
年 3月終了）を恒久化すること，③認定要件の
緩和と申請書類の明確化を行い，書類審査のみ
を原則とするなど認定手続きの簡素化を進める
こと，④審査期間を原則 4ヶ月以内に短縮し，
審査体制を一層増強すること，⑤事業型 NPO

法人なども認定を受けられるようにパブリッ
ク，サポート，テストの構造を変えること，⑥
みなし寄付金制度の控除限度額を，学校法人，
社会福祉法人，更生保護法人並みの所得金額の
50％（または 200万円）へ引き上げること，⑦
所得税の寄付金控除制度において税額控除方式
を創設し，所得控除方式との選択制とすること，
⑧受取利子・配当等の源泉税は，公益社団・財
団法人と同様に非課税とすること，⑨寄付金控
除において繰り越し控除制度を導入し，年末調
整での適用を認めるなど寄付者の利便性を向上
させること，⑩地方税においては，国税と連動
して寄付金控除できるようにするなど，寄付優
遇税制を大幅に改善することである 240）。

10月 2日，連絡会は，この「NPO法人制度
の税制改正に関する要望書」を内閣府に，10

月 5日，総務省，経産省，民主党，社民党，国
民新党，自民党にそれぞれ提出した 241）。

（3）与党議員への税制改正要望の説明
10月 19日，上述のように，内閣府によっ
て，NPO法人に関する税制に関してのみの税
制改正要望のインターネット公募が開始された
242）。これに対して，連絡会は 10月 21日，①認
定 NPO法人制度の特例の恒久化，要件緩和お
よび審査期間短縮，②みなし寄付金制度の拡
充，③寄付税制の拡充などを求める要望書を提
出した 243）。公募に応じた3団体と個人の中から，
23日，内閣府よる連絡会に対するヒアリング
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が実施された 244）。その際，大島敦副大臣より
税制改正に前向きな姿勢が示された 245）。
ヒアリング後，連絡会やシーズは，10月 29

日に開催される内閣府政策会議での与党議員の
理解と協力も，要望の実現に向けて重要である
と判断した 246）。そこで 10月 27，28，29日の 3

日間，与党議員への活発なロビー活動を展開し
た 247）。具体的には，99人の与党議員の事務所
を訪問し，15名の議員と 2名の秘書に対して
直接要望書を手渡したほか，郵便受けに投函す
るなどして，認定 NPO法人制度の概要や問題
点を説明し，実績判定期間特例の恒久化などの
要望への理解を求めた 248）。

（4）内閣府税制改正要望時の NPO 側の認識
上述のように，10月 31日，内閣府は，2010

年度税制改正要望を政府税制調査会に提出し
た。自公政権下での内閣府の税制改正要望（8

月末）では，要望内容は「みなし寄付金制度の
拡充」のみであった。これに対して，今回の民
主党政権下での内閣府の税制改正要望では，連
絡会の緊急要望 4項目が盛り込まれていた 249）。
この時点で，連絡会やシーズは，「寄付税制

および NPO法改正」に関して次のような認識
を持っていた。
「（連絡会の緊急要望 4項目が）内閣府の税制
改正要望に盛り込まれたことで，新政権下での
税制改正における第 1段階は無事終了した。今
後，議論の舞台は，新政府税調へ移っていくこ
とになる。新政府税調での決定プロセスなどに
は，まだまだ不明な点も多いが，今後の議論を
注視し働きかけを続ける必要がある。直近では，
11月 6日に行われる第 7回の政府税制調査会
での各省庁からのヒアリングが焦点となりそう
だ 250）」。

（5）2010 年度税制改正大綱決定時の NPO 側
の認識

2009年 12月 22日，上述のように，政府の
2010年度税制改正大綱が決定された。この時

点で，連絡会やシーズは，「寄付税制および
NPO法改正」に関して次のような認識を持っ
ていた。
「税調の市民公益税制 PTは，年明けにも設
置される見込みで，4月末までにある程度のと
りまとめを行う方針のようだ。「新しい公共」
推進プロジェクト（仮称）と併せて，2010年
前半は寄付税制や NPO法人税制の議論が非常
に活発になると思われる。
事業型 NPOの認定取得の問題など本丸の抜

本的改革が今後の課題である。今回の税制改正
大綱や緊急経済対策などから読み取れるよう
に，政府や与党議員は，積極的な姿勢を示して
いる。2011年度税制改正に向けて，今後は抜
本改革を強く訴えていく必要がある」251）。

（6）市民公益税制 PT における松原の要望
2010年 2月 24日，上述のように，政府税制

調査会の市民公益税制 PTによる第４回会合
が開催され，有識者ヒアリングが行われた 252）。
当日の出席者は，PTメンバーのうち座長の渡
辺周総務省副大臣，大島敦内閣府副大臣，古本
伸一郎財務省大臣政務官，松原明シーズ事務局
長および雨宮孝子内閣府公益認定等委員会委員
の 5名であった 253）。
このうち松原は，まず，① NPO法人の現状，
②NPO法人の課題，③NPO法人発展の方向性，
④認定 NPO法人の現状，⑤自立発展を支援す
る税制の必要性の 5つを報告した 254）。
次に，これらの現状と問題の分析にもとづい
て，松原は「インパクトのある改正が不可欠だ」
として，以下の 6点を提案した 255）。（1）数値
目標の設定を！（2）事業型NPOに認定の道を！
（3）NPOのスタートアップ支援を！（4）事業
型 NPOのメリット拡充を！（5）寄付者が使
いやすい寄付税制へ！（税額控除方式を導入し
て所得控除との併用制で寄付者のメリットを拡
充すべきである），（6）共益活動要件などの改
正も必要である 256）。
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（7）税理士連合会・公法協・経団連のロビー
活動
政府税制調査会の市民公益税制 PTで議論が
行われていた 3月中旬から 4月中旬にかけて，
次のようにさまざまな市民団体が，寄付税制の
拡充をもとめて提言を行った。

3月 17日，日本税理士会連合会は，「所得税
における所得控除と税額控除のあり方につい
て」との答申を発表した 257）。このなかで，①
寄付金控除に関しては「所得控除として残す」
ことが適当である，②「所得控除と税額控除と
の選択制とする」ことも検討すべきである，と
主張されていた 258）。

3月 23日，公益法人協会と公益法人税制対
策委員会は，「市民公益税制に関する要望」を
まとめ，市民公益税制 PTに対して提出した
259）。そのなかで，①信託を活用した「特定寄寄
付信託（仮称）」制度の創設，②寄付税制の拡
充などが要望されていた 260）。

4月 13日，日本経団連は，今後の日本の成
長戦略に関する政策提言書を発表した 261）。こ
の提言書のなかの「市民公益税制の整備」にお
いて，公益活動を担う法人等に対する寄付に関
する税制上の優遇措置の拡充などが要望されて
いた 262）。

（8）シーズの「市民公益税制 PT 中間報告を歓
迎！」声明

4月 9日，シーズは「市民公益税制プロジェ
クト・チーム中間報告に対する声明」を発表し，
中間報告の内容を歓迎する旨を表明した 263）。
中間報告には，上述のように，これまで連絡

会やシーズが要望していた次の内容がほとんど
盛り込まれていたからである 264）。①所得税の
税額控除方式の導入，②認定 NPO法人の認定
基準（PST等）の見直し，③地方において活
動する NPO法人等の支援（個人住民税），④

今後の進め方である 265）。
声明は，これら内容を「今回の大胆な方針決
定を歓迎します」と評価していた 266）。同時に，
今後の具体的制度設計を重視し，中間報告の方
針にもとづく実効性のある制度設計を強く要望
していた 267）。

（9）NPO 法人税制・寄付税制フォーラムの開
催

5月 11日，「NPO法人税制・寄付税制フォー
ラム『市民公益税制プロジェクト・チーム中間
報告』を読む」において，渡辺周市民公益税制
PT座長は，NPO関係者との間で，今後のスケ
ジュールに関して次のような質疑を行った 268）。

渡辺周：税額控除は 50％という議論になっている。
松原明：お話を伺うと，かなりの抜本改正だが，スケジュー
ルは来年 4月 1日～ということでしょうか？
渡辺周：6月から，地方の方とお話を始めます。同時並行
の中で，細部について詰められることは税調の PT内で始
めます。秋にはだいたいの目途を立てて，他の税制の議論
が始まるときには骨子が固まっているくらいまで持ってい
きたいと思っています。
石川治江：（中略）「地方自治体が国税庁長官の認定を受け
ていない NPO法人への寄付金を条例に基づき指定」など
の，こういう点のやり取りはすでに地方と始めている？
渡辺周：実務担当者レベルでは既に始めています。
ただ，濃淡があって，どうしても首都圏は積極的だが，東
京から遠くなるとイメージが湧かないところも多いです。
既にこういう制度にしますよ，ということは伝えています
269）。

(10）参院選マニフェスト向け要望書の作成
4月，連絡会は，夏の参議院選挙での各党の

マニフェスト作成に向けた「特定非営利活動法
人（NPO法人）制度に関する要望書」をまと
めた 270）。具体的な要望事項は，次の 2点であ
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271)~273) NPOWEB(2010/4/26)｡
274) 連絡会によるこの要望は，当時，策定が最終

局面にあった NPO 法人会計基準を，改正さ
れる NPO 法の中に位置付けることを意味し
ていた。Ibid .。

275)~278) Ibid .。
279)~281) NPOWEB(2010/6/4)｡

282)~288) Ibid .(2010/6/21)｡

り，計 14項目にのぼった 271）。このうち，2009

年夏の衆院選マニフェストに向けた要望書から
の主な変更点は，下記の①～④の 4項目であっ
た 272）。
(1)市民の自発性に基づき活動する NPOの

社会貢献活動を支援し，より信頼性の高
い制度にするため，特定非営利活動促進
法（NPO法）の改正を行うこと。273）

①民間主体で 7月に策定される NPO法
人会計基準を NPO法に盛り込む 274）。

(2)支え合い，助け合いの地域コミュニティ
活動や国際援助活動などを活性化するた
め，認定 NPO法人制度の大幅な改正と
寄付税制の大幅な拡充を行うこと。275）

②米国のような「仮認定制度」を導入
し，NPO法人立ち上げを税制で支援す
る 276）。
③市民による「事後チェック」方式へ転
換し，認定 NPO法人の情報公開を強化
する 277）。
④所得税の寄付金控除制度において税額
控除方式（控除率：100％，一定の控除
上限額あり）を創設し，所得控除方式と
の選択制とする 278）。

（11）参院選マニフェストに関する各党への要
望

5月末までに，連絡会は，上述の 4月にまと
めた参議院選挙のマニフェスト向け「特定非営
利活動法人（NPO法人）制度に関する要望書」
を，与野党 8党に対しては所属国会議員を通じ
て，新党改革とたちあがれ日本に対しては党本
部を通じて，それぞれ提出した 279）。要望書を
受け取った議員と日程は下記の通りである。
①みんなの党の山内康一議員（5月 12日），

②社民党の阿部知子議員 （12日），③自民党の
塩崎恭久議員（13日），西村康稔議員（13日），
④新党日本の田中康夫議員（13日），⑤公明党
の加藤修一議員（14日），⑥民主党の岡田康裕
議員（20日），橋本博明議員（20日），細野豪
志議員（20日），⑦共産党の塩川鉄也議員（24

日），⑧国民新党の亀井亜紀子議員，⑨新党改
革の党本部，⑩たちあがれ日本の党本部である
280）。
シーズと連絡会は，引き続き，要望事項がマ
ニフェストに盛り込まれるよう働きかけたので
ある 281）。

Ⅳ　菅内閣発足から「寄付税制および NPO 法
改正」まで(第 5 期：2010 年 6 月～ 2011 年 6 月）

1. 政府（内閣，省庁）
（1） 菅内閣発足と「新しい公共」

6月 2日，鳩山前首相は，普天間基地移転問
題と政治とカネ問題を理由に，首相辞任を表明
した 282）。2日後の 4日，鳩山内閣は「新しい公
共」円卓会議の後の閣議において総辞職した
283）。これを受けて，同じ 4日，民主党代表選が
行われ，新しい代表に菅直人が選出され，衆参
両院の指名選挙において首相に選出された 284）。

6月 8日，菅内閣が発足した。組閣の結果，
鳩山内閣時に新設された「新しい公共」担当に
関しては，玄葉光一郎が内閣府特命担当大臣，
大島敦が内閣府副大臣，泉健太が内閣府大臣政
務官をそれぞれ担当することになった 285）。ま
た菅は，民主党内の政策調査会を復活させる方
針を示した 286）。玄葉は政調会長を兼務し，政
府と与党の政策決定一元化を維持しながら調整
も担うことになった 287）。また，国会の常任委
員会ごとに「部門会議」を設置し，中長期的な
課題を検討する「調査会」を新設し，政策議論
を行うことにした 288）。
今回の人事にともない，政府税制調査会や
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 年表 2　第 5 期　2010 年 6 月～ 2011 年 6 月

菅内閣発足から「寄付税制および NPO 法改正」まで

年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

2010 6月8日
菅内閣（民主党・国民新党
連立，社民党は離脱）が発
足する。

6月1日 NPO 議員連盟の幹事会が開
催される。

6月10日 NPO 議員連盟の総会が開催
される。

6月11日

菅首相が第 174 回通常国会
において，所信表明演説を
行う（鳩山前首相の所信表
明に比べ，NPO 等に関する
言及が激減する）。

6月14日

連絡会が内閣府の税制改
正要望の意見公募に応じ，
NPO 法人制度の税制改正に
関する要望書をまとめ，提
出する。

6月17日

菅首相が「当面の税率につ
いては 10％を参考にする」
と表明する。

①民主党が参院選マニフェ
ストに，｢早期に結論を得る
ことをめざして，消費税を含
む税制の抜本改革に関する
協議を超党派で開始します｣
と明記する。
② 公 明 党 が 参 院 選 向 け
manifesto2010 を発表する。

6月18日 政府が「新成長戦略」を閣
議決定する。

共産党が参院選公約を発表
する。

6月22日 政府が「地域主権戦略大綱」
を閣議決定する。

6月26日

連 絡 会 が 全 国 9 カ 所 で，
NPO 法・税制改正に関す
る地域学習会を開催する

（6/26 ～ 7/31，北海道，青森，
宮城，新潟，神奈川，大阪，
広島，福岡，熊本）。

6月29日
外務省が報告書のなかで，
NPO 税制改正の実現等を提
言する。

6月30日

6 月の中旬から下旬にかけ
て，各政党の参議院選挙向
けマニフェストが出揃う。
ほぼ全党のマニフェストに，
NPO 法・税制，寄付税制，
ボランティア，社会貢献活
動などに関する政策が盛り
込まれる。

7月11日
民主党が参議院選挙で大敗
し，｢強いねじれ｣ 国会が
出現する。

認定 NPO 法人申請件数が
累計で 500 件を突破する。

7月13日 経済同友会がソーシャルビ
ジネス育成を提言する。

経　済　学　研　究 67－1（58 58）

005_小島 廣光・平本 健太.indd   58 2017/06/07   14:49:42



7月20日
NPO 法人会計基準協議会が
｢NPO 法人会計基準｣ を発
表する。

7月22日

政府が「2011 年度予算の概
算要求組替え基準について
～総予算の組替えで元気な
日本を復活させる～」を閣
議決定する。

7月23日

内閣府が報告書「子ども・
若者ビジョン」のなかで，
NPO・寄付税制改正等を提
言する。

7月27日
政 府 が「2011 年 度 予 算 の
概算要求組替え基準につい
て」を閣議決定する。

7月28日
厚生労働省が NPO との協
働推進策として NPO への支
援税制や助成等を提言する。

8月6日

総務省の渡辺周副大臣・小
川淳也政務官，財務省の峰
崎直樹副大臣・古本伸一郎
政務官，内閣府の大島敦副
大臣が①新認定制度の法律
上の位置づけ，②認定事務
の移管先について，打合わ
せる。

8月25日

連絡会が 9 月16日にかけて，
NPO法人税制改正について，
民主党国会議員 48 名に対し
て要望活動を行う。

8月31日

内閣府が 2011 年度税制改
正に関する要望を，政府税
制調査会に提出する。

連絡会の地域学習会のアン
ケート結果がまとまる。①
税額控除，②仮認定，③新
PST に対して高い評価と期
待がみられる。

9月14日
菅直人が民主党代表選で，
対立候補の小沢一郎を破っ
て再選される。

9月17日 菅内閣（第 1 次改造，民主党・
国民新党連立）が発足する。

9月22日
連絡会が 10 月6日にかけて，
認定 NPO 法人制度改正に
向けた署名活動を開始する。

9月24日 NPO 議連打ち合わせ会が開
催される。

9月29日

鳩山由紀夫が民主党の政
策調査会に新たにできる 
｢新しい公共調査会｣ の会
長に決まる。

10月1日
菅首相が第 176 回国会にお
いて，所信表明演説を行い，

「新しい公共」に言及する。

10月6日

政府税制調査会が 6 月以来
の全体会合を開催し，2011
年度税制改正の議論を本格
化させる。
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

10月7日
辻元清美議員がシーズの関
口宏聡と面会する（NPO 改
正について）。

10月12日

民主党の内閣部門会議が
2011 年度税制改正に関する
ヒアリングを実施する。

①連絡会とシーズが左記の
民主党政調の内閣部門会議
で税制改正賛同署名を提出
するとともに，認定 NPO
法人制度や寄付税制の抜本
改正を要望する。②連絡会
とシーズが 10 月～ 12 月の
初めにかけて，他の政党に
対しても同様の要望を行
う。

10月19日

①民主党の内閣部門会議が
認定 NPO 法人制度や寄付
税制の改正を重点要望に盛
り込む。②民主党が政務三
役の超党派議員連盟の入会
を認める方針を決定する。

10月21日

連絡会が内閣府のインター
ネット公募に応じて，NPO
法人に関する税制の要望書
を提出する。

10月22日 新しい公共調査会の第 1 回
会合が開かれる。

10月26日 新しい公共調査会の会合が
開かれる。

10月27日 第 1 回 ｢新しい公共｣ 推進
会議が開催される。

10月28日 政府・与党の社会保障改革
検討本部が初会合を開く。

新しい公共調査会の打ち合
わせ会が開かれる。

10月29日

政府税制調査会の市民公益
税制 PT（座長は鈴木克昌
総務副大臣）が中間報告書
に示された改革の方向性を
踏まえ，具体的な制度設計
に関する議論を再開する。
以後，計 4 回の議論を行う。

10月30日
市民がつくる政策調査会等
が ｢『市民自治体』フォー
ラム｣ を開催する。

11月4日 新しい公共調査会の第 2 回
会合と役員会が開かれる。

11月8日

民主党政策調査会の税制改
正 PT（座長：中野寛成議員）
が寄付税制を 11 月末の主
要事項提言に盛り込むこと
を決定する。

11月9日

新しい公共調査会の役員会
が市民公益税制に関するヒ
ヤリングを松原明，駒崎弘
樹，鵜尾雅隆の 3 名に行う。

連絡会やシーズが全国から
の賛同署名を付した税制改
正要望書を，民主党の新し
い公共調査会のヒアリング
に際して提出する。
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11月11日
第 2 回 ｢新しい公共｣ 推進
会議が開催される。

シーズが寄付税制東京集
会「キーパーソンが語る！
NPO 税制改革」を開催する。

11月12日

｢新しい公共｣ 推進会議が
『政府の取組に対する「新
しい公共」推進会議からの
提案』をまとめ，発表する。

新しい公共調査会が ｢市民
公益税制に係る重点事項｣
をまとめる。

11月16日

政府税制調査会で査定原案
が示され，認定 NPO 法人制
度関連は主要項目として議論
されるとの判定が出る。

公明党が内閣部会・市民活
動委員会 NPO 局合同会議
を開催し，NPO 税制改正に
ついてヒアリングを行う。

11月17日

民主党の新しい公共調査会
が 2011 年度税制改正に向
けた NPO 関連税制の改正
要求案をまとめる（18 日の
政府税制調査会に提出）。

11月18日

市民公益税制 PT が開かれ
る。

一般社団・財団法人の新設
が 2010 年 6 月 で，5000 法
人を突破する（シーズの法
務省への情報開示請求によ
る）。

11月19日 NPO 議連の発起人会が開か
れる。

シーズが公明党に対して，NPO
税制改正の要望を行う。

11月20日
｢新しい公共｣ 推進会議の
初会合が開催され，寄付税
制・予算が提案される。

民主党の企業団体委員会が
NPO から予算ヒアリングを
行う。

11月22日
日本 NPO センター等が「市
民セクター全国会議 2010」
を開催する（22 日，23 日）。

11月24日 市民公益税制ＰＴで報告書
の取りまとめが行われる。

新しい公共調査会の役員会
が開かれる。

11月29日
シーズがみんなの党の山内
康一議員に，NPO 税制改正
について要望する。

12月1日

政府税制調査会において，
市民公益税制 PT が最終報
告書を報告・公表する。

NPO 議員連盟の総会が開
催され，新体制が再始動し，
政府に NPO 法・税制改正
を提言することを決定す
る。

連 絡 会 が NPO 施 行 12 周
年 記 念イベ ント「2011 年，
NPO 法・ 税 制 大 改 革！～
超 党 派 の NPO 議 員 連 盟
＆ NPO/NGO 連 絡 会 が 動
く！！～」を開催するとともに，
NPO 議連に対して ｢特定非
営利活動促進法の改正に関
する要望書｣ を提出する。

12月2日

① シーズが政府税制調査会
の市民公益税制ＰＴ報告書
を評価する声明を出す。
②シーズが自民党松波健太
議員に，NPO 税制改正の要
望書と併せて，賛同署名簿
を提出する（国民新党，社
民党，共産党，たちあがれ
日本など，他党にも順次提
出）。
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

12月3日

公法協が ｢市民公益税制
ＰＴ報告書｣ についての 
｢要望｣ を内閣府，政府税
制調査会，民主党税制改正
ＰＴなどに提出する。

12月7日

政府税制調査会において，
民公益税制 PT の最終報告
書の内容を 2011 年度税制
改正大綱に盛り込むこと
が，確認される。

NPO 議員連盟が，菅首相に
対して，NPO 法改正に関す
る要望書を提出する。

12月8日

｢新しい公共｣ 推進会議の
下に ｢政府と市民セクター
等との公契約等の在り方等
に関する専門調査会（専門
調査会）｣ が設置され，初
会合が持たれる。

新公益法人制度の利用状況
は進んでないことが判明す
る（移行完了 3％）。

12月10日
政府税制調査会が 2011 年
度税制改正大綱を決定す
る。

12月13日 第 3 回 ｢新しい公共｣ 推進
会議が開催される。

12月14日
政府が社会保障改革と税制
改革の具体案を ｢2011 年半
ばまでに｣ と閣議決定する。

12月16日

①政府が ｢2011 年度税制改
正大綱｣ を閣議決定する。
②政府が ｢2011 年度予算編
成の基本方針｣ を閣議決定
する。

12月21日

①加藤紘一議員，中谷元議
員，辻元清美議員が菅首相
に対して，「税制改正は政
府がやらざるをえないけれ
ど，それと連動する NPO
法改正は，政府から切り離
して超党派の議員連盟にや
らしてほしい」と直談判し，
了承をとる。②新しい公共
調査会の会合が開かれる。

12月22日

①東京都が全国知事会で，
「国の認定 NPO 法人に関す
る制度改正」に対して緊急
提案を行う。②公法協等の
6 団体が ｢2011 年度税制改
正大綱｣ の ｢公益法人に対
する寄付金の税額控除｣ に
関する要望を内閣府に提出
する。

12月24日

政府が 2011 年度政府予算
案を閣議決定する（一般会
計の総額は，92 兆 4,116 億
円）。

「NPO 法人会計基準 完全収
録版」が刊行される。

12月27日
シーズが 2011 年度税制改
正大綱の閣議決定を受け緊
急報告会を開く。
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12月28日

政府が「アクション・プラ
ン」を閣議決定する。その
ための仕組みとして，地域
主権戦略会議の下に「アク
ション・プラン」推進委員
会を設置する。

公明党が「新しい福祉社会
ビジョン」で，NPO 支援を
公表する。

2011 1月4日

菅首相が年頭記者会見で，
｢社会保障に必要な財源を
確保するために，消費税を
含む税制改革について超党
派協議を開始し，6 月頃を
目途にして方向性を示した
い｣ と発言する。

1月5日
野田財務相が財務省職員の
年頭挨拶で，消費税増税に
｢政治声明｣ と言明する。

1月14日

菅内閣（第 2 次改造，民主・
国民新党連立）が発足し，
与謝野馨が経済財政政策担
当兼社会保障・税一体改革
担当大臣になる。

新しい公共調査会の役員会
が開かれる。

1月21日
日本初の『寄付白書 2010』
が発行される（2009 年の日
本の寄付総額は約 1 兆円）。

1月23日

逢坂誠二総務大臣政務官が
山田啓二全国知事会会長

（京都府知事）と，NPO の
新認定制度について意見交
換を行う。

1月24日

①第 177 通常国会が始まる。
②辻元清美議員が衆議院
法制局の橘幸信に対して，

「NPO 法改正を議員立法と
して行う」旨を伝える。

1月25日

①政府が「所得税法等の一
部を改正する法律案」を予
算関連法案として国会に提
出する。②第 4 回「新しい
公共」推進会議が開催され
る。

シーズが「NPO 法改正に関
するお願い」を発表する。

1月26日

自民党の総務部会が開催さ
れる（市民公益税制に関し
て，出席者から批判的な意
見が出される）。

1月27日
「新しい公共市民キャビネッ
ト」1 周年記念イベントが開
催される。

1月28日

政府が「地方税等の一部を
改正する法律案」を予算関
連法案として国会に提出す
る。

①新しい公共調査会のコア
メンバーが NPO 法改正に
ついて打ち合わせ会を開
き，NPO 法改正部分は議
員立法で行くことを確認す
る。② NPO 議連の役員会
が開かれる。

1月29日
神奈川県が「寄付税制の拡
充に向けたパネル討論会」
を開催する。
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

2月1日

①新しい公共調査会，衆議
院法制局，内閣府が，NPO
法改正案について，意見の
すり合わせを行う。②「新
しい公共」が自民党内閣部
会・総務部会合同会議で，
議論される。

2月3日

内閣府が「新しい公共支援
事業の実施に関するガイド
ライン」を公表する。

①新しい公共調査会役員会
が開かれる。② NPO 議連
の役員による勉強会が開か
れる。

2月5日
「社会保障改革に関する集
中検討会議」の初会合が開
かれる。

2月8日 新しい公共調査会の勉強会
が開かれる。

2月9日 新しい公共調査会の勉強会
が開かれる。

2月10日
辻元清美議員が衆議院法制
局の橘幸信とシーズの松原
明に面談する。

2月14日
民主党の新しい公共推進本
部と新しい公共調査会の合
同総会が開かれる。

2月15日

① NPO 議 連 が NPO 税 制
部分を分割して審議すべき
旨を表明する。②新しい公
共調査会の勉強会が開かれ
る。③この時期，「菅政権
の寿命は 3 月末である」す
なわち，3 月中の衆議院解
散がささやかれる。

連絡会が「新寄付税制＆
NPO 法改正を求める 2・15
緊急院内集会」を開催する。

2月17日

山田啓二全国知事会長が逢
坂誠二政務官に「NPO 新認
定制度に係る要求事項」を
提出する。

2月18日

辻元清美議員，衆議院法制
局の橘幸信，岸本周平議員，
シーズの松原明他が NPO 法
改正について打ち合わせる。

2月21日 辻元清美議員が衆議院法制
局の橘幸信に面談する。

2月22日

①辻元清美議員，衆議院法
制局，内閣府，岸本周平議
員，逢坂誠二政務官による
NPO 法改正の立法作業が行
われる。②新しい公共調査
会の勉強会が開かれる。③
民主党が小沢一郎元代表の
党員資格を停止する。

2月23日

シーズが NPO 議連に対し
て「NPO 法改正案の論点
に関する意見」を提出する。
論点は監督規定に関するも
のである。
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2月24日

①新しい公共調査会の勉強
会が開かれる。②岸本周平
議員・辻元清美議員と NPO
会計基準専門家との懇談が
行われる。

シーズが NPO 議連に対し
て，「NPO 法改正案の論点
に関する意見（その 2）」を
提出する。論点は監督規定
に関するものである。

2月26日

①全国知事会が「NPO 法
人新認証制度の協議に係る
要請」を決定し，内閣府に
提出する。②この全国知事
会において，未定稿ながら

「NPO 法改正案の骨子案」
が発表される。

3月1日

①新しい公共調査会の役員
会が開かれる。②民主党の
新しい公共推進本部（鳩山
由紀夫本部長）が「新しい
公共推進シンポジウム」を
開催する。

3月2日

辻元清美議員，岸本周平議
員，衆議院法制局の橘幸信
が NPO 法改正について打
ち合わせる。

3月3日
新しい公共調査会の勉強会
が開かれ，公認会計士への
ヒアリングが行われる。

3月8日

NPO 法人新認証制度に関す
る4 者協議（山田全国知事
会長，東京都担当者，岸本議
員，辻元議員）が開かれる。

3月11日

①政府が初の原子力緊急事
態を宣言する。②翌日の「社
会保障改革に関する集中検
討会議」が中止になる。

東日本大震災の発生直前に
行われた NPO 議連の役員
会の会合において，NPO 法
改正案の条文化作業が大詰
めをむかえ，4 者協議を踏
まえて修正された法律案の
骨子がまとめられる。

東日本大震災(M=9.0，死
者 15,848 名， 不 明 者 3,305
名)が発生する。

3月12日 福島第一原発・1 号機で，
水素爆発が発生する。

3月13日
辻元清美議員の災害ボラン
ティア担当首相補佐官任命
が決定される。

3月15日 財務省が NPO 支援募金を
指定寄付金に指定する。

3月16日 政府が「震災ボランティア
連携室」を設置する。

3月17日
政府が被災者生活支援特別
対策本部の設置を決定す
る。

3月19日

「各党・政府震災対策合同
会議（実務者会合）」が 3
月 19 日以降，ほぼ毎日開
催される。

3月20日
「NPO 法 人 会 計 基 準[ 完
全収 録 版]」が第 9 回日本
NPO 学会優秀賞を受賞する。
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

3月22日

東日本大震災に関する支援
情報等をまとめた民間サイ
ト ｢助けあいジャパン｣ が
開設される。

3月23日

連絡会が「認定 NPO 法人
制度に関する緊急要望書」
をまとめ，政府や NPO 議
連参加議員へ提出する。

3月26日 大阪 NPO センターが震災
支援集会を開く。

3月30日

各党が東日本大震災の復興
への寄付税制等を政府に提
案する。

「東日本大震災支援全国ネット
ワーク」（ＪＣＮ）の設立総会
が開催される（4 月7日には
政府との連絡会が持たれる）。

3月31日

①議員立法で，「つなぎ法」
が提出され，成立する（3 月
31 日公 布・4 月 1 日施 行 ）。
②修正された NPO 法案の骨
子案が，京都府，東京都，神
奈川県に内 に々提示される。

4月1日

地 域 主 権 戦 略 大 綱
（2010/6/22 閣議決定）にも
とづいて，2011 年度から都
道府県に「地域自主戦略交
付金の創設」等が導入され
る。

連絡会が「東日本大震災の
救援・復興支援に向けた
NPO 法・税制等に関する緊
急要望書」をまとめ，政府
や NPO 議連の議員への要
望活動を開始する。

4月7日
「社会保障改革に関する集
中検討会議」が再開される。

京都府等から，国税庁との
連携の強化等を要望する意
見が提出される。

4月8日

｢『新しい公共』の観点から
の震災対応のあり方につい
て｣ をメインテーマに，第
5 回「新しい公共」推進会
議が開催される。

①新しい公共調査会の会合
が開かれる。②「3 月 11 日
骨子案で全国知事会と最終
的な協議に入りたい」旨が
京都府等に伝達される。

4月13日

政府税制調査会が 2011 年度
第 1 回会合を開催し，被災者
支援・復興税制について議論し，
寄付税制拡充を決定する。

JCN の主催で，「第 1 回震
災ボランティア・NPO 等と
各省庁との定例連絡会議」
が開催される。

4月15日
公法協が，税額控除や PG
信託の早期実現を，民主党，
自民党，公明党に要望する。

4月19日 政府は ｢東日本大震災特例税
制 2 法案｣ を国会に提出する。

認定 NPO 法人が制度 9 年半
を経て 200 法人を突破する。

4月21日
NPO 議連の勉強会が開かれ
3 月11日の骨子案が了承され，
同案を全国知事会に提示する。

4月22日

｢新しい公共｣推進会議の下
に，｢震災支援制度等ワーキ
ング・グループ（震災WG）｣
が設置され，第1回会合が開
催される（第2回：4月28日，
第3回：5月13日，第4回：5月
20日，第5回：5月31日，第6
回：6月14日，「新しい公共」
推進会議との合同会議）。

シーズの松原明が主査とし
て左記のワーキング・グ
ループに参加する。
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4月27日

｢東日本大震災特例税制 2 法
案｣ が国会で成立する。これ
により，認定 NPO 法人の復
興活動への寄付については ,
税額控除が認められる。

4月28日 地域主権改革第 1 次一括法
案が国会で成立する。

4月29日

民主党，自民党，公明党の
三党政調会長が ｢社会保障
改革と税制改革の一体的検
討は必須の課題｣ とした合
意文書を結ぶ。

5月2日
地域主権改革第 1 次一括法
が公布される。

東日本大震災の復旧費を計
上した 2011 年度第 1 次補
正予算が国会で成立する。

全国知事会から，国税庁と
の連携の強化等を要望する
意見が提出される。

5月12日

① NPO 議連の打ち合わせ
会が開かれる。②新しい公
共調査会の総会が開かれ
る。

5月16日 辻元清美議員が衆議院法制
局の橘幸信と面談する。

全国知事会が内閣府より骨
子案の修正案を受け取る。

5月18日
辻元清美議員が内閣府 NPO
認定制度特命室の担当者と
面談する。

5月20日
NPO 議 連 の 役 員 会 で，
NPO 法改正案の成案が得ら
れる。

5月23日

全国知事会が「NPO 法人新
認定制度ついて」の申し入
れを NPO 議連や内閣府等
に対して行う。

5月24日

内閣府で，「特定非営利活
動法人の会計の明確化に関
する研究会」の第 1 回会合
が開催される（2011 年 11
月 22 日に報告書を発表）。

野党の反対で成立の見通し
が立たない 2011 年度税制改
正法案について，民主党が自
民党・公明党との修正協議に
入ることを，税制改正 PT の
会合で確認する。

全国知事会が内閣府や NPO
議連等に対して，「NPO 法
人新認定制度について」の
申し入れを行う。

5月25日

① NPO 議連が右記の「緊
急院内集会」で，NPO 法改
正案の要綱案を初めて公表
する。②民主党の新しい公
共調査会が開催される。

連絡会が ｢今国会で新寄付
税制＆ NPO 法改正の実現
を！　5・25 緊急院内集会｣
を開催する。

5月31日

「新しい公共」推進会議の
非公式会合が開催される。

①民主党の内閣部門会議が
開かれ，NPO 法改正案の説
明・質疑が行われる。②自民
党の総務会が開かれ，NPO
改正案の説明・質疑・承認
が行われる。これにより，NPO
法改正案に関する各党の了
承手続きが完了する。

全国知事会で，東京都から
「NPO 法改正について，しっ
かりした制度設計を国に申
し入れるよう」発言がある

（新規論点はなし）。

6月1日

①自民党・公明党・たちあ
がれ日本の 3 党が菅内閣不
信任決議案を国会に提出す
る。②辻元清美議員が内閣
府 NPO 認定制度特命室の
担当者と面談する。
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年 月日 政府（内閣・省庁） 議員・国会 市民団体等

6月2日

「社会保障改革に関する集
中検討会議」で，｢2015 年
度までに消費税率 10％｣の
原案が提示される。

①衆議院本会議において，
野党 3 党の提出した菅内閣
不信任決議案が賛成 152 票，
反対 293 票，欠席・棄権 33
票で否決される。②菅首相
が民主党代議士会で辞任を
示唆する。

6月3日

政府・与党社会保障改革検
討本部の下に設置された

｢成案決定会合｣が開催さ
れる。

6月6日 衆議院法制局が NPO 法改
正案を完成させる。

6月7日

自民党国対正副委員長会議
で，「NPO 法改正案につい
ては，超党派の NPO 議員
連盟でつくられたものだか
ら，内閣委員会を動かすこ
とは差し支えない」という
方針が確認される。

6月8日

① NPO 法改正案が衆議院
内閣委員会において提案さ
れ，全会一致で可決される。
②民主党，自民党，公明党
の政調会長と幹事長が「税
整備法案と税整備地法案の
2 法案を提出する」との合
意に署名をして，確認する。

6月9日

NPO 法改正案が衆議院本会
議において全会一致により
可決され，同日，参議院に
送付される。

6月10日
政府が税制整備法案と税制
整備地法案の 2 法案を閣議
決定し，国会へ提出する。

6月13日

税整備法案が衆議院財務金
融委員会に，税整備地法案
が衆議院総務委員会に，そ
れぞれ負託される。

6月14日

「新しい公共」推進会議・
震災支援制度等ワーキン
グ・グループ合同会議が開
催される。

① NPO 法改正案が参議院
内閣委員会において，全会
派の賛成により可決される。
6 項目の付帯決議が可決さ
れる。②新しい公共推進会
議が開かれる。

6月15日

① NPO 法改正案が参議院
本会議で全会一致により可
決， 成 立 する（22 日公 布，
2012 年 4 月 1 日施行）。②
税整備法案が衆議院財務金
融委員会において賛成多数
で可決される。③税整備地
法案が衆議院総務委員会に
おいて賛成多数で可決され
る。5 項目の付帯決議が賛
成多数で可決される。

① NPO 法改正案成立記者
会見が行われる。②連絡会
が NPO 法改正案の国会成
立を歓迎する声明を発表す
る。
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6月16日

税整備法案と税整備地法案
が衆議院本会議において賛
成多数で可決される。両法
案は参議院へ送付される。

6月20日
復興庁の設置などを盛り込
んだ復興基本法が国会で成
立する。

6月21日

税整備法案が参議院財政金
融委員会において，税整備
地法案が参議院総務委員会
において，それぞれ賛成多
数で可決される。

6月22日

NPO 法改正案が公布され
る。

①税制整備法案と税制整備
地法案の 2 法案が参議院本
会議で賛成多数で可決，成
立する（税制整備法案の公
布日と施行日は 6 月 30 日，
税制整備地法案の公布日は
6 月 30 日， 施 行 日 は 2012
年 1 月 1 日施行）。②第 177
通常国会が終了する。

シーズが声明 ｢新寄付税制
の法案成立を歓迎！｣ を発
表する。

6月30日

①税制整備法案が公布・施
行される。②税制整備地法
案が公布される。③成案決
定会合が ｢2010 年代半ばま
でに段階的に消費税率 10％｣
を記した「成案｣ をまとめる。

7月1日

消費増税への民主党内の反
発が強く，政府は ｢社会保
障・税一体改革成案｣ を閣
議決定ではなく，閣議報告
する。

7月20日 第 7 回「新しい公共」推進
会議が開催される。

8月26日

菅首相が退陣を表明する。 ①地域主権改革第 2 次一括
法案が国会で成立する。
②菅首相の退陣条件である
再生可能エネルギー特別措
置法等が国会で成立する。

8月29日
消費増税を掲げる野田佳彦
が民主党新代表に選出され
る。

8月30日 地域主権改革第 2 次一括法
が公布される。
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289),290)　NPOWEB(2010/6/4)｡
291) 特定非営利活動法人制度研究会（2013），195頁。
292)~296) NPOWEB(2010/7/12)｡

297) http://www.kantei.go.jp/jp/kan/statement/
 201006/11syosin.html（2016/6/25 確認）
298) 逢坂誠二は，「国と地方の協議の場に関する

法案」が国会で成立したことについて，次の
ように述べている。｢何故そんなことができ
たのか｣ ｢それは政治主導を掲げた鳩山総理
が，内閣を成立させると直ちに事務次官会議
を廃止したからである｣。逢坂（2012），60 頁。

299) Ibid .,125-141 頁。
300)~302) NPOWEB(2010/8/18)｡

税制調査会内の市民公益税制 PTも変更となっ
た。政府税制調査会の会長には，新たに野田佳
彦財務大臣が就任した 289）。NPO・寄付税制を
議論する市民公益税制 PTの活動は，約半年間，
中断されていた。再発足後の PTの新メンバー
は，座長の鈴木克昌総務副大臣，逢坂誠二総務
大臣政務官，五十嵐文彦財務副大臣，尾立源幸
財務政務官の 4人であった 290）。なお，逢坂は，
内閣府の市民活動の促進を担当することになっ
たため，大島の後任も兼ねることになった 291）。

（2）新成長戦略の閣議決定　
6月 18日，政府は「新成長戦略」を閣議決定し，
公表した 292）。菅内閣発足後，鳩山内閣の下で
推進された「新しい公共」や NPO・寄付税制
改正がどう扱われていくのか注目されていた
293）。今回の「新成長戦略」には，認定 NPO法
人制度改正および寄付税制拡充が盛り込まれて
いた。スケジュールを記した工程表においても，
2011年度税制改正での実現が明記されていた
294）。「新しい公共」円卓会議の提案の実現，社
会的責任円卓会議を通じた協働の推進，NPO

を支える金融制度の拡充なども盛り込まれてお
り 295），全体として，鳩山内閣での取り組みが
引き継がれることになった 296）。

（3）鳩山内閣を踏襲した菅内閣の地域主権改
革
菅首相は，就任直後の 6月 11日の第 174回

通常国会の所信表明演説において，次のように
述べた。
「地域主権の確立を進めます。中央集権型の
画一的な行政では，多様な地域に沿った政策の
実現に限界があります。住民参加による行政を
実現するためには，地域主権の徹底が不可欠で
す。『総論の段階』から『各論の段階』に進む
時が来ています。地方の皆さまと膝をつきあわ
せ，各地の要望を踏まえ，権限や財源の移譲を

丁寧に進めていきます。その上で，特区制度も
活用しつつ，各行政分野で地域ごとに具体的な
結論を出していきます 297）」。

6月 22日，菅は，鳩山内閣で議論されたこ
とを ｢地域主権戦略大綱｣ としてまとめ上げ，
閣議決定した。以後，彼は，この ｢地域主権戦
略大綱｣ の法案化を政治主導で積極的に推進し
た。

12月 28日，菅は，｢アクション・プラン―
出先機関の原則廃止に向けて―｣ を閣議決定し
た。翌 2011年の 4月 28日，地域主権改革第１
次一括法案，すなわち，①国と地方の協議の場
に関する法案 298），②義務付け・枠付けの見直
しに関する法案，③地方自治一部改正法案の
3法案が国会で成立した，さらに，8月 26日，
地域主権改革第 2次一括法案，すなわち，④基
礎自治体への権限委譲法案，⑤義務付け・枠付
けの見直しと条例制定権の拡大に関する法案の
2つが国会で成立した。当日，菅は退陣を表明
した 299）。

（4）ODA 改革としての NGO との連携強化
民主党は，衆議院選挙のマニフェストにおい
てNGOの役割を重視していた 300）。2010年２月，
こうした流れのなかで，岡田克也外務大臣の指
示で外務省内に設けられたタスクフォースが，
ODAのあり方について検討を開始した 301)。

6月 29日，タスクフォースは，検討の最終
とりまとめとして報告書「開かれた国益の増進」
を発表した。そのなかで，NGOとの連携強化
策として①人材交流，②財政基盤強化支援，③
NPO税制改正の実現などを主張した 302）。
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303)~305) Ibid .(2010/8/6)｡
306)~313) Ibid .(2010/8/31)｡

314) 『朝日新聞』（2010/9/17 夕刊）。
315)~319) NPOWEB(2010/10/28)｡
320) 辻元清美活動ブログ（2010/10/28）。

（5）報告書「子ども・若者ビジョン」の発表
4月から子ども・若者育成推進支援法が施行

された。同法にもとづき，内閣総理大臣を本部
長とする子ども・若者育成支援推進本部が内閣
府内に設置され，子ども・若者育成支援推進大
綱に関する議論が開始された 303）。

7月 23日，内閣府は，報告書「『子ども・若
者ビジョン』～子ども，若者の成長を応援し，
一人ひとりを包摂する社会を目指して～」をと
りまとめ，発表した 304）。この報告書においては，
① NPO・寄付税制改正による支援，②社会形成・
社会参加に関する教育の推進などが主張されて
いた 305）。

（6）内閣府・文科省・厚労省による税額控除・
仮認定・新 PST の要望

2009年 8月の政権交代後，税制改正の流れ
が変更された。各省庁は，税制改正要望を 8

月末までにとりまとめ，政府税制調査会へ提
出することになっていた 306）。上述のように，
NPO・寄付税制改正に関しては，政府税制調
査会の下に設けられた市民公益税制 PTが，4

月に中間報告をまとめ，発表していた 307）。こ
の中間報告では，制度創設以来となる抜本的改
正の方向性が示されていた 308）。

8月 31日，内閣府は 2011年度税制改正要望
を発表した。今回の税制改正要望では，内閣府
は「市民活動の推進等」に関して，認定 NPO

法人制度と寄付税制の改正を要望していた 309）。
具体的には，①寄付金税額控除方式の導入，②
「仮認定制度」の導入，③新しいパブリック・
サポート・テスト（PST）の導入などが要望さ
れていた 310）。また，公益社団・財団法人に関
しても，④寄付金税額控除方式の導入が盛り込
まれていた 311）。
他にも，文部科学省が学校法人に関して，他

方，厚生労働省が社会福祉法人に関して，それ

ぞれ同様の要望を行っていた 312）。なお，認定
NPO法人制度改正部分については，外務省と
環境省の共同要望となっていた 313）。

（7）菅内閣（1 次改造）の発足
9月 14日，後述するように，民主党代表選
挙が行われ，菅首相が小沢一郎議員を破って再
選された。この再選を受けて，菅は民主党執行
部の人事も含めて刷新するために，民主党連立
政権としては初となる内閣改造を行った。17

日，改造内閣は正式に発足した。その際，党役
員に関しては，岡田克也が幹事長に，玄葉光一
郎が政策調査会長にそれぞれ就任した 314）。

（8）「新しい公共」推進会議初会合における税
制議論

10月 27日，「新しい公共」推進会議の初会
合が開催された 315）。「新しい公共」推進会議は，
6月に「新しい公共」宣言をまとめた「新しい
公共」円卓会議の後継組織であり，円卓会議が
まとめた提案や政府側の取り組みなどに関し
てフォローする目的で，内閣官房に設置された
316）。「新しい公共」推進会議は，円卓会議同様
に，首相の私的懇談会という位置付けであった。
首相をはじめ内閣官房長官や内閣府「新しい公
共」担当大臣ら政府関係者も出席することに
なった 317）。メンバーは NPO関係者を中心にし
た 20名であり，円卓会議と比較すると，NPO

関係者が大幅に増加した 318）。座長には，円卓
会議と同様，金子郁容慶應義塾大学教授が選ば
れた 319）。
会議における配付資料は原則として内閣府
ホームページで公開され，インターネット配信
による中継も行われることになった。議事録も
後日配付されることになった 320）。
第 1回会合では，政府関係者の挨拶の後，多
くの委員が，市民公益税制（NPO・寄付税制）
改正に関して，積極的な推進を支持する発言を
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321),322) NPOWEB(2010/10/28)｡
323) Ibid .（2010/11/19）。
324) Ibid .仙石由人官房長官も最後に「実現に

向けて思いを共有した。不退転の決意であ
たる」と発言した。辻元清美活動ブログ
（2010/11/11）。

325)~329) NPOWEB(2010/11/19)｡

330),331)Ibid .(2010/12/13)｡
332) 「新しい公共」推進会議「政府と市民セクター

等との公契約等のあり方等に関する専門調査
会」「政府と市民セクターとの関係のあり方
等に関する報告」（2011 年 7 月），1 頁。

333) 辻元（2013），54-55 頁。
334) 原田・成（2011），99 頁（早瀬昇への原田・

成による聴取調査，2011 年 8 月 9 日）。

行った 321）。これらの意見にもとづき，第 2回
以降の会合においては，2011年度予算・税制
が議題されることになった 322）。

（9）「新しい公共」推進会議による寄付税制と
予算の提案

11月 11日，推進会議は第 2回目となる会合
を開催し，税制と予算に関して，政府に向け
た提案を取りまとめるための議論を行った 323）。
この第 2回会合でも，第 1回同様に，寄付税制
の実現に関して積極的な委員が多数を占め，各
委員はいずれも，具体的な要件に関して，要望
や早期の実現を求める厳しい意見などを述べた
324）。最終的に，金子郁容座長がこれらの意見も
参考にして，今回の提案のとりまとめを行った
325）。

11月 12日，「新しい公共」推進会議は，『政
府の取組に対する「新しい公共」推進会議から
の提案』をまとめ，発表した 326)。提案は，税
制と予算など政府の新しい公共に関する取り組
みに関して，推進会議としての意見をまとめた
ものである 327）。
公表された提案では，税制と予算に関して，

推進会議からの要望が述べられていた。具体的
には，税制部分では，①税額控除の導入，②新
しいパブリック・サポート・テストの導入，③
各種特例の延長，④情報開示の徹底，⑤地域主
導の税制の導入，⑥「仮認定」制度の導入，⑦
信託を活用した寄付の促進などが盛り込まれて
いた 328）。他方，予算部分では，「原則 1：担い
手の自立を支援する」，「原則 2：多様な担い手
の参画を促進する」，「原則 3：担い手からの企
画，提案を活かす」の 3つの原則が提案されて
いた 329）。

（10）｢新しい公共｣ 専門調査会初会合の開催
12月 8日，「新しい公共」推進会議の下に設

けられた「政府と市民セクター等との公契約等
のあり方等に関する専門調査会」の初会合が開
催された 330）。メンバーは，NPO関係者，学識
経験者，行政職員，専門家など 10名であり，シー
ズの松原明が座長に就任した 331）。この専門調
査会は，①「新しい公共」と行政の関係のあり
方（日本版コンパクトなど），②「新しい公共」
を支える法人制度のあり方，③ NPO等の活動
基盤整備を通じた透明性・信頼性向上の仕組み
のあり方などを調査・審議し，翌 2011年の 7月，
政府と市民セクターとの公契約のあり方に焦点
をあてた提言を取りまとめた 332）。
鳩山内閣時の ｢新しい公共｣ 円卓会議に関し
ても当てはまるが，今回の ｢新しい公共｣ 推進
会議に関して，辻元清美議員，大阪ボランティ
ア協会の早瀬昇および衆議院法制局の橘幸信
は，それぞれ次のように述べている。

「新しい公共」推進会議のメンバーは長年 NPO活動や各
種ボランティアを続けてきた現場の人たちで構成されていま
す。そこに総理大臣，官房長官，官房副長官をはじめ関係省
庁の副大臣が毎回出席して会議が開かれていました。私もメ
ンバーでした。いままでは官邸の外で要望を訴えていた人た
ちが，総理と一緒に官邸の中で政策立案をするようになった
のです。自民党政権時代は，NPOといえば ｢文句を言う団
体だ｣ と遠ざけられることが多く，こんな政策決定のプロセ
スは，政権交代前は考えられなかった光景です 333）。

例えば，｢新しい公共｣ 推進会議メンバーだった，大阪ボ
ランティア協会の早瀬昇は，会議の場で寄付税制などを求め
る意見書を何度も提出している 334）。彼は次のように述べて
いる。推進会議の委員だったのは有効で，大臣とか官房長官
とかが出ているので，彼らに直接話せたのはよかったですね。
そのときは，僕はスポークスマンですよ。（シーズの）松原
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349) 逢坂誠二への筆者らによる聴取調査（2016/8/2）。

335) 原田・成（2011），99 頁。
336) 「このあたりは，『世界』の昨(2011)年 11

月号・12 月号に朝日新聞の秋山訓子さんが
レポートしている」。衆議院法制局の橘幸信
の筆者らへの私信（2012/1/26）。なお，橘幸
信は，NPO 法の制定は，｢議会制民主主義の
中において，議員立法が，ときとして『市民
立法』という形で国民（市民）の政策形成へ
の関与を可能にするものとして機能し得るこ
とを示した数少ない事例｣ であると指摘して
いる。橘（2002），21-22 頁。

337),338) NPOWEB(2010/11/17)｡
339) 「菅政権下では，旧民主党税調に近い組織と

して，政調内に『税制改正プロジェクト・チー
ム（税制改正 PT）』を設置。党側でも税制改
正に関する議論を行い，政府税調へ提言を行
うことで，政府・与党間の調整を図る仕組み
を整えた。既に税制改正 PTは，11月 8日に『租
税特別措置・税負担軽減措置等にかかる重点
要望』をとりまとめている」。Ibid .。

340)~348) Ibid｡

くんたちと ｢こう発言しよう｣ と事前に打ち合わせをして。
あのメンバーになれていたのは有利だったですね 335）。

私どもが知る限り，一貫して，政策形成にに関与したのは，
シーズの松原さんたちであり，NPO制定時のようなロビー
活動とは異なり，今回は，｢『新しい公共』円卓会議｣ など政
権内部にも深く入り込み，その主張を展開していったように
見受けられる 336）。

（11）政府税調における査定原案（0 次査定）
の発表
菅改造内閣発足後の 10月 6日，政府税制調
査会は， 6月以来の全体会合を開催し，2011年
度度税制改正の議論を本格化させた 337）。なお
NPO・寄付税制関連に関しては，市民公益税
制 PTにおいて検討が進められることになって
いた 338）。

11月 16日，政府税制調査会は，2010年度第
10回目となる全体会合を開催 339）した。当日は，
査定側の財務省・総務省から，各省の 2011年
度税制改正要望に対する査定原案（0次査定）
が示された 340）。注目の認定 NPO法人制度関連
については，市民公益税制 PTにおいて検討が
進んでいることもあってか，昨年同様「主要項
目として議論する」との判定であった 341）。
査定原案（0次査定）は，各省の要望を認め

るか，認めないかに関する 2010年度初の判定
であった 342）。この 0次査定をたたき台に，要
望側と査定側の折衝が始まった 343）。

2010年度の 0次査定では，各要望項目に対
して，以下の 8段階の判断がなされた 344）。
A：認める（法案の提出等を前提とするものを
含む），B：要望内容（要件等）の見直しが適
切にできれば，認められる，C：要望内容の抜
本的見直しができなければ，認められない，D：
認められない，E：要望内容や要望の前提とな
る制度等が未確定であるもの，F：要望府省が，
要望を取り下げたもの，G：24年度以降の検
討課題とするもの，P：判断を保留するもの，
―：「主要事項」の中で取り上げるもの等であ
る 345）。
内閣府が要望した NPO法人税制改正につい

ては，「―：『主要事項』の中で取り上げるもの」
との判断であった。市民公益税制 PTでの議論
と合わせて，後日，全体会合においても議題に
取り上げられることになった 346）。
他の NPO・寄付税制関連については，要望
の半数以上が認められないと判定されており，
要望側にとって厳しい判断となった 347）。寄付
税制についても，軒並み C／ D判定となり，
実現には相当な交渉が求められるものであった
348）。
この査定原案（0次査定）が発表された当時

総務大臣政務官であった逢坂誠二議員は，菅首
相に関して次のように述べている。

菅首相の気持ちは，秋頃に入ると変化してしまった。菅さ
んの気持ちは，消費税と TPPに傾いていったように思って
います。そうなると，この新しい公共とか，あるいは地域主
権改革とかは，実は菅さんの頭にはなかったのですね。それ
で，たぶん査定も，こんなことになってしまった。だからそ
の当時，鳩山内閣で，これをやっていた事務方も政治家の一
部も，「えー！」と，「なぜ？」と。あんなに大変なことを押
し上げたのに。要するに，税額控除まで勝ち取ったというこ
との凄さを分かっていなかったのだと思いますね 349）｣。
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350)~352) 市民公益税制 PT 『市民公益税制 PT 報
告書』 (2010/12/1),2 頁｡

353) 逢 坂 誠 二 へ の 筆 者 ら に よ る 聴 取 調 査
（2016/8/2）。

354) 市民公益税制 PT『市民公益税制 PT　報告書』
（2010/12/1），2 頁。

355)~357) 2010年第 15回税制調査会（2010/12/1）の
「会議資料」，『市民公益税制 PT報告書の概要』
(http://www.cao.go.jp/zei-cho/history/2009- 
2012/gijiroku/zeicho/2010/22zen15kai.html)
(2016/3/31 確認 )｡

358) 市民公益税制 PT（2011/12/1）『市民公益税
制 PT 報告書』，1 頁。2010 年第 15 回税制
調査会（2010/12/1）の「会議資料」，『市民
公益税制 PT 報告書の概要』（http://www.
cao.go.jp/zei-cho/history/2009- 2012/gijiroku/
zeicho/2010/22zen15kai.html）（2016/3/31 確
認）。NPOWEB （2014/11/17）。

（12）市民公益税制 PT 最終報告書の公表
新しい市民公益税制 PTは，中間報告書に示
された改革の方向性にもとづいて，2010年 10

月 29日から，具体的な制度設計に関する議論
を再開した 350）。検討に際しては，「新しい公共」
推進会議や民主党の新しい公共調査会からの
提案・提言も考慮しつつ，計 4回の議論が行わ
れた 351）。12月 1日に発表された最終報告書は，
2010年 1月以来の議論の最終的な成果をとり
まとめたものであった 352）。
この間，再開された市民公益税制 PTの議論
は，約 1ヶ月と非常に短かった。しかし，最初
に結論があったということではなかった。
このメンバーの一人であった逢坂誠二総務大

臣政務官は，約 1ヶ月という短い期間に関して
次のように述べている。
この市民公益税制 PTのメンバー全員が国会議員であり，

政治主導でぐっといったことだと思いますね。したがって，
最初に結論がほぼ決まっていた訳ではなく，政治家の腕力で
決めていったという感じだと思いますね。他の税制改正に関
する件でも，1ヶ月ぐらいで決まるということはざらにある
353）。

市民公益税制 PTは，この報告書の意義を次
のように述べている。

｢新しい公共｣ がつくり出す社会は ｢支え合いと活気があ
る社会｣ である。特定非営利活動法人をはじめとする，市民
が参画する ｢新しい公共｣ の担い手を支える環境を税制面
から支援するこの報告書は，後世から見て，“ あの時 ” こそ，
日本が ｢支え合いと活気がある社会｣ へと変貌を遂げる転換
点だったといわれうる内容を含むものである 354）。

市民公益税制 PTの最終報告書の概要は，以
下の通りである。上述のように，最終報告書の
作成に際しては，｢新しい公共」推進会議や民

主党の ｢新しい公共｣ 調査会からの提案や提言
も取り入れられた。

1 所得税の税額控除制度の導入 355）

(1)認定 NPO法人への寄付に係る税額控
除の導入

(2)認定 NPO法人以外の法人への寄付に
係る税額控除の導入

2  認定 NPO法人制度の見直し 356）

（1）2011年度より税制上対応する措置 

① 認定要件の見直し
イ  PST要件における絶対値基準の導
入
ロ  地方団体が条例指定した法人に対
する PST要件等の免除
ハ その他

② 認定取消しがあった場合の取戻し課税
（2） 新たな認定制度の創設と税制上の対応
① 新たな認定機関等
② いわゆる「仮認定」制度の導入等の支援
③ 監督規定の整備等
④ 新たな認定制度の下での税制措置

3  地域において活動する NPO法人等の支援
（個人住民税）357）

（1）寄付対象団体の拡大
（2）地方団体による NPO法人支援（ふる

さと寄付金の活用）
（3）控除対象寄付金の適用下限額の引下げ

358）

この市民公益税制 PTの報告書は，12月 1日
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359) NPOWEB（2014/12/11）。
360)~364)　Ibid .(2010/12/16)。
365） 『中日新聞』（2011/1/15 朝刊）。

366） 『朝日新聞』（2011/1/14 朝刊）。
367)~371）　NPOWEB（2011/1/31）。
372)~374)　Ibid .(2011/2/11)｡

の政府税制調査会において了承された。また，
12月 7日の政府税制調査会において，報告書
の内容を 2011年度税制改正大綱に盛り込むこ
とも確認された 359）。

（13）2011 年度税制改正大綱の閣議決定
12月 10日，政府税制調査会は，2011年度税

制改正大綱を決定した。これを受けて，16日，
政府は，2011年度税制改正大綱を閣議決定し，
公表した。

2011年度税制改正大綱では，NPOや寄付に
関連する税制改正が多く盛り込まれていた 360）。
このうち，認定 NPO法人制度と寄付税制の改
正は，創設 9年にして歴史的な抜本改正であり，
8回目の改正が行われることとなった 361）。具体
的な改正内容は，①認定 NPO法人等に対する
寄付金の税額控除方式の導入，②仮認定制度の
導入，③新 PST（絶対値基準）の導入，④初
回申請の実績判定期間の短縮，⑤認定機関の地
方移管，⑥地方税での寄付税制対象の拡大，⑦
根拠法の移行など，画期的かつ多岐にわたって
いた 362）。
抜本的な制度改正となるため，改正は段階的
に行われることになった 363）。寄付金税額控除
や新 PST（絶対値基準）の導入などは，2011

年度からの施行が目指されることになった。他
方，仮認定制度や認定事務の地方移管などは，
地方団体との協議や根拠法の整備を経て，2012

年度からの施行が目指されることになった 364）

（14）菅内閣（2 次改造）発足と政府税制改正
法案の国会提出

2011年 1月 14日，菅首相は，低迷する日
本経済の回復，TPPへの参加，支持率の低迷，
野党の攻撃が激しさを増すと予想される第 177

回通常国会等の情勢を打開するために， 2度目
の内閣改造（民主党・国民新党連立）を行った
365）。第 2次内閣改造に際しては，閣僚が 11人

留任するとともに，官房長官には枝野幸男が，
経済財政担当大臣兼社会保障・税一体改革担当
大臣には与謝野馨が，それぞれ就任した 366）。
政府は，2010年 12月 16日の 2011年度税制

改正大綱の閣議決定にもとづき， 1月 24日から
始まった第 177回通常国会に 2つの税制改正法
案を提出した 367）。まず 1月 25日，国税分の改
正法案である「所得税法等の一部を改正する法
律案」が提出された。この国税分の改正法案に
は，①認定 NPO法人等への寄付金税額控除（所
得税 40％）の導入，②日本版プランド・ギビ
ング信託，③法人税減税などが盛り込まれてい
た 368）。なお，「年 3千円以上の寄付者が年平均
100名以上」という寄付者の絶対値によるパブ
リック・サポート・テスト（PST）や各種特例
の本則化（初回申請の実績判定期間 2年に）な
どは，施行令・施行規則事項であるため，この
法律案には盛り込まれてはいなかった 369）。
続いて 1月 28日，地方税分の改正法案であ
る「地方税法等の一部を改正する法律案」が
提出された 370）。この地方税分の改正法案には，
①個人住民税の寄付金控除足切り金額の引き下
げ（5千円→ 2千円），②自治体独自の NPO法
人条例指定制度の創設などが盛り込まれていた
371）。

（15）新しい公共支援事業ガイドラインの決定
2月 3日，内閣府は「新しい公共支援事業の

実施に関するガイドライン」を決定し，公表し
た 372）。新しい公共支援事業は，政府での「新
しい公共」円卓会議や推進会議等での提案を受
けて，内閣府経済社会システム担当と各都道
府県が実施するものである 373）。新しい公共の
担い手となる NPO等の自立的活動を支援する
ことを目的としており，2010年度補正予算で
87.5億円が予算措置された 374）。各都道府県に
NPO法人数等にもとづいて配分・基金化され，
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386)~388) Ibid .(2011/3/16)｡
389)~392) Ibid .(2011/3/21)｡
393)~397) Ibid .(2011/4/13)｡

375)~377) NPOWEB(2011/2/11)｡
378)~380) 『朝日新聞』 (2011/3/12 朝刊 )｡
381) 『週間朝日』（2011/3/25 号）。
382)~385) NPOWEB(2011/3/14)｡

2012年度までの約 2年間で実施されることに
なった 375）。
ガイドラインに示された具体的事業は 6つで
あった 376）。このうち，NPO等の活動基盤整備
のための支援事業では，NPO法人会計基準や
認定 NPO法人制度の普及が，寄付募集支援事
業では，ファンドレイザーが例示されるなど，
ファンドレイジング支援が期待されていた 377）。

（16）東日本大震災の発生
3月 11日 14時 46分ごろ，三陸沖の海底を

震源とする東日本大震災が発生した 378）。地震
の規模はマグニチュード 9.0であり，日本周辺
における観測史上最大の地震であった 379）。こ
の地震により，巨大な津波が発生し，東北地方
と関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をも
たらした 380）。震災による死者・行方不明者は 1

万 8000人を越え，全壊・半壊した建築物は 40

万戸に達した。津波に襲われた東京電力福島第
一原子力発電所力は，全ての電源を喪失し，炉
心溶融，建屋爆発，放射性物質の飛散をともな
う未曾有の原子力事故を引き起こした 381）。こ
の東日本大震災の発生を受けて，政府は，後述
する種々の活動を展開した。

（17）辻元議員の首相補佐官就任
3月 13日，政府は，辻元清美議員を災害ボ
ランティア担当の首相補佐官に任命する人事を
決定した 382）。11日発生した東日本大震災の復
旧・復興支援段階では，ボランティア，NPO

等による支援活動が重要になると考えられた
383）。そこで，阪神淡路大震災でのボランティ
ア経験もあり，日頃 NPOとのつながりもある
辻元が任命されたのである 384）。彼女は，救援，
復興活動におけるボランティアに関する連携・
調整などを担当することになった 385）。

（18）NPO 支援募金の指定寄付金への改定
3月 15日，財務省は，中央共同募金会の「平

成 23年東北地方太平洋沖地震等におけるボラ
ンティア・NPO活動支援のための募金」を指
定寄付金に指定したことを発表した 386）。この
募金は，「東北地方太平洋沖地震」と「長野県
北部地震」の救援・復興活動を行うボランティ
ア団体や NPOへの支援を目的としたものであ
る 387）。この指定により，募金への寄付は，個
人の場合は所得税の寄付金控除対象となり，法
人の場合は全額損金算入可能になった 388）。

（19）震災ボランティア連携室の設置　
3月 16日，政府は，内閣官房内に「震災ボ
ランティア連携室」を設置した 389）。災害ボラ
ンティアを担当する辻元の下に，政府とボラン
ティア・ NPO・NGOとの調整・連携を行うこ
とを目的としたものである 390）。室長には，湯
浅誠内閣府参与が就任した 391）。同日午後，「震
災ボランティア・NPOと政府の連携を考える
会」が開催され，約 50名の NPO関係者，約
30名の政府・各党国会議員，約 20名のメディ
ア関係者，計 100名が参加した 392）。

（20）「新しい公共」推進会議での震災対応の
議論

4月 8日，政府は「新しい公共」推進会議の
第 5回会合を開催した 393）。会合は「『新しい公
共』の観点からの震災対応のあり方について」
をメインテーマにして開催された 394）。各委員
からは，多くの提案・要望資料が提出され，被
災者支援・復興に向けた積極的な発言が相次い
だ 395）。具体的には，寄付税制の拡充，ボランティ
ア・コーディネーターの強化，休眠預金口座基
金の活用，支援者支援の充実，地産地消型復興
住宅の建設などの提案があった 396）。
政府・与党からは，辻元が，震災ボランティ
ア連携室の活動や各地の災害ボランティアセン
ターの状況などを報告した 397）。民間側の取り
組みの 1つとして，東日本大震災支援全国ネッ
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398), 399) NPOWEB(2011/4/13)｡
400)~404) Ibid .(2011/4/14)｡
405)~411) Ibid .(2011/4/27)｡

412)~417) Ibid .(2011/6/13)｡

トワーク（JCN）が紹介された 398）。
民主党政策調査会の新しい公共調査会事務局

長代理の岸本周平議員は，検討中の寄付税制拡
充案について報告した 399）。

（21）政府税調における被災者支援税制・寄付
制度の拡充決定

4月 13日，政府税制調査会は 2011年度に入っ
て第 1回となる会合を開催した 400）。この会合
では，東日本大震災を受けて，被災者支援・復
興税制について議論された 401）。議論の結果，
義援金や活動支援金の寄付促進に向けて，①個
人の寄付金控除上限額の倍増，②認定 NPO法
人と中央共同募金会への震災関連寄付について
税額控除方式の先行導入などの大幅な寄付税制
拡充を決定した 402）。
これにより，被災者支援へ活用される震災関

連寄付に限定されるものの 403），2011年度税制
改正法案に盛り込まれている画期的な「寄付金
税額控除方式」が創設されることになった 404）。

（22）震災特例税制法案の国会提出
上述の 4月 13日の政府税制調査会の決定を

受けて，19日，政府は，震災特例税制法案「東
日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律案」と「地方税法の一部を
改正する法律案」の 2法案を国会へ提出した
405）。被災者支援に向けて，両院のいずれにおい
ても迅速な審議が行われた 406）。22日，衆議院
本会議において全会一致で可決され，参議院に
送付された 407）。27日，参議院本会議において
も全会一致で可決された。2法案は，国会提出
から約１週間で成立したことになる 408）。
上述のように，被災者支援税制の第一弾とな

る今回の特例措置は，被災者向けの所得税，法
人税・固定資産税，自動車関連税などの減免・
非課税・還付措置等が中心であった 409）。
併せて，震災関連寄付に関する寄付税制の
大幅拡充も盛り込まれていた 410）。具体的には，
①所得税の震災関連寄付金に関する控除上限額

倍増，②認定 NPO法人と中央共同募金会への
活動支援金寄付に対する税額控除方式（寄付金
額の 40％，所得税額の 25％上限）を先行導入，
③被災者支援を行う認定 NPO法人への寄付金
を指定寄付金に指定などが実現した 411）。

（23）分離法案の国会提出
6月 10日，政府は「現下の厳しい経済状況
及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るため
の所得税法等の一部を改正する法律案」（以下
「税整備法案」と略記されることがある）と「現
下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税
制の整備を図るための地方税法等の一部を改正
する法律案」（以下「税整備地法案」と略記さ
れることがある）を閣議決定し，国会へ提出し
た 412）。
後述のように，3月 31日に議員立法で「国
民生活等の混乱を回避するための租税特別措置
法等の一部を改正する法律案」など，いわゆる
「つなぎ法案」が提出され，成立した。ただし，
租税特別措置の延長期間は３ヶ月のため，再び
適用期限が６月末に迫り，与野党は，断続的に
2011年度税制改正法案に関する扱いを協議し
た 413）。その結果，民主党，自民党，公明党の 3 

党は，①期限切れの租税特別措置，②税制改正
法案中の寄付税制拡充，③雇用促進税制導入に
ついて合意した 414）。
すなわち，提出済みの税制改正法案から，寄
付税制や雇用促進税制らを分離（削除）した部
分を分離法案として，政府が新たに税整備法案
（国税）と，税整備地法案（地方税）とを提出
することになったのである 415）。

6月 10日，両法案は閣議決定され，即日国
会へ提出され 416），開会中の第 177会通常国会
で成立することになった 417）。

（24）可決見通しとなった NPO 法改正案と新
寄付税制に関する政府関係者の発言

6月 14日，菅首相は，総理官邸で「新しい公共」
推進会議・震災支援制度等WG合同会議を開
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催した。その際，7名の政府関係者はそれぞれ
次のような発言を行った。

〇玄葉内閣府特命担当大臣　（中略）寄付税制の見直しに
つきましては，NPOの新たな認定制度の第一歩となる，い
わゆる NPO法の一部を改正する法律案が，ちょうど松井さ
んが委員長を務める「内閣委員会」で，松井委員長の下で岸
本議案提出者が答弁をし，所管の担当大臣である私と逢坂さ
んがまた答弁をするという状況の中で，本日通過したところ
でございまして，明日（6月 15日），参議院本会議で採決さ
れることになりました。
さらに，あまり報道はありませんけれども，所得税の税額

控除を決めているわけですが，その法案も（6月 8日）自民
党と公明党，民主党との間で政調会長と幹事長のサインをい
たしまして，喫緊にというか，事実上 6月中ぐらいにしっか
りこの法案を通すということで合意をしたところでございま
す。したがって，事実的に「新しい公共」という意味では，
さまざまな意味で画期的な年になるということは間違いない
と思います。（中略）
○松原ワーキング・グループ主査
報告の前に，今，お伺いました NPO法案の改正案の可決

見通しと新寄付税制の改正の見通しが立ったということで，
非常に私も喜んでおりまして，大変ありがたいということで
感謝の意をもう一度表明したいと思っております。ありがと
うございました。（中略）
○岸本新しい公共調査会事務局長代理　（中略）私から国

会での審議の状況と少しバッグラウンドを御説明させていた
だきたいと思います。
こちらの推進会議でも提言をいただきましたし，党の方で

は，今日新しい公共調査会の会長代行の松井（孝治）先生，
事務局長の西村（智奈美）先生，私は代理で入っておりますが，
この新しい公共調査会が党ではエンジンになりました。
プラス，今日（6月 14日）NPO法の改正も議員立法で参

議院の「内閣委員会」まで行けたんですけれども，このエン
ジンは超党派の NPO議員連盟というものがございます。こ
れは 12年前の NPO法を議員立法で通すときのまさにエンジ
ンなんですが，私は新参者なのですけれども，代表が自民党
の加藤紘一先生，顧問は鳩山前総理です。幹事長が辻元清美
補佐官であります。事務局長が自民党の中谷元先生。そして，
私が代理で次長，公明党の谷合参議院議員が同じく次長です。
そして，すべての政党が役員を出してくれておりまして，

本当にすべての政党が入っていて，後で御説明いたしますが，
NPO法の改正についてのかなり具体的な内容までその超党
派の議員連盟で会議をしながら詰めていったということでご
ざいます。そういうことがあって，こういう状況の中ではあ
りますけれども，全会一致で衆議院も参議院も今日まで可決
されてきていると思っております。（中略）
そして，新 NPO認定制度，まさに国税庁が認定していた

ものを各都道府県知事，政令指定の市長さんが認定する。認
定主体が変わる。
それから，仮認定制度ということで，発足 5年以内のスター

トアップの法人を応援するということで，3年間はこのパブ
リック・サポート・テストすら要らないという改正が盛り込
まれております。しかも，これは NPOの議員連盟で決めた
のですけれども，これは絶対に内閣法制局ではできなかった
と思いますが，6年生以上の NPOも 3年に限りすべてこの
仮認定の制度を使えるということになりました。したがって，
4万 2,000の NPO法人はすべてこの仮認定制度に手を挙げて
いただくことができます。（中略）
これは本当に皆様のお陰で，マスコミはなかなか取り上げ

てくださらないのですけれども，私は日本のパラダイムが変
わるような大きな革命だと思っております。（中略）
その間，補足をいたしますと，実はなかなか 23(2011)

年度の税制改正法案が通らなかったものですから，財務省の
主税局と相談をいたしまして，指定寄付金の制度を震災立法
の中に入れていただきました。これも画期的だったと思いま
す。
そこで，指定寄付金については税額控除を先取りするとい

う形にさせていただきました。これは結構大きかったと思い
ます。そして，指定寄付金になりますと，法人税の世界でも
全額損金算入ということができます。これは企業がすごく寄
付金を出しやすくなるわけであります。かつ，所得控除の枠
がございまして，従来は 4割までしか所得が引けなかったん
ですけれども，今回は震災に限り 8割まで所得控除ができる。
これも平時なら考えられないようなことでありますが，私

が感慨深いのは，私自身が主税局で勤務しておりましたころ，
こういう寄付税制を拡充しようとしたのですが，全くできま
せんで，主税局はけちですから絶対したくないんです。でも，
これが官邸主導になった瞬間に，主税局が自発的にこういう
ことを提案していただけるようになったということですの
で，これは鳩山前総理，菅総理に本当に感謝を申し上げたい
と思います。（中略）
○松井新しい公共調査会会長代行　（中略）順番が最初に

鳩山さんから言ってもらった税額控除のところが一番最後に
なったというのは，逆に最後にそれが通れば，一応 3点セッ
トと言うのでしょうか。すべてが成立するということになる
ので，あと 1週間頑張って，皆さんで応援をしていただいて，
国会でも何とか通していきたいと思います。（中略）
○五十嵐財務副大臣　いろいろなことがありましたけれど

も，税制の方では鈴木副大臣と一緒に頑張らせていただきま
した。なくてはならないのは，都道府県の皆さんに今度は担っ
ていただくことになりますので，よく都道府県の皆さんは受
けていただいたなというのが本当のところでございます。（中
略）
○辻元内閣総理大臣補佐官　今日お集まりの皆様の中に

は，阪神，淡路大震災の直後に NPO法をつくろうというこ
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418) ｢新しい公共｣ 推進会議・震災支援制度等ワー
キング・グループ合同会議（2011/6/14）の
議事録（内閣府政策統括官（経済社会システ
ム担当）付），1-2 頁，6-10 頁。

 http:/ /www5.cao.go.jp/npc/shinsai/shinsai-
shiryou.html（2016/4/4 確認） 419)~421) NPOWEB(2011/6/30)｡

422)~427) Ibid .(2010/6/11)｡

とで，随分粘り強いロビー活動を 15年前にされた方々もい
らっしゃるかと思います。多くの犠牲者の下であの法律が誕
生し，そして，今回，東日本大震災という犠牲者の皆さんが
出た中で，寄付の大きな前進があるということで，非常に重
い今回の改正になるかと思います。
そんな中で今いろいろ政府その他，発言がありましたけれ

ども，自民，公明をはじめ，超党派の方々がこの問題だけは
一緒にやろうではないかという非常に粘り強い各党の説得を
してくださいました。みんなの党もそうでしたし，共産党は
率先して内閣委員会の理事会などでもリードしてくださった
り，社民党や国民新党や立ち上がれ日本，みんなそうでした
ので，是非それらの議連のメンバーをはじめ，各党にも議員
の皆様の方から顔を合わせられるときもあるかと思いますけ
れども，是非あの法律はよかったということをお声がけいた
だければ，今後もまたいろいろとスムーズに行くと思います
ので，よろしくお願い申し上げたいと思います。
○逢坂総務大臣政務官　　昨年 1月の時点で私自身は，ま

さかここまで本当に行けるのかというのは正直な感想であり
ました。少し大きな玉を投げ過ぎているのではないかという
ことだったのですが，その後，渡辺周総務副大臣の下で，こ
の税制について集中的に議論を重ね，それを今こちらにおり
ます鈴木克昌副大臣が引き受けて，最終的にワーキング・グ
ループの報告を出して，税制改正大綱に盛り込ませていただ
いたわけです。それを受けて，内閣府で閣法として NPO法
を改正しようではないかという準備をしていたわけですが，
これは内閣府だけの力ではどうにもならないということで，
辻元議員をはじめ，各党の皆さんに御支援をいただいて，今
日のような形になっています。
このプロセスの中で，私自身，特に自治体との窓口を担当

させていただきました。自治体の皆さんから懸念する声は相
当あったのは事実でありますけれども，その懸念は基本的に
はやるということを前提にした懸念でありましたので，自治
体の皆さんの決心を，私は大きく評価をしたいと思っており
ます 418）。（中略）

（25）新寄付税制施行と新 PST での申請受付
6月 22日，上述の「現下の厳しい経済状況
及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るため
の所得税法等の一部を改正する法律案」（国税）

と，「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対
応して税制の整備を図るための地方税法等の一
部を改正する法律案」（地方税）が，国会で成
立した。6月 30日，これら 2つの税制改正関
連法は公布・施行された 419）。
これにより，以下のような改正が実現した

420）。（1）2011年 1月 1日からの認定 NPO法
人等向け寄付はについては，「税額控除」が可
能になった。（2）2011年 1月 1日以降の寄付
金に関する個人住民税税額控除は，2000円か
ら可能になった。（3）6月 30日から新 PST（3

千円以上の寄付者 100人以上）での認定申請が
可能になった。（4）6月 30日から初回申請の
実績判定期間は 2年になった（特例の本則化）
421）。

2. 議員・国会
（1）NPO 議連の NPO 法改正に向けた再始動

NPO議員連盟（以下「NPO議連」と略記，
会長：加藤紘一議員）は，1999年 8月に発足
した超党派の国会議員からなる議員連盟であり
422），2001年 3月の認定 NPO法人制度創設を強
力に推進した 423）。さらに，NPO議連は，2003

年以降の NPO法改正を議員立法で実現するな
ど，国会における NPOのカウンターパートと
して活動してきた 424）。
ただし，鳩山内閣時の小沢一郎幹事長は，

2009年 11月以降，「超党派の議連は廃止，民
主党中心の議連だけを残す」という方針をとっ
ていたこともあり，NPO議連も活動を休止し
ていた。
しかし，鳩山内閣が 2010年 6月初めに終わ

ると，NPO議連は，①連絡会が NPO法改正
を要望している 425），②政府が市民公益税制 PT

で NPO，寄付税制に関する中間報告をまとめ
た 426），③「新しい公共」円卓会議が「新しい
公共」宣言を発表した，ことなどを受け，総会
を開催することにした 427）。
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428)~431) NPOWEB(2010/6/11)｡
432)~434) Ibid .(2010/6/30)｡
435)~438) 『朝日新聞』 (2010/7/12 朝刊 )｡

439) 同上紙（2010/9/1 朝刊）。
440)~441) NPOWEB(2010/9/8)｡
442),443) 『朝日新聞』 (2010/9/15 朝刊 )｡
444) 「民主党の政策調査会を廃止したとき，小沢

幹事長は「政府・与党一元化における政策の
決定について」（2009 年 9 月 18 日付）と題
した文書を民主党議員に配った。政調会の代
わりに，副大臣が主催する政府の会議として
各省政策会議を設置し，そこで政策案を政府
側から説明し，また与党議員からの政策提案
や意見を聞き，副大臣の責任で大臣に報告し，
最終的には政務三役で政策案を策定し，閣議
で決定する―という新しい政策過程の青写真
を，ここで提示していた。これは，政務三
役および内閣が主体となって政策を決定する

6月 10日に開催されたNPO議連の総会には，
加藤会長，民主党，自民党，公明党，社民党，
みんなの党，たちあがれ日本から 20名を超え
る国会議員と秘書，政府関係者など 40名弱が
出席した 428）。会長挨拶の後，財務省と総務省
の担当者が，市民公益税制 PT中間報告に盛り
込まれている内容を説明した 429）。さらに，内
閣府の担当者が「新しい公共」円卓会議の概要
や「新しい公共」宣言などを説明した 430）。
最後に，NPO議連として，7月の参院選後
の本格始動に向けて，役員などの体制を整え，
NPO法改正等に取り組んでいくことが確認さ
れた 431）。

（2）参院選マニフェストへの NPO 関連政策の
記載

7月の参議院議員任期満了にともない，第 22

回参議院議員選挙が，7月 11日に実施される
ことになった。これを受けて，6月中旬から下
旬にかけて，各政党の参院選公約が発表され
た 432）。今回の参院選公約では，自民党，公明
党，社民党，共産党が，NPO改正を謳ってい
た。また民主党，自民党，公明党，共産党，社
民党，みんなの党，たちあがれ日本，日本創新
党が，支援税制や寄付税制による NPO活動の
促進を謳っていた 433）。これらの結果は，5月に
連絡会が，各党に対して参院選公約向け「特定
非営利活動法人（NPO法人）制度に関する要
望書」を提出したためであると考えられた 434）。

（3）参議院選挙による「ねじれ国会」の出現
7月 11日，第 22回参議院議員選挙が行われ
た。民主党は，改選 54議席を大きく下回る 44

議席にとどまった。この結果，国民新党も含め
た与党の議席は，過半数を割り込んでしまった
435）。菅首相は続投する意向を表明した 436）。し
かし国会は衆参各院で多数派が異なる「ねじれ

国会」になり，政権運営が厳しいものになるの
は確実になった 437）。
参院選直前に鳩山首相と小沢幹事長が辞任
し，民主党の支持率は一時的に回復した。しか
し，菅の「消費税 10％」発言によって消費増
税が争点化し，大苦戦を強いられたのである
438）。

（4）民主党代表選での菅首相の再選
9月 1日，民主党代表選が告示され，小沢前

幹事長と菅首相が立候補を届け出た 439）。両氏
はいずれも，政見発表のなかの NPO施策に関
して，鳩山前首相が推進した ｢新しい公共｣ に
言及した 440）。小沢は，7つある柱の1つとして「新
しい公共」を取り上げた。菅も，地域主権の実
現に向けて，支え合いのネットワークづくりを
支援する「新しい公共」推進会議の新設を掲げ
た 441）。

9月 14日，民主党代表選の投開票が行われ，
菅は小沢を大差で破り，再選を果たした 442）。
しかし菅にとっては，7月の参院選敗北による
厳しい「ねじれ国会」に臨む状況に変わりはな
かった 443）。

（5）民主党内閣部門会議による連絡会へのヒ
アリング

2009年 8月の政権交代後，民主党は，党内
の政策調査会を廃止し，各省庁に副大臣が主催
する政策会議を設置していた 444）。しかし，党
内での政策議論・関与を求める声を受けて，菅
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が，副大臣・政務官は与党議員らへのつなぎ
役をするという，小沢流の政府与党一元化の
理解に則っている。しかし現実には，こうし
た理解が民主党議員の間で広く共有されてい
たとはいえず，また結局は政策決定の場では
ないことから，常に党に残った議員たちのガ
ス抜きの場としてしか機能しなかった」。日
本再建イニシアティブ（2013），207-208 頁。

445) 「『当初の構想に戻り政調会が動き出したの
で，党のなかもある程度内閣と一体化したが，
それでも最後は内閣が決めてしまうので党に
は不満があった』と菅は振り返る」。Ibid .,
210 頁。NPOWEB（2010/10/22）。

446) Ibid .（2010/11/12）。
447),448) Ibid .(2010/10/22)｡
449)~454) Ibid .(2010/10/13)｡

455)~459) Ibid .(2010/10/22)｡
460)~461) Ibid .(2010/11/10)｡

首相は，2010年 6月に政権を引き継ぐと直ち
に，政策調査会を復活させ，玄葉光一郎を政策
調査会長に任命し，各省庁に対応する形で「部
門会議」を設置して，政策議論を行うようにし
た 445）。
政策調査会内には，部門会議の他にも，①部

門会議内で特定のテーマの検討を行うワーキン
グチーム（WT），②複数の部門会議に関わる
テーマについて検討を行うプロジェクト・チー
ム（PT），③中長期的なテーマについて検討を
行う調査会が，それぞれ必要に応じて組織され
た 446）。
税制改正に関しては，政策調査会の税制改正

PT（座長：中野寛議員）を中心にして議論され，
検討が進められた 447）。各部門会議は，関係団
体などの意見を聞くヒアリングなどを経て，10

月 15日までに，税制改正 PTと各省庁に対して，
3点までの重点要望項目を提出することになっ
ていた 448）。

10月 12日，民主党の政策調査会の内閣部門
会議は，2011年度税制改正に関するヒアリン
グを開催した 449）。国会議員や秘書約 70名が出
席し，連絡会やシーズも参加した 450）。ヒアリ
ングでは，連絡会やシーズが，認定 NPO法人
制度改正に向けて集めていた賛同署名 220団体
分を提出するとともに 451），認定 NPO法人制度
や寄付税制の抜本改正を要望した 452）。

このあと内閣部門会議は，重点要望をまと
め，民主党の政策調査会の税制改正 PTおよび
内閣府など関係省庁に要望した 453）。各省庁は，
各部門会議から提出された重点要望を受け，10

月 15日までに必要に応じて税制改正要望を再
提出した 454）。

（6）民主党内閣部門会議・文部科学部門会議
による重点要望の発表

10月 19日，民主党は，政策調査会の各部門
会議から提出された 2011年度税制改正に関す
る重点要望を発表した 455）。上述のように，こ
れに先立つ 10月 15日，内閣部門会議は，上述
のヒアリングを経て重点要望をまとめた。この
重点要望の１点目に「特定非営利活動法人に係
る税制上の特例措置（寄付金の税額控除方式の
導入，認定特定非営利活動法人の認定基準（PST

等）の見直し等）」が盛り込まれていた 456）。
内閣部門会議以外では，文部科学部門会議が
次の 3点全てにおいて，寄付税制関連の重点要
望を行っていた 457）。3点は，①学校法人に対す
る個人からの寄付の税額控除の導入，②日本版
「プランド・ギビング」信託の創設，③公益社団・
財団法人が設置する能楽堂，一般社団・財団法
人が設置する博物館，図書館における固定資産
税等の優遇措置の創設であった 458）。
このあと，これら重点要望は税制改正 PTで
検討され，11月下旬には，党側の提言として
政府税制調査会に提出された 459）。

（7）PT で「寄付税制は主要事項に」
11月 8日，民主党の政策調査会の税制改正

PTは，「租税特別措置・税負担軽減措置等にか
かる重点要望」をまとめ，発表した 460）。
認定 NPO法人制度改正は，内閣部門会議の
重点要望に盛り込まれていた。しかし，今回の
税制改正 PTの重点要望には盛り込まれていな
かった 461）。この時期，認定 NPO法人制度・寄
付税制など市民公益税制改正は，政策調査会内
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462), 463) NPOWEB(2010/11/10)｡
464)~470) Ibid .(2010/11/12)｡
471)~473) Ibid .(2010/12/7)｡

474)~478) Ibid .(2010/11/22)｡
479) 『朝日新聞』（2010/10/20 朝刊）。

に設けられた新しい公共調査会が検討していた
462）。このため，市民公益税制改正は，新しい公
共調査会のとりまとめにもとづいて，11月末
の主要事項提言に盛り込まれることになってい
た 463）。

（8）新しい公共調査会・民主党企業団体委に
よるシーズ等へのヒアリング
民主党政策調査会は，菅改造内閣発足後の 9

月，中長期的なテーマについて検討を行う調
査会として新しい公共調査会を発足させた 464）。
鳩山由紀夫前首相が会長に，松井孝治議員が会
長代行に，細野豪志議員が事務局長にそれぞれ
就任し，「新しい公共」に関する検討を行うこ
とにした 465）。新しい公共調査会は，当面の検
討課題として 2011年度税制改正における市民
公益税制を設定し，議論を開始した 466）。

11月 9日，新しい公共調査会は，役員会を
開催し，市民公益税制に関するヒアリングを
行った 467）。このヒアリングは，新しい PST基
準である「3000円以上の寄付者が 100名以上」
や認定事務・機関の地方移管などについて，関
係団体との意見交換の場として開催された 468）。
役員会には，13名以上の議員，10名強の秘書，
数名の省庁関係者，10名程度のヒアリングを
受ける NPO関係者が参加し，総計 30名強が
出席した 469）。シーズ等は，論点となっている
認定事務の地方移管，根拠法，新しい PSTに
ついて要望を行った 470）。

11月 20日，民主党の企業団体対策委員会は，
2011年度予算編成に関する NPO向けのヒアリ
ングを開催した 471）。今回のヒアリングには，4

名の議員と 8名の NPO関係者が出席した 472）。
シーズの松原明は，寄付税制改正，NPO法人
会計基準の周知，情報公開の強化などを要望し
た 473）。

（9）新しい公共調査会による市民公益税制改
正の提言

11月 12日，新しい公共調査会は，9日のヒ

アリングの結果や議員間での議論などにもとづ
いて，「市民公益税制に係る重点事項」をまと
めた 474）。重点事項では，連絡会が要望してい
た内容が反映されていたほか，新 PSTの基準
値などの論点となっていた項目にも，以下のよ
うな 8つの方向性が示された 475）。8つの方向性
は，①新しいパブリック・サポート・テストの
具体的な基準値，②現行 PST基準値の特例恒
久化，③仮認定制度の導入，④情報開示の促進，
事後チェック，ペナルティの充実，⑤認定主体
の変更，⑥認定 NPO法人以外の法人への税額
控除導入，⑦日本版「プランド・ギビング」信
託の創設，⑧寄付金控除の年末調整対象化であ
る 476）。
民主党の政策調査会の新しい公共調査会の提
言は，政府の「新しい公共」推進会議の提案と
ととも，18日に開催された政府税制調査会の
市民公益税制 PTにおいて報告された 477）。
論点となっていた項目に方向性が示されたこ
とで，市民公益税制は，その実現に向けて弾み
がつくことになった 478）。

（10）再結成された NPO 議連による税制改正
提言
上述のように，2009年 6月の鳩山首相の退
陣後，民主党は，2010年 7月の参院選の敗北
による ｢ねじれ国会｣に直面していた。その後，
幹事長は，小沢一郎議員から枝野幸男議員，さ
らに岡田克也議員へと交替した。この幹事長の
交替を契機に，2010年 10月 19日，超党派の
国会議員でつくる議員連盟への政務三役（大臣，
副大臣，政務官）の入会を認める方針が決定さ
れた。上述のように，2009年 11月以降，民主
党においては，超党派の議員連盟は全面禁止に
なっていた。しかし「自由な議員活動を制限し
すぎる」との党内の批判から，「運営責任者に
就かない」ことを条件に，超党派の議員連盟へ
の参加への道が開かれたのである 479）。すなわ
ち，NPO議員連盟への参加も解禁されたので
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480)~489) NPOWEB(2010/12/3)｡

490) Ibid .（2010/12/3）。「12 月 7 日には，提言を
菅総理に手渡しました。私は『議員立法で
実現させたい』。国民新党の亀井亜紀子議員
からは『与野党全部が一致している政策は
これだけですので，お願いします』と言われ
菅総理も頷きました」（辻元清美活動ブログ
（2010/12/28））。

491) 辻元清美への筆者らによる聴取調査（2016/12/1）。
492) 辻元（2012），55 頁。

ある。
12月 1日，超党派の国会議員からなる NPO

議連の総会が開催された 480）。この総会には，
役員を中心に 30名を超える国会議員，秘書，
政府関係者，NPO関係者など約 80名が参加し
た 481）。
今回の総会は，再結成に向けて各党の 24名

の発起人が参加を呼びかけることにより実現し
482），趣意書や規約も改訂された 483）。役員も以
下のように新しくなり，前会長の加藤紘一衆院
議員と江田五月参院議員が共同代表を務めるな
ど極めて重厚な新体制がスタートした 484）。
顧問は，鳩山由紀夫（民主）と福田康夫（自

民）の 2名であった。上述のように，共同代表
は，加藤紘一（自民）と江田五月（民主）の 2

名であった。副代表は，枝野幸男（民主），額
賀福志郎（自民），斉藤鉄夫（公明），浅尾慶一
郎（みんな），笠井亮（共産），照屋寛徳（社民），
亀井静香（国民），与謝野馨（日本）の 8名であっ
た。幹事長は辻元清美（無所属）であった。幹
事は，細野豪志（民主），鶴保庸介（自民），富
田茂之（公明），山内康一（みんな），塩川鉄也
（共産），服部良一（社民），亀井亜紀子（国民），
園田博之（日本）の 8名である。事務局長は中
谷元（自民）であった。事務局次長は岸本周平（民
主）と谷合正明（公明）の 2名であった 485）。
当日は，発起人代表挨拶の後，規約の改定，

役員の改選，各役員から挨拶が行われた 486）。
その後，NPOの現状についてヒアリングが行
われ，松原明と長野明から説明があった 487）。
最後に，今後の活動について検討が行われ，

NPO法・税制改正に取り組むことが確認され
たほか，直近では，2011年度税制改正に向け
て政府へ提言を行うこととなった 488）。そのた
めに素案をベースに具体的な提言内容が議論さ
れた 489）。

12月 7日，総会での議論を受けて，素案の
税額控除部分に一部修正が加えられ，提言は菅

首相へ提出された 490）。
辻元議員は，NPO法改正を超党派の NPO

議連で進めることにした理由を次のように述べ
ている。

「この時の意図は，民主党政権で「新しい公共」を提唱し，
円卓会議や推進会議ができて，民主党主導で法改正をしよう
としていたわけですよ。そうすると，どうしても民主党の手
柄にしたいというような意見もあったわけです。私としては，
今まで加藤紘一議員たちと一緒にやってきたし，今回も自民
党も含めた超党派でやりたかった。
また，その当時，社民党が政権から離脱し，民主党が参

院選で敗北し，「ねじれ国会」になってしまっていたわけで
す。このため，NPO法と寄付税制は自民・公明の協力がな
いと成立しないわけですよ。他方，自民・公明は，NPO法
と寄付税制を「新しい公共」を進めている民主党の手柄にす
ることを非常に警戒していた。そこで，自民・公明の警戒を
解くととも，自民・公明の手柄にしてもいいぐらいに考えた
491）」。
「そこで，私は NPO議員連盟の加藤紘一会長に相談に行
きました。（中略）加藤さんと相談した結果，この議員連盟
が中心となって超党派の動きを作り，NPO法と寄付税制の
改正を実現しようということになりました 492）」。

この NPO議連の再結成により，「寄付税制
と NPO法の改正」を議論する主要な政策形成
の場は，図 4のように 4つになった。

（11）NPO 議連による菅首相への直談判
12月 21日，NPO議連共同代表の加藤紘一
議員，幹事長の辻元清美議員，事務局長の中谷
元議員の 3名は，総理官邸において菅首相に面
会し，「税制改正は政府がやらざるをえないけ
ど，それと連動する NPO法の改正は，政府か
ら切り離して超党派の議員連盟でやらしてほし
い」旨を伝え，｢いいですよ｣ との了解を取っ
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493) 辻元清美への筆者らによる聴取調査（2016/12/1）。
494) 原田（2015），6 頁。
495) 辻元清美活動ブログ「NPO 法改正を議員立

法で（1）」（2011/2/2）。

496)~500) 内部資料より。

たのである 493)。
この菅への直談判による了解の獲得を契
機に，NPO議連は，加藤議員を中心にして，
NPO法の改正を積極的に進めていくことに
なったのである 494)。
辻元議員は，この時のことを次のように述べ

ている。

（2011年）1月 28日，新しい公共調査会コアメンバーで
打ち合わせ。NPO法改正部分は議員立法でいこう，と確認。
その推進力となるのは私が幹事長をつとめる NPO議員連盟
だ。会合終了後，民主党・岸本周平衆議院議員と加藤紘一元
自民党幹事長の部屋へ行き，NPO議連の役員会を開始。他
に自民党の中谷元・元防衛庁長官や公明党の谷合正明参議院
議員も同席。「議員立法でやりましょう」と私が報告すると
みなさん強く頷かれた 495)。

（12）自民党総務部会における市民公益税制に
対する批判の噴出

2011年 1月 26日，自民党総務部会が開催さ
れた。その際，市民公益税制に関しては，出席
議員から次のような批判的な意見が出された。
「市民公益税制について，ざっと通しで説明

していただいたが，分かりましたという感じで
はない。もう少し詳しく聞かせていただく方法
はあるのか。これによる地方自治体・国への影
響はどうなってくるのか。それについて，どの
程度検討しているのか。まだ議論すべき点が多
いと考える 496)」。
「いまの（中略）の話は，これが自治体の税
収そのものにも関わってくるのではないのか。
様々な NPO法人が出てくるのではないか。税
逃れをするような NPOも出てくるのではない
のか，色々な問題が出てくるのではないのかと
いうマイナス面の部分も少し聞かせて欲しいと
いうことではないのか 497)」。
「（現政権は）「新しい公共」というものを出
してきた。それは法律的に根拠があるものでは
ないにもかかわらずである。一般論として全部
23年度からやっていいのか 498)」。
「少し大きな問題になるが，一括交付金関係
で今度内閣部会と合同で開催するので，その時
までに「新しい公共」ということが概念として
我々野党には分かりづらい。そのへんのところ
からぶり返してご説明いただきたい 499)」。

2月 1日，「新しい公共」は，内閣部会・総
務部会合同会議でも議論された 500)。

（13）衆議院法制局による改正 NPO 法骨子案
の作成
上述のように，「寄付税制およびNPO法改正」
のうちの「寄付税制改定」に関しては，政府が
やらざるを得ない。そこで政府は，2010年 12

月 16日，2011年度税制改正大綱を閣議決定し，
2011年 1月 24日に始まる第 177通常国会に「所
得税法等の一部を改正する法律案」（寄付税額
控除，特定寄付信託の創設など）と「地方税等
の一部を改正する法律案」（自治体独自の条例
指定制度の創設など）を予算関連法案として提
出した。
他方，「NPO法改正」は，政府立法ではな
く，議員立法で制定されることになった。そこ
で NPO議連役員が中心になり，衆議院法制局，
内閣府などとの議論・協議を経て，NPO法改

政府 民主党会派

「新しい公共」推進会議（総理）
・有識者、当事者
・関係省庁（大臣／副大臣 etc.）

新しい公共調査会
・鳩山会長
・松井会長代理
・（複数）副会長
・細野事務局長
・西村事務局次長

NPO推進議員連盟（超党派）
・顧問
・共同代表（民主：江田五月／自民：加藤紘一）
・副会長（各党）
・幹事長
・幹事（各党）
・事務局長（民主）
・事務局次長（自民）

政府税制調査会

図 4　4 つの政策形成の場

出所：内部資料より作成。
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501) 特定非営利活動法人研究会編（2013），197-
198 頁。

502) 原田（2015），7 頁。

503) 衆議院法制局の橘幸信の筆者らへの私信
（2012/1/26）。

504) 原田（2015），9 頁。
505) Ibid .，7 頁。
506) 辻元清美活動ブログ（2011/2/3）。
507) Ibid .（2011/2/22）。

正案を作成することになった。なお，その際，
2011年度税制改正大綱に盛り込まれた認定事
務の地方移管や「仮認定制度」の導入などは，
従来の租税特別措置法の改正ではなく，NPO

法に盛り込まれる方向となった。
検討された具体的な改正内容は，次の通りで

あった。

NPO議連においては，政府で行われてきた新認定制度に
関する検討結果を踏まえつつ，法人の自律性，市民による監
視・必要最小限の所轄庁の関与といった法制定時の基本的な
考え方を念頭に置きながら，所轄庁の監督の在り方をはじめ
として更なる検討が行われました。また，認証制度制度につ
いては，法制定後の運用実績を踏まえた認証制度の見直しに
関する関係団体の提言，特に ｢NPO／ NGOに関する税・
法人制度連絡会｣ により 2010年 12月 1日に出された ｢特定
非営利活動促進法の改正に関する要望書｣ を踏まえつつ，改
正内容の検討が行われました 501）。

NPO議連・衆院法制局・内閣府等による具
体的な検討作業は，次の通りであった。

1月 24日，NPO議員連盟事務局長の辻元清美議員が，衆
議院法制局に対して「NPO法改正を議員立法として行う」
旨を伝えた。その時のことを，衆議院法制局の担当者は次の
ように語っている。まず私どもは内閣府の担当者と早急に連
絡を取って，「今，どこまでどのような議論が進んでいるのか」
をレクチャーしてもらうところから始まった。内閣府では条
文イメージを作っていて，「早く審議いただけますでしょう
か？」という状況だった。それに対して私どもは，「これか
ら超党派の議員立法として立案していくことになるから，依
頼議員の意向を確認するところから始めなければならない。
閣法のお作法と議員立法のお作法は違うことをご理解願いた
い」という形で関与していった 502）。

今回の NPO法改正案の骨格は，制定時と違って，政権交
代を受けて政府に設置された ｢新しい公共｣ 円卓会議におい
て検討されてきたものである。私ども衆議院法制局が関与す
ることになったのは，｢ねじれ国会｣ の中で成立可能性を高
めるために，議員立法による提案へと方針変更がなされた昨
年（2011年）2月以降であって，その時には，政策の骨格は
ほとんど決まっていた 503）。

まずは認定 NPO法人制度に関する条文を，どの法律に盛
り込むのかとい基本方針が改めて議論された。その時のこと
を，衆議院法制局の担当者は次のように語っている。
税法の特例部分は，ものすごい数の条文を書かなければな

らない。そこで私は，時間的な制約があることを念頭に，次
の 2つのことを考えたんです。1つ目は，NPO法は NPO法
で残して，別途，認定 NPO法を作るということ。もう 1つ
は，今も租税特別措置法の政令ベースでやっているのだから，
細かいことは政令に委ねること。この 2つを提起しましたが，
結果としてどっちも採用されませんでした。（中略）
辻元先生たちに提案したら，1つ目については ｢NPO法

は常に 1つだから，一覧性の高いものにしてくれ｣ と。2つ
目の政令に委ねることについては，｢やめてくれ｣ と。なぜ
ならば，法律に規定されていることは法律を改正しなければ
ならないけれど，政令だったら政府の意向によっていつでも
変更できてしまう，それを懸念したからなんですね 504）。
それから 2月上旬にかけて，まずは衆議院法制局の内部で

法案の論点整理が進められる。その後，辻元議員と法制局を
中心に，NPO法改正に関する法案骨子を固めていく作業に
移っていった 505）。

辻元議員は，法案骨子を固めていく作業につ
いて次のように述べている。

2月 1日，（中略），10時から「新しい公共」調査会の勉強
会。調査会からは私と民主党・岸本周平衆議院議員，政府か
らは逢坂誠二総務大臣政務官。これまで法案準備をすすめて
きた内閣府と，議員立法の手助けをしてくれる衆議院法制局
を交えて，立法作業を本格始動だ。金曜日には NPO議員連
盟の役員との勉強会，そして「新しい公共」調査会の役員会
などをもち，同時並行で法案の準備状況などを共有していこ
う 506）。

2月 22日，16時 15分から，再び NPO法改正の立法作業。
衆議院法制局，内閣府をまじえて NPO議員連盟のみなさん
に示す骨子をつくっている。早く各党のみなさんとの協議に
うつりたい。冒頭，議員は私一人だけだったが，紛糾した財
政金融委員会を終えて岸本周平・民主党衆議院議員が参加，
逢坂誠二総務大臣もかけつけた。いくつかの重要な論点で結
論が出ず，木曜日に再開することで散会 507）。

秋山訓子は，法案骨子を固めていく NPO議
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508) 秋山（2011b），53 頁。
509) 特定非営利活動法人研究会編（2013），197-

168 頁。

連・衆院法制局等の作業について次のように述
べている。

菅政権下での作業になった法案の骨子づくりで一貫して中
心になったのは，辻元氏と岸本氏だ。岸本氏は 1年生議員な
がら，財務官僚出身で税制にも詳しい。助っ人として，衆院
法制局から NPO法設立時にもかかわった橘幸信氏が加わっ
たのも大きかった。もちろん，松原氏も中身について要望し
ている。仮認定（設立 5年未満の NPO法人なら，寄付税制
が適用される認定を受けられる）という大胆なシステムが盛
り込まれたのも，松原氏たちの要望があったからこそだ。法
案の骨子づくりが進む一方で，NPOの側の機運も盛り上げ
ようと。（2月 15日に）松原氏が中心になって議員会館など
で集会を開き，3月からは全国キャンペーンでさらに弾みを
つけようとしたところで，3月 11日の震災が起きた 508）。

NPO議連では，2011年 3月 11日の東日本大震災の発
生直前に行われた会合において，法律案の骨子がまとめら
れ，条文化作業を経て，5月 20日の会合において成案が得

られ，その後，各党派において党内手続が進められた 509）。 

（14）NPO 議連による NPO 税制部分「分割し
て審議」の表明

2月 15日，NPO議連は，NPO税制部分を
分割して審議すべきである旨の考えを表明し
た。
菅内閣が 2011年度税制改正法案に盛り込んだ NPO法人

などへの寄付金の減税措置をめぐり，超党派の NPO議連代
表の加藤紘一元自民党幹事長は（2月）15日，「NPO関連税
制だけは分割審議して別のレールで通してほしいと（党内
調整を）やっていきたい」と述べた。予算関連法案のうち
NPO税制改正部分を分離採決すれば，自民党が賛成する方
向で調整を進めたい考えを示したものだ。
公明党 NPO局長の加藤修一参院議員も同日，「レールを

出所：内部資料。

図 5　NPO に係る税制改正の４つの案

これまでの案

平成23年度の
NPO税制等は
税法改正案で対応

○NPO+公益法人への寄附の税額控除の導入
○PST要件緩和（政令で対応）
　　※国税庁長官が認定

○（平23～）NPO+公益法人への
　寄附の税額控除の導入
○PST要件緩和（政令で対応）
　　※国税庁長官が認定

NPO法の提出・成立後に平23年税法
改正案の成立の可能性が出てきたとき
には、議員修正

（NPO法で対応）

（NPO法で対応予定）

（これまでどおりNPO法で対応）

１本化して
NPO法で対応

○（平23～）NPO+公益法人への
　寄附の税額控除の導入
○PST要件緩和（政令で対応）
　　※国税庁長官が認定

○認定事務を所轄庁に移管
○PST要件緩和（法律で対応）
○みなし寄附金の拡充（附則）

○認定事務を所轄庁に移管
○PST要件緩和（法律で対応）
○みなし寄附金の拡充（附則）

○認定事務を所轄庁に移管
○PST要件緩和（法律で対応）
○みなし寄附金の拡充（附則）

○認定事務を所轄庁に移管
○PST要件の緩和（法律で対応）
○NPO+公益法人への
　　寄附の税額控除の導入（附則）
○みなし寄附金の拡充（附則）

（平23年税法改正案（閣法2号））

平23.4.1 平成23年度

平23年税法改正を
前提

平23年税法改正を
前提としない！

抜き出して先行可決

（平23年税法改正可決にかかわらずNPO法で対応予定）

（平23年税法改正の成立にかかわらず対応可能な調整規定を置く）

（別の議員立法で対応予定）

平24.4.1 平成24年度

A案

B案

A
,
案（参考案）

平成23年度からの
NPO税制等は別の
議員立法で対応

平成23年度のNPO
税制等も含めて、
平成24年施行の
NPO法で対応
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513) 辻元清美活動ブログ（2011/6/8）。
514)~516) NPOWEB(2011/4/11)｡
517)~520) Ibid .(2011/6/13)｡
521) Ibid .（2011/4/1）。
522),523) Ibid .(2011/6/13)｡

510) 『朝日新聞』（2011/2/16 朝刊）。
511) 辻元（2012），3 － 4 頁。
512) 原田（2014），27 頁。辻元清美への原田・成

元哲による聴取調査（2013/2/26）。

違えることに賛成。党としても真正面から積極的に対応した
い」と同調。みんな，共産，社民各党の出席者も同様の考え
を示した 510）。

（15）各党による復旧・復興対策の提言・行動
3月 11日，東日本大震災が発生した。この
時のことを辻元議員は次のように述べている。

3月 11日 14時 46分，私は，国会の議員会館の自室で大
阪の中小企業経営者と面談をしていました。（中略）11日は
ちょうど，NPO法改正をめざして，議員連盟の中心メンバー
である自民党の加藤紘一さんや公明党の谷合正明さん，民
主党の岸本周平さんたちと改正案骨子作成の詰めの作業を
し，役員会を開いた後でした。その関係で，市民の立場から
NPO法改正に携わっている ｢シーズ・市民活動を支える制
度をつくる会｣ の副代表理事・松原明さんが議員会館をロビー
活動で回っているのを知っていたので，揺れを感じた後，す
ぐに私の事務所に来てもらいました。未曾有の大災害だとい
うのがわかるにつれて，これは NPO・NGOやボランティア
の力が重要になる，彼らとともに動いたほうがよいと考えた
からです 511）。

この東日本大震災の発生は，｢寄付税制と
NPO法改正｣ にどのような影響を及ぼしたの
であろうか。辻元は 3月 11日以後の動きを次
のように語っている。

いよいよ（NPO法改正案の）取りまとめが進んで，打ち
合わせをしていた日が，3月 11日だったんです。（中略）東
日本大震災が起きて，全部が吹っ飛んじゃう訳ね。国会は止
まっちゃうし。（中略）3月 13日に私が総理大臣補佐官になっ
て，法律を成立させるといういう話は横に置いて，実践になっ
ちゃった訳ですよ。全国の NPOが被災地に入り，被災地の
NPOが立ち上がって活動するんだけど，頑張れば頑張るほ
ど，NPOはお金がなくなる。それで私は，また各党に呼び
かけて，｢この法律だけは，与野党ねじれだとか，国会が止
まっているとか言わずに，通してくれ｣ と持って行ったので
す 512）。

辻元は，NPO改正案が衆議院内閣委員会で
可決された 6月 8日，自らのブログで次のよう
に述べている。

いま NPOが被災地で果たしている役割は本当に大きい。
しかし，多くの団体は厳しい運営状況に置かれている。いま
も私の所には，被災地の現場で活動する多くの方々から，「寄
付優遇が実現するかどうかで，今後の活動が大きく変わる。
政治が力を合わせて法改正を成し遂げてほしい」という声が
届く。この法案が可決されれば，被災地支援への大きな一歩
になるのは間違いない 513）。

（16）各党による復興寄付税制等の提言
東日本大震災の復興に向けて，各政党は提
言をまとめ，政府への提案を行った 514）。民主
党，自民党，公明党，社民党は，震災を受け
て，寄付税制拡充を提言し，みんなの党などは，
NPO・NGOやボランティアの活動促進を提言
した 515）。また，各党と政府は，「各党・政府震
災対策合同会議（実務者会合）」を 3月 19日か
らほぼ毎日開催し，刻々と変化する被災地の状
況に合わせて，支援策を議論した 516）。

（17）「つなぎ法案」の国会成立
上述のように，2011年度税制改正関連法案
は，1月 25日と 28日に国会に提出された。し
かし，ねじれ国会下の与野党対立や東日本大震
災の発災を受けて，年度末を迎えても成立しな
かった 517）。この 2011年度税制改正関連法案の
中には 3月末で期限切れとなる租税特別措置も
多数盛り込まれていた 518）。これらが延長され
ない場合，国民生活に多大な影響を及ぼすこと
が想定された 519）。そこで議員立法で「国民生
活等の混乱を回避するための租税特別措置法等
の一部を改正する法律案」など，いわゆる，「つ
なぎ法案」が提出され，3月 31日に国会で成
立した 520）。「つなぎ法案」は 4月 1日に施行さ
れた 521）。
これにより，租税特別措置は暫定的に 3ヶ月

間適用が延長された 522）。併せて，認定 NPO法
人制度に関する以下の 3つの特例も延長された
523）。特例は，①実績判定期間の特例（2年でも
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524) NPOWEB（2011/4/1）。
525),526) 原田 (2015),9 頁｡ 527),528) NPOWEB(2011/5/31)｡

可），② PST基準値の特例（1/3を 1/5に引き
下げ），③小規模法人の PST特例（親族合算不
要，匿名寄付算入可など）であった 524）。

（18）民主・自民・公明による 2011 年度税制
改正法案についての修正協議

2011年 5月 24日，民主党は，税制改正 PT

の会合において，野党の反対で成立の見通しが
立たない 2011年度税制改正法案に関して，自
民党・公明党と修正協議に入ることを確認した。
この修正協議に入る際には，改正の目玉であっ
た法人減税や所得増税は見送られ，与野党で合
意できそうな項目に絞られた。
この時期に，公明党の要望で，設立から 5年
以内の NPO法人に限定されていた仮認定制度
が新たに法案に追加された。この点に関して，
公明党の谷合正明議員は次のように述べてい
る。

｢法案が出て落ち着いてきたときに，（シーズの）松原さん，
関口さんが来られて，｢仮認定の条件のなかに，設立 5年未
満というのがあるけれど，全部の NPO法人の 6割くらいか
らが 5年以上の古手で，寄付が集まらなくて認定 NPO法人
になれない。シーズとしては，線引きされて困る｣ という話
をされた。｢たしかにそうだな｣ と思って，古手の NPOへの
条件を取っ払うべきだと，私が発言して，提出の直前に変わ
りました 525）。

他方，「特定非営利活動促進法」の ｢市民
活動促進法｣ への法律の名称変更は，今回の
NPO法改正に際しても，最終的に実現しなかっ
た。名称変更は，NPO法の附則の今後の検討
事項とされた。この点に関して，辻元清美議員
は次のように述べている。

（名称変更が論点から外れたのは）最後ですね。特定非営
利活動法人といのが分かりにくいということで，元に戻した
いという念願があったのですが。自民党は反対ですよね。そ
れと，民主党の中でも意見が 2つに割れました。（中略）最
初から市民活動促進法という成立の過程を知っている人はこ
だわっているのだけど，そんなこと知らない人は，｢なんで

今さら，元に戻すの？｣ ということなので。（中略）ここに
こだわって改正を遅らせるよりも，今回は諦めるというか，
また次の課題として残すことは確認したんです 526）。

（19）NPO 議連による法改正案要綱案の発表
および各党の了承手続きの完了
第 177回通常国会の会期末は，6月 22日に
迫り，NPO法が付託される衆参内閣委員会の
審議日程も窮屈なものとなっていた 527）。この
ため，NPO議連では，各党の党内手続きを急
ぐことで合意していた。こうした中，5月 25

日に開催された「今国会で新寄付税制＆ NPO

法改正の実現を！ 5・25緊急院内集会」におい
て，NPO法改正案の要綱案が発表された 528）。
緊急院内集会の場で配布された「特定非営利活
動促進法の一部を改正する法律案要綱案（未定
稿）」は，以下の通りであった。
「大きく分けて，特定非営利活動法人（NPO

法人）制度部分の改正と，支援税制である
認定NPO法人部分の改正からなっていた。
○ 特定非営利活動法人（NPO法人）制度
の改正
・NPO法人の活動分野に「観光の振興を
図る活動」「農山漁村及び中山間地域の
振興を図る活動」「都道府県・政令市の
条例で定める活動」3分野追加する

・�内閣府の認証事務をなくし，認証は主た
る事務所の都道府県・政令市に移管する
・�会計書類を「収支計算書」から「活動計
算書」に名称変更する
・�解散公告回数を削減し，届出事項を追加
するなど認証の柔軟化・簡素化を行う
○認定 NPO法人制度の改正
・�認定 NPO法人制度を NPO法に盛り込
む
・�認定機関を国税庁から都道府県・政令市
へ移管する
・�パブリック・サポート・テスト（PST）
が免除される「仮認定制度」を導入する
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529) NPOWEB（2011/5/26）。
530)~534) Ibid .(2011/5/31)｡
535) 辻元清美議員は，この時のことを次のように

述べている。｢途中で（菅内閣）不信認案提
出の騒動などに振り回されたのですが，最終
的に 6 月 15 日に全会一致でこの改正は実現
しました。思いを同じくする議員が自党の幹
部を粘り強く説得し，ねじれ国会でも各党が
協力すれば政策が前に進むことが証明された
のでした。取りまとめ役は，議連事務局長の
自民党・中谷元議員と事務局長の民主党・岸
本周平議員，そして幹事長の私でした｣。辻
元（2013），56 頁。

536) 原田（2014），28 頁。谷合正明への原田・樋
口直人による聴取調査（2011/10/28）。

537) Ibid .,28 頁。中谷元への原田による聴取調査
（2011/12/20）。

538) Ibid .,27-28 頁。
539) 秋山（2011b），54-55 頁。

・�インターネットを通じた情報開示を進め
る
「特定非営利活動促進法」「特定非営利活
動法人」の名称変更は次期改正での検討事
項とされているが，他の点については，連
絡会が要望していた点がほぼ盛り込まれて
いる 529）」。

緊急院内集会においては，各党の党内手続き
の進捗状況と完了見込みが報告された 530）。こ
の集会の後，各党内では NPO議連の議員らが
中心となって，議員立法による NPO改正案を
党として了承する党内手続きが進められた 531）。
最終的に 5月 31日をもって，民主党，自民党，
公明党，みんなの党，共産党，社民党，国民新党，
たちあがれ日本の各党での了承手続きが完了
した 532）。これにより，NPO改正法案の国会提
出に向けた環境が整ったのである 533）。ただし，
この時期，内閣不信任案の動向によっては，総
辞職・衆議院解散総選挙も想定された 534）。こ
のため NPO法改正法案がいつ衆議院へ提出さ
れるかは不透明であった 535）。
公明党の谷合正明議員は，東日本大震災後，

NPO法改正案が各党で迅速に了承された理由
に関して，次のように語っている。

うまくいった原因は，地震のなかで，価値観の転換が大き
かった。通常であれば｢暴力団対策はどうなっているか｣｢もっ
と時間をかけろ｣ となるところを，｢いま成立させなければ
いけない｣ が上回った。自民と民主と違って公明は人数少な
いですから，うちが党内手続きを早く終えて，自民党にもシ
グナルを送りました 536）。

自民党の中谷元議員も次のように語ってい
た。

自民党も間に合わすために，1週間に 1回しかない会を異
例に開催して，党内手続きをやってくれましたからね，この
法案のためだけに。（原田：｢震災の影響はありましたか？｣）震
災があったので国会が窮屈になったので加速したというか。
ボランティアがたくさん行って，そういう方たちの寄付税制
をなんとかしなきゃというのも，ありましたよね 537）。「この
ように，震災によって国会が一時中断したのち，『復興に関
わる NPOのため』というレトリックによって，与野党対立
が調停されていた 538）」。

秋山訓子は，中谷元議員の行動に関して次の
ように述べている。

もちろん政治家たちも奮闘した。ねじれ下の国会で，カギ
を握るのは参院自民党。この保守色が強く，NPO税制にも
慎重な人々の説得には，中谷元氏が活躍した。中谷氏は自衛
隊出身で元防衛庁長官。実は，ミリタリーまわりには，地雷
除去など多くの NPOが活躍している。保守イメージの強い
中谷氏が自民党の参議院の根回しに動いたことで，彼らは法
案にうんと言ったのだった。
自民党の国会対策委員長が逢沢一郎氏という，加藤氏の側

近で，NPOにも理解のある人物が努めていたことも幸いし
た 539）。

衆議院法制局の橘幸信は，この時の NPO議
連の活動に関して次のように述べている。

今回の大改正の立法過程において，議員として，成立に大
きく寄与したキー・マンと言うべきアクターは，民主党の岸
本周平先生と，自民党の中谷元先生と言って過言でないだろ

表 3　各党の党内手続の日程
政党名 党内手続完了日

民主党 5 月 31 日（火）

自民党 5 月 31 日（火）

公明党 5 月 26 日（木）

共産党 5 月 30 日（月）？

社民党 不明

みんなの党 5 月 26 日（木）

国民新党 不明

たちあがれ日本 不明

出所：内部資料。
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540) 衆議院法制局の橘幸信の筆者らへの私信
（2012/1/26）。

541)~543) 『日本経済新聞』 (2011/6/2)｡
544) NPOWEB（2011/6/7）。

545) Ibid .（2011/6/8）。
546) Ibid .（2011/6/9）
547) 付帯決議は以下の通りであった。「政府は，

本法の施行に当たり，次の項について十分配
慮すべきである。一，国及び地方の関係機関
は，本法の趣旨が適切に実現されるよう，緊
密な連携協力を図ること。二，本法の施行に
より，地方公共団体において新たな事務を担
うこととなることに鑑み，当該事務の円滑な
遂行に資するよう，所要の財政措置を講ずる
こと。三，新認定制度の施行に当たっては，
本法の趣旨，国会における議論を踏まえ，特
定非営利活動法人の自主性を十分尊重すると
ともに，可能な限り運用の具体的な指針を明
らかにし，公正かつ透明な行政運営に努める
こと。四，本法の施行により，我が国におけ
る寄付文化の健全な発展を促し，市民による
特定非営利活動への参画が活発化するよう，
法改正の趣旨が広く周知されるよう努めるこ
と。五，本法の所管及びその施行について，
責任ある推進体制となるよう十分な対応を講
ずること。六，付則第十九条の検討に当たっ
ては，適切な検討が加えられるよう，新認定
制度の施行状況の把握に努めるとともに，市
民活動に携わる幅広い関係者間の連携協力を
図ることについて十分配慮すべきである」。
Ibid .（2011/6/14）。

548) Ibid .。

う。岸本先生は，辻元清美先生が首相補佐官として必ずしも
十分に動けない状況になった中，フットワークよく与野党の
根回しに尽力されるとともに，財務官僚出身の議員として，
また，衆院財務金融委員会の理事として，NPO法改正案だ
けでなく優遇税制を規定する税法改正案の成立にも大きな働
きをした。また，中谷先生は，復興関係立法以外の法案では
政府与党と対決姿勢を取っていた自民党内において，加藤紘
一先生をうまく補佐しながら，復興策の一環という側面を前
面に出しながら，党内をまとめていった（自衛官出身という，
一見 NPOと無縁そうに見えることが，NPO法改正に乗って
も民主党を変に利するものではないとの ｢安心感｣ を党内に
与えた！？）。
なお，付言すれば，知事会との調整を担った逢坂誠二先生

も，重要な役割を担った，と言えよう 540）。

（20）菅内閣退陣要求と不信任決議案否決
3月 11日に発生した東日本大震災により，
与野党の政治対立はひとまず休戦となった。し
かし，震災への対応や同年 4月の統一地方選挙
での民主党の敗北等で，菅内閣退陣の要求が，
民主党内さらには野党からも行われるように
なった。

6月 2日，衆院本会議において，自民，公明，
たちあがれ日本の野党 3党が提出した内閣不信
任決議案が否決された 541）。菅直人首相が採決
直前に，東日本大震災への対応に一定のめどが
ついた時点で退陣する意向を表明した 542）。こ
のため，民主党内からの大量造反はみられな
かった 543）。「寄付税制と NPO法改正」は，「菅
おろし」の一連の騒動に振り回されたのである。

（21）NPO 法改正案の国会審議
「NPO法改正案」および「新寄付税制法案」は，
残す会期があと僅かとなった国会において，急
ピッチで審議されることになった。

NPO法改正案の衆議院内閣委員会への提出
は，当初 6月 3日の提出が見込まれていた。し
かし，6月 1日，内閣不信任案が提出されたた
め，再調整された 544）。6月 7日午後，衆議院内
閣委員会の理事懇談会が開催された。その結果，

NPO法改正案は，6月 8日午前の内閣委員会
に提出され，採決されることになった。

6月 8日午前，衆議院内閣委員会が開催され，
NPO法改正案が，荒井聡委員長より提案され，
全会一致で可決された 545）。

6月 9日，13時から衆議院本会議が開催され，
NPO法改正案が全会一致で可決され，参議院
へ送付された 546）。

6月 14日，参議院内閣委員会では，NPO法
改正案が，岸本周平議員より提案され，質疑・
採決が行われ，全会一致で原案通り可決された。
また，6項目の付帯決議 547）も併せて可決され
た 548）。

6月 15日，1998年 3月の制度創設以来，初
の抜本改正となる NPO法改正案は全会一致で
可決され，成立した。成立した改正 NPO法は，
2012年 4月1日から施行されることになった 549）。
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549) NPOWEB（2011/6/15）。
550),551) Ibid .(2011/6/13)｡
552)~554) Ibid .(2011/6/17)｡

555) Ibid .（2011/6/22）。
556),557) Ibid .(2011/6/13)｡

（22）新寄付税制法案の国会審議
「つなぎ法案」による租税特別措置の延長期
間は 3ヶ月であったため，再び適用期限が 6月
末に迫っていた。そこで与野党は，断続的に，
2011年度税制改正法案に関する扱いを協議し
てきた。その結果，6月 8日，民主，自民，公
明の 3党は，①期限切れの租税特別措置，②
2011年度税制改正法案中の寄付税制拡充，③
雇用促進税制導入について合意し，3党の政調
会長と幹事長が合意書にサインをした。

6月 10日，政府は，与野党の合意を受けて，
提出済みの税制改正法案の中から，寄付税制や
雇用促進税制等を分離（削除）した部分を「分
離法案」（国税と地方税の 2法案）として閣議
決定し，即日国会に提出した 550）。「分離法案」
の正式名称は，上述のように，「現下の厳しい
経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備
を図るための所得税法等の一部を改正する法律
案」（以下「税整備法案」と略記）と「現下の
厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の
整備を図るための地方税法等の一部を改正する
法律案」（以下「税整備地法案」と略記）である。
両法案は，民主，自民，公明 3党の合意が成立
しているために，開会中の第 177回通常国会で
成立することになった 551）。

6月 13日，税整備法案は，衆議院財務金融
委員会に附託された。もう１つの法律案である
税整備地法案も，同日，衆議院総務委員会に附
託された 552）。

6月 15日，税整備法案と税整備地法案の両
法案は，いずれも賛成多数で委員会を通過した。
なお，衆議院総務委員会での税整備地法案の審
議では，寄付金税制拡充の周知徹底や個人住民
税の扶養控除見直しを慎重に行うなどの 5項目
の附託決議が，賛成多数で決議された 553）。

6月 16日，税整備法案と税整備地法案の両
法案は，衆議院本会議において採決が行われた。

採決の結果，両法案とも賛成多数で可決され，
衆議院を通過し，参議院へ送付された 554）。

6月 21日，税整備法案が参議院財政金融委
員会において，税整備地法案が参議院総務委員
会において，それぞれ賛成多数で可決された。

6月 22日，2つの法案は参議院本会議におい
て，いずれも賛成多数で可決され，成立した（一
部野党が反対）（公布日と施行日は 6月 30日，
税整備地法案の施行日は 2012年 1月 1日）555）。
これにより，認定 NPO法人等に対する寄付
金税額控除の導入や特定寄付信託制度（日本版
「プランド・ギビング」信託）の創設，自治体
独自の条例指定制度の創設などが実現すること
になった 556）。また，2011年度税制改正大綱に
盛り込まれていた新しい PST（絶対値基準）も，
導入されることになった 557）。

3.　市民団体
（1）内閣府への税制改正要望書の提出
菅内閣が発足した 2010年 6月から「寄付税

制および NPO法改正」が実現した 2011年 6

月までの間の市民団体のロビー活動を以下概観
する。

2009年 9月の鳩山内閣発足から，その決定
までわずか 4ヶ月しか時間がなかった 2010年
度政府税制改正大綱の場合，「寄付税制および

出所：『日本経済新聞（2011/1/18朝刊）』

図 6　特定寄付信託の仕組み
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558)~561) NPOWEB(2010/6/23)｡
562)~564) Ibid .(2010/7/7)｡

565) 秋山（2011a），55 頁。
566)~569) NPOWEB(2010/8/25)｡
570)~572) Ibid .(2010/8/4)｡
573) Ibid .(2010/7/9)。

NPO法」改正には，ほとんど進展がみられな
かった。こうしたなか「寄付税制およびNPO法」
改正を目指す市民団体のロビー活動の目標は，
2011年度政府税制改正大綱に向けられた。

6月 14日，後述するように，連絡会は，
NPO法人制度の税制改正に関する要望書をま
とめ，内閣府に提出した 558）。
今回の要望書は，政府税制調査会の市民公
益税制 PT中間報告や ｢新しい公共｣ 円卓会議
の ｢新しい公共｣ 宣言などにもとづき，検討さ
れ，とりまとめられたものであった 559）。要望
書には，PT中間報告で提示された NPO・寄付
税制改正の実現を中心に，年末調整での寄付金
控除適用，認定 NPO法人の情報公開強化，実
績判定期間の特例本則化などが盛り込まれてい
た 560）。
その後，要望書は，他省庁および各政党へも

提出された 561）。
（2）全国 9 ヶ所における地域学習会の開催

6月 26日から 7月 31日にかけて，連絡会は，
全国 9ヶ所（北海道，青森，宮城，新潟，神奈川，
大阪，広島，福岡，熊本）において，NPO法・
税制改正に関する地域学習会を開催した 562）。
地域学習会では，市民公益税制 PT中間報告，
「新しい公共」宣言，新成長戦略など政府の動
きや NPO側の運動について報告されるととも
に 563），地域の NPO関係者との意見交換が行わ
れた 564）。
秋山訓子は，連絡会やシーズが全国的なキャ

ンペーンを行う理由を次のように述べている。

全国的なキャンペーンと，（狭義の）ロビーイング＝国会
回り，この両柱が肝心なのである。｢議員を巻き込むには，
地元のメリットがあると感じさせることが大事。知り合いに
なったからといって話しを聞いてくれるわけではない。基盤
にキャンペーンがあってこその国会ロビーイング。どんなに
国会をぐるぐる回ったからといって，地元のキャンペーンが
なければ絵に描いた餅｣（松原氏）。議員にしても，票という
インセンティブがあればこそ政策づくりにも身が入るという

のは当たり前の話だ。しかしこの国会回りも，シーズのそれ
は一味もふた味も違う。｢シーズは新しいロビーイングのス
タイルを切り拓いてきた｣（松原氏）のである 565）。

8月に入り，全国 9ヶ所で開催された地域学
習会の際のアンケートの結果がまとまった 566）。
それによれば，市民公益税制 PT中間報告に関
しては，7割弱の NPO関係者が，寄付金税額
控除を評価していた 567）。また 5割近くの NPO

関係者が，①仮認定，②新しい PST，③認定
事務の地方移管などを評価していた 568）。した
がって，NPO法・寄付税制改正への高い期待
が，NPO関係者の間に存在することが明らか
になった 569）。

（3）経済同友会によるソーシャルビジネス育
成提言

7月 13日，経済同友会は，「市場を活用する
ソーシャルビジネス（社会性，事業性，革新
性）の育成－日本的市民社会の構築に向けて－」
をとりまとめ，発表した 570）。このなかで，育
成に向けた７点が提言された 571）。具体的には，
年末調整での寄付金控除適用や認定 NPO法人
制度改正などが盛り込まれていた 572）。

（4）NPO 会計基準の策定
7月 20日，NPO法人会計基準協議会は「NPO

法人会計基準」を発表した。「NPO法人会計
基準」は，民間が主体となり，市民参加型で
策定された日本初の会計基準であった。この
「NPO法人会計基準」を策定するプロジェクト
は，2009年 3月 29日に開始され，全国各地の
NPO支援センター，公認会計士，税理士ら専
門家から構成され，シーズが事務局を担ってき
たプロジェクトであった 573）。
発表された NPO法人会計基準の主なポイン

トは，以下の通りであった。「（1）現金主義，
発生主義の混在した収支計算書から，発生主
義による活動計算書へと財務諸表の体系を変
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574) Ibid .(2010/7/9)。
575)~581) Ibid .(2010/9/22)｡

582)~584) Ibid .(2010/9/24)｡
585)~587)　Ibid .(2010/10/13)｡
588)~590) Ibid .(2010/10/11)｡
591),592) Ibid .(2010/11/3)｡

えることで，活動の実態が分かりやすくなる。
（2）無償または著しく低い価格での施設の提供
やボランティアによる役務の提供について，希
望する団体においては，会計に書き記すことが
できる。そのことにより，NPO特有の物の寄
付やボランティアの価値を表すことができる。
（3）使途が制約された寄付金等を原則注記する
ことで，資金提供元への会計報告が明確になる
574）」。

（5）民主党内閣部門会議議員らへの税制改正
要望
連絡会は，上述のように，2011年度税制改
正について，内閣府の税制改正要望の意見公
募に応じ，6月 14日に要望内容を提出した 575）。
そして参院選マニフェスト策定に向けても，
NPO・寄付税制改正を盛り込むよう要望活動
を行った 576）。その後は，各地での地域学習会
開催をはじめ，8月末の各省庁税制改正要望の
提出に向けて，情報収集や事務方との調整など
を行ってきた 577）。
併せて，連絡会やシーズは，復活した民主

党政策調査会の内閣部門会議，8月下旬に発足
した民主党の政策調査会の税制改正 PTや，企
業団体委員会への働きかけが重要と判断した
578）。そこで，8月 25日から 9月 16日にかけ
て，それぞれの役員や参加メンバーの議員に対
して，ロビー活動を展開した 579）。具体的には，
期間中に 48人の民主党議員の事務所を訪問し
た 580）。11名の議員と 1名の秘書に直接要望書
を手渡した他，ポスティングするなどし，認定
NPO法人制度の概要や問題点を説明し，市民
公益税制 PT中間報告の内容の実現等の要望へ
の理解を求めた 581）。

（6）税制改正実現のための署名活動開始
9月 22日から 10月 6日にかけて，連絡会は，

認定 NPO法人制度（NPO，寄付税制）改正に
向けた署名活動を行った 582）。対象は NPO法人
や市民活動の支援を行っている団体（中間支援

組織）であった 583）。今回の署名活動は，連絡
会がまとめた「NPO法人制度の税制改正に関
する要望書」への賛同署名を集め，抜本改正実
現へより一層の盛り上げと働きかけを行うため
に実施されたものであった 584）。

（7）民主党内閣部門会議によるヒアリングに
おける要望

10月 12日，上述のように，民主党政策調査
会の内閣部門会議は，2011年度税制改正に関
するヒアリングを開催した 585）。連絡会とシー
ズは，このヒアリングに参加した 586）。その際，
税制改正賛同署名（全都道府県，220団体分）
を提出して，認定 NPO法人制度や寄付税制の
抜本改正を要望した 587）。

（8）「市民自治体」フォーラムの開催
10月 30日，市民がつくる政策調査会などが

「『市民自治体』フォーラム～地域主権改革から
『市民自治体』づくりへ～」を開催した 588）。政
府は，2010年 6月に地域主権戦略大綱を閣議
決定し，前国会に地域主権推進一括法案を提出
するなど，地方自治体に権限や財源を移行する
地域主権改革（地方分権）を推し進めようとし
ていた 589）。このフォーラムは，こうした現状
を受けて，市民／ NPO，行政，議会，学識経
験者などさまざまな分野の関係者が参加し，「市
民自治体」に向けた取り組みを進めるために開
催されたのである 590）。

（9）寄付税制集会の開催
11月 11日，シーズと連絡会は，寄付税制東

京集会「キーパーソンが語る！ NPO 税制改革
～年末までが勝負！税額控除導入なるか～」を
開催した 591）。岸本周平議員と辻元清美議員の 2

人は，集会に出席し，税制改正の最新情報を報
告した 592）。

（10）公明党・みんなの党・自民党への税制改
正の要望

11月 16日，公明党の内閣部会と市民活動委
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593)~597)  Ibid .(2010/12/6)｡
598) 原田（2016），116-127 頁。松原明への筆者

らによる聴取調査（2013/1/23）。
599) 辻元清美活動ブログ（2010/11/11）。

600) 松原明への原田による聴取調査（2011/8/8），
原田（2016），124 頁。

601) NPOWEB（2010/12/3）。
602) 特定非営利活動法人研究会編（2013），197-

198 頁。「 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 の 改 正
に 関 す る 要 望 書 」http://www.NPOweb.jp/
pdf/20101201-1-1.pdf（2017/1/27 確認）。

員会 NPO局との合同会議が開催され，NPO

税制改正についてのヒアリングが行われた 593）。
このヒアリングに出席したシーズの松原明は，
NPO法人の現状と課題を述べ，NPO法人，寄
付税制について要望を行った 594）。併せて，税
制改正に関する賛同署名を紹介した 595）。
また，シーズは，11月 29日，みんなの党山

内康一議員に，12月 2日，自民党松浪健太議
員にもそれぞれ同様の要望を行うとともに，全
国からの賛同署名も提出した 596）。要望書と賛
同署名は，国民新党，社民党，共産党，たちあ
がれ日本などの他党にも順次提出された 597）。

（11）NPO 議連再結成への働きかけ
12月 1日，NPO議員連盟が再結成された。
辻元清美議員とシーズの松原明は，この議員連
盟の再結成を水面下で働きかけた 598）。
辻元は，この準備のための加藤紘一議員と江

田五月議員との面会について，次のように述べ
ている。
（11月 11日の）夕方，自民党の加藤紘一元幹事長と，民
主党の江田五月元参議院議長との面談。市民公益税制の議論
が政府でも進んでいることを受けて，こうした課題は超党派
で取り組んでいかねば，と NPO推進議員連盟の再構築につ
いて意見交換 599）。

松原は，この時のことを次のように述べてい
る。

12月 1日を目指して，もう 1回，議連の名簿とか趣意書
を作り直して。……名簿がどこ行ったのか分からなかったの
が，自民党の事務局の人が持っていたんで，それを回収して
もらって。最後の設立趣意書はうちにあったから，それを取
り出して，それにプラスして書き換えて，新設立趣意書を作っ
て，再結成会をやったのは 12月 1日。なぜ 12月 1日にやっ
たのかっていうと，NPO法（施行）の 12周年っていうのがあっ
たけど，完全にこの通常国会で議連で NPO法改正やるため
に，このメンバーを構築したんだ 600）。

（12）NPO 議連総会における改正要望書の提
出

10月～ 12月の初めにかけて，連絡会とシー
ズは，民主党（10月 12日），公明党（11月 16日），
みんなの党（11月 29日），自民党（12月 2日），
そして他党に対しても，順次要望を行った。

12月 1日，上述のように，超党派の国会議
員からなる NPO議連の総会が開催された。こ
の総会において，松原は，配布資料にもとづい
て，NPO法・税制改正の要望を行った。特に
NPO法改正については，12月 1日付でまとめ
た連絡会の改正要望書を提出し，法改正の必要
性を訴えた 601）。
連絡会の改正要望書の内容は次の通りであっ
た。①法人の名称を ｢市民活動促進法人｣ に
変更すること，② NPO会計基準協議会が 2010

年 7月に取りまとめた ｢NPO会計基準策定プ
ロジェクト最終報告｣ における用語・書類等に
法の規定を適合させること，③認証に係る期間
を短縮させること，④定款変更は原則届出事項
とすること，⑤最新の法人情報の公開を可能と
すること，⑥認証後未登記団体の取消しを可能
とすること等であり，その多くは改正法に反映
されることになった 602）。

（13）「2011 年，NPO 法・税制大改革！」の開
催

12月 1日，連絡会は，以上の要望活動の大
団円として，NPO法施行 12周年記念イベント
「2011年，NPO法・税制大改革！～超党派の
NPO議員連盟＆ NPO/NGO連絡会が動く！！
～」を文京区のシビックセンターで開催した。
このイベントは，① 2010年が NPO法施行か
ら 12周年を迎えることを記念し，②大詰めを
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603) NPOWEB（2010/11/24）。
604)~611) Ibid .(2010/12/2)｡

612)~616) Ibid .(2010/12/9)｡
617)~619) Ibid .(2010/12/16)｡
620) 内部資料。

迎えている税制改正と，これからスタートする
NPO法改正について，最新情報を参加者に伝
え，③当日再結成された NPO議連へ要望する
ために行われた 603）。

（14）「市民公益税制 PT 報告書を歓迎！」の声
明

12月 1日，政府税制調査会により市民公益
税制 PT報告書が発表された。12月 2日，シー
ズはこの報告書に対する声明を発表した。3日，
公益法人協会は報告書に関する要望を行った。

12月 2日のシーズの声明は，「画期的な報
告内容を歓迎します」と報告書を評価した 604）。
具体的には，寄付文化の醸成や認定 NPO法人
数の大幅な拡大が期待できることから，「税額
控除導入」，「仮認定制度」，「新しい認定基準」
などを高く評価した 605）。
他方，「事前チェックから事後チェックへ」
という制度転換の方向性は評価したが 606），報
告書中の「行政による規制強化になる部分」に
関しては見直しを求めた 607）。具体的には，「認
定取り消し法人の役員，社員が関与する法人は
5年間認定を認めない」や「みなし寄付金制度
の拡充と合わせて，社会福祉法人並みに行政の
監督を強化する」などに関しては，見直しを求
めた 608）。これらの部分は，NPO法人の実態に
合わず，健全な活動を阻害するなどの問題点が
あるからであった 609）。
また報告内容を基本とした税制改正の実現を

求めているほか 610），議員立法による改正（新
法制定）や地方移管に向けたオープンな協議な
ども希望していた 611）。

12月 3日，公益法人協会は「市民公益税制
に関する要望」を内閣府，政府税制調査会，民
主党税制改正 PTなどに提出した 612）。
市民公益税制 PT報告書においては，認定

NPO法人，公益社団法人，公益財団法人，学
校法人，社会福祉法人，更生保護法人に対する

寄付金について，所得税の税額控除制度を導
入することが盛り込まれた 613）。その際，認定
NPO法人以外の法人については，PSTと情報
公開の要件を満たす法人にのみ税額控除を認め
るとされた 614）。この仕組みは，公益社団法人，
公益財団法人などの中から，さらに限定された
「（税額控除対象認定）公益社団・財団法人」を
つくることを意味し，受け容れられる仕組みで
はなかった 615）。
したがって，公益法人協会は，公益社団・財
団法人については，PST要件を課すことなく
寄付金の税額控除を認めるよう要望したのであ
る 616）。

（15）シーズの「税制改正大綱決定後の課題と
今後の展望」

12月 16日，上述のように， 2011年度税制改
正大綱が閣議決定され，公表された 617）。この
当時，シーズは，次のような大綱決定後の課題
と今後の展望を持っていた 618）。
「これら画期的な税制改正を実現するために
は，関連法案の成立が必要となる。ねじれ国会
下で，これは簡単なことではない。また，新し
い法律をどう作っていくのかや，行政の不要な
規制をこれ以上設けないことなど，今後の作業
に委ねられていることも多い。新公益法人等に
PSTを課すなど問題点もまだ残っている。引
き続き，多くの方々のご支援やご協力が不可欠
だ。ぜひ，今後とも一緒に改正活動へ参加して
いただければ幸いだ 619）」。

（16）シーズの「NPO 法改正に関するお願い」
2011年 1月 25日，シーズは，「NPO法改正

に関するお願い」を発表した。お願いは，次の
3つからなっていた。(1)議員立法による改正
をお願いします。（2）NPO法（法人制度部分）
の改正もお願いします。(3)新認定制度部分の
検討事項について 620）。
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621) 内部資料。
622) 2001 年からの地方財政改革は，通常「三位

一体改革」とよばれる。全国知事会は，三位
一体改革の前後より，サロン的な知事会から，
公選の会長を頂くとともに，多数決による決
定を行いうる組織変革を行い，中央省庁と対
峙するようになった。北村（2007），913 頁，
918 頁。

623) 東京都『国の認定 NPO 法人制度に関する制
度改正』に対する緊急提案」（2010/12/22），
1 頁。

624) 東京都『国の認定 NPO 法人制度に関する制
度改正』に対する緊急提案」（2010/12/22），
2 頁。内閣府 NPO 認定制度特命室は，東京
都の異議に対して，次のように反論している。
「NPO 側からは『国税庁はハードルが高い』
との声があり認定の申請の増えない原因にも
なっている。認定と税務調査は全く別の業務
で，国税庁でなければならない理由はない。
より市民に近い都道府県が担当したほうが相
談もしやすくなるのでは」と意義を強調し，
「地方との協議を整えたい」としている。『毎
日新聞』（2011/2/9 夕刊）。

625) 全国知事会の内部資料。

このうち，「(1)議員立法による改正をお願
いします」については，以下のように述べられ
ていた。
「NPO法は，1998年に超党派の議員立法で
作られました。市民と議員が協力して成立し
た議員立法のモデルといわれている法律です。
2003年に改正した時も，議員立法で改正して
います。
今回の新認定部分を取り込む NPO法の改正

は，1995年に始まった NPO法制定運動の総仕
上げ的意味を持ちます。また，｢新しい公共｣
という点からも，政府・市民・超党派で作り上
げていくべき法律であると考えています 621）」。

（17）全国知事会 622） による緊急提案
12月 22日，東京都は，全国知事会において「国
の認定 NPO法人に関する制度改正」に対して
次のような緊急提案を行った。
「国は平成 23年度税制改正大綱で，草の根の
寄付を促進し，新しい公共の担い手を支える環
境を税制面から支援するとして，認定 NPO法
人制度に対する制度改正を打ち出した。その理
念には大いに賛同するところである。
しかし，同時に仮認定の導入など認定要件の

緩和が提案されており，このことによって不健
全なNPO法人の設立，認定が懸念される。また，
認定事務，取消を含めた監督事務の国税庁から
都道府県への移管には問題があると考える。
現状を無視した都道府県への事務の押しつけ

や，安易な要件緩和を図るのではなく，適正な
認定を続けつつ，運営や経理のノウハウのない
NPO法人を支援して体力をつけていくことこ
そが，健全な認定 NPO法人制度のために必要
と考える。

以上から，今回提案の国税庁から都道府県へ
の認定事務の移管を含む拙速な法改正には反対
する。今やるべきことは国と都道府県が連携し
て，会計基準の整備や，財務諸表の作成支援な
ど NPO法人の組織，運営強化の施策を進める
べきである 623）」。
この東京都による緊急提案は，次の 4点に要

約される。「①草の根の寄付を促進し，市民活
動の担い手を税制面から支援するという理念に
は賛同する。②経営の安定性を十分確認しない
仮認定制度の導入は，悪質な NPO法人の設立，
認定を助長しかねない。③認定事務，取消を含
めた監督事務は，国税庁の権限や情報，ノウハ
ウをもたない都道府県での対応は非常に困難で
ある。④会計基準の整備や財務諸表の作成支援
など，NPO法人の組織，運営強化のための施
策を国と都道府県が連携して進めることを提案
する」624）。
この全国知事会において，東京都の猪瀬直樹
副知事は「いきなり権限も与えないで，やれっ
て言われて困るから，じゃあ権限をこちらに
ふったり，寄越したりしなければ，話は進まな
い」と発言した 625）。

2011年 1月 25日，逢坂誠二総務大臣政務官
は，政府の第 4回「新しい公共」推進会議にお
いて，次のように発言した。
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626) http://www.bigissue.or.jp/activity/info_10112201.
html．（2016/4/1 確認）。第 4 回 ｢新しい公共｣
推進会議（2011/1/25）議事録，11 頁。

627),628) 内部資料｡
629),630) 原田 (2015),7 頁｡

631) 内部資料。

「現在，特に認定の主体を今度は自治体の皆
さんにお願いするということになりますので，
その点を中心にいろいろと御議論をさせていた
だいております。特に知事会，それから非常に
大きな役割を果たしていただくのが，数の上で
非常に大きいのが東京都でございますので，東
京都ともいろいろな意見調整をしながらやって
いるということです。
それから，知事会の方は京都の山田知事にこ

のトップというか，その担当の役割を担ってい
ただきまして，山田知事とも一昨日（1月 23日）
も直接意見交換をして今さまざまな問題点の整
理をしているところです 626）」。

2月 17日，山田啓二全国知事会長は，逢坂
に対して，次のような「NPO新認定制度に係
る要求事項」を提出した 627）。
(1)自治事務として地方に一定の裁量権を付

与すること
(2)国税庁の支援，協力義務を法定化するこ

と
(3)認定 NPO法人に適用する適切な会計基

準を作成すること
(4)認定法人数等の算定基礎を公表すること
(5)事務移管に見合う適切な財源措置を講じ

ること
(6)その他

① 条例個別指定と認定との間の制度上の
不備の問題

② 条例個別指定に関する国の関与の問題
628）。

2月 26日，全国知事会は「NPO法人新認定
制度の協議に係る要請」を決定した 629）。その
要請の中で「新たな制度が目指す『草の根の寄
付を促進し，新しい公共の担い手を支える環境
を税制面から支援する』という理念には大いに

賛同する。しかし，そのためには，十分な事前
協議が必要である」と主張した 630）。

3月 8日，山田全国知事会長，東京都担当者，
岸本周平議員，辻元清美議員の 4者からなる協
議が行われた。この 4者協議の場で，法律骨子
（案）が初めて示された。主な地方団体の法律
骨子（案）に対する反応は以下の通りであった。
(1)全般：①今回初めて示された骨子案を見

ると，内閣府との協議では議論のなかっ
た事項もあるし，言及があった事項につ
いても，全体として地方の意見と大きく
隔たっている印象を受ける。現場の意見
をしっかりと受けとめてらいたい。②条
文案自体を早急に提示されたい。

(2)特定非営利分野の追加：主たる事務所が
県外に移転した場合の認定の効力等につ
いて明確にしてもらいたい。

(3)認証に係る審査期間の短縮化：審査期間
は個別案件ごとに柔軟に対応できるよう
にしておくべきである。

(4)会計基準の明確化：「NPO会計基準」は
市民に分かりやすいものか疑問。

(5)認定法人に対する立入検査等：法人監督
のため必要十分な権限を措置されたい。

(6)認定，取消しに際しての国税庁との連携：
①滞納処分の事実に関する情報共有に付
いては，「国税庁長官の意見を聴くこと
ができる」では足らず，応答義務を明確
にしてほしい。②税務調査の一環で認定
取消しに関する事実を認めた場合の情報
共有について，照会＋応答義務の規定を
置いてもらいたい。

(7)条例指定による PST免除：従たる事務
所所在地の地方団体が指定した場合に
PSTが免除になる規定については，所
轄庁として責任を負いかねる。

(8)施行後の見直し：制度を運用する過程で
問題点が出てくるはず。一定期間の見直
しに関する規定が必要 631）。
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632)~638) 内部資料｡
639) 東京都による申し入れは，(1)国税庁との連

携，(2)仮認定に関する経過措置，(3)財源
措置，(4)地方の意見の反映に関する 4 つの
意見，および 5 つの指摘事項からなっていた。

640) 内部資料。

641) 辻 元 清 美 へ の 筆 者 ら に よ る 聴 取 調 査
（2016/12/1）。

642) 原田（2015），6 頁。
643)~645) NPOWEB(2011/1/12)｡
646) Ibid .(2011/2/4)。

都道府県への認定事務の移管に関するその後
の検討は，次の通りであった。

3月 11日，辻元と岸本は，四者協議の結果
にもとづいて修正した法案の骨子案を作成した
632）。

3月 31日，3月 11日骨子案が，京都府，東京都，
神奈川県に内々に提示された 633）。

4月 7日，京都府等から，国税庁との連携の
強化等を要望する意見が提出された 634）。

4月 8日，「3月 11日骨子案で全国知事会と
最終的な協議に入りたい」旨が京都府等に伝達
された 635）。

4月 21日，NPO議連の勉強会が開催され，
3月 11日骨子案が了承され，同案が全国知事
会に提示された 636）。

5月 2日，全国知事会から，国税庁との連携
の強化等を要望する意見が提出される 637）。

5月 16日，内閣府が，全国知事会に対して，
意見・質問等への回答および国税庁との連携に
関する条文イメージを提示し，今回のやりとり
をもって最終としたい旨，および特段のことが
あれば 19日までに連絡してほしい旨を伝達し
た 638）。

5月 24日，全国知事会は，「NPO法人新認
定制度について」の申し入れを行った 639）。

5月 31日，全国知事会が開かれ，震災対応
の議題に関する議論の中で，東京都（出席：猪
瀬副知事）から，NPO法改正について，しっ
かりした制度設計を国に申し入れるよう発言が
あった（新規論点はなし）640）。
このように，都道府県への認定事務移管の決

定は，全て全国知事会に修正案を提示し，了解
を取りながら進められたのである 641）。
逢坂は，上述のように，政府側の関係者とし

て全国知事会との交渉を担当していた。彼は全
国知事会との交渉について次のように述べてい
る。

あれは，山田知事（全国知事会長，京都府知事）がいな
ければできなかったですね。（中略）現場で事務を掌ってい
る皆さんは厳しいことをおっしゃられて，山田さんはそれの
取りまとめみたいなことを言いつつも，要求だけでなく「何
とか実現したい」ということで，やり取りを相当しましたね
642）。

（18）神奈川県による寄付税制の条例検討
2011年 1月 29日，神奈川県は「寄付税制の

拡充に向けたパネル討論会～ NPOに対する寄
付を活発にするために～」を開催した 643）。パ
ネル討論会には，神奈川県内の中間支援組織，
認定 NPO法人関係者らが出席した 644），2011

年度税制改正に盛り込まれた自治体独自の条例
指定制度などを，神奈川県でどう活かしていく
かを議論した 645）。

（19）2・15 緊急院内集会の開催
連絡会とシーズは，「新寄付税制＆ NPO法

改正を求める 2・15緊急院内集会～今国会で実
現を！ NPO議連から最新報告を聞く～」を開
催した 646）。この集会の呼びかけ文は次の通り
であった。
「1月 24日，第 177回通常国会がスタート
しました。寄付金の税額控除制度導入や認定
NPO法人制度の抜本改正をはじめとした「新
寄付税制」と，認定機関の移管や法人名称の変
更，会計基準の導入などの「NPO法抜本改正」
が，今国会で実現するかどうかの瀬戸際を迎え
ています！そこで，超党派の NPO議員連盟か
らの最新報告を伺い，NPOからの強い期待と
要望を伝えるべく，緊急の院内集会を開催しま
す！！私たちの参加無くして，改正は実現しま
せん。ぜひ 2月 15日，衆議院第二議員会館に
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647)~650) NPOWEB(2011/2/4)｡
651)~655) 内部資料｡

656) 「NPO 法はまだいい。寄付税制の拡充のため
には税制改正が必要だ。それは，他の税制改

ご結集ください！ 647）」
当日の緊急院内集会には，NPO議連代表の
加藤紘一議員，顧問の鳩山由起夫議員，各党
の議員および NPO関係者等 300名が出席した
648），それぞれ NPO法改正に向けた意見を述べ
た 649）。その模様は Ustreamで中継された 650）。

（20）シーズによる NPO 法案骨子案に関する
意見書の提出

2月 23日，シーズは，NPO議連に対して「NPO

法改正案の論点に関する意見」を提出した 651）。
この意見書は，NPO法改正案の議論の際に内
閣府が作成したペーパーの問題点を指摘したも
のである。具体的には，①公益社団法人とのバ
ランス論，②認定 NPO法人監督規定の要件加
重，③認証 NPO法人と認定 NPO法人の監督
規定のあり方，④移転の規定，⑤認定審査の期
間，⑥ NPO法人会計基準，⑦第 27条第 3項
に関して指摘されていた 652）。
翌 24日にも，シーズは，NPO議連に対して

「NPO法改正案の論点に関する意見（その 2）」
を提出した 653）。この意見書は，NPO改正案骨
子案の問題点を指摘したものである。具体的に

は，①認定の欠格事由と②その他事業の停止命
令に関して指摘されていた 654）。
なお，辻元清美議員は，NPO法改正案作成
のうちもっぱら監督規定の作成を担当していた
655）。

（21）東日本大震災前後の松原によるロビーイ
ング

3月 11日，東日本大震災が発生した。秋山
訓子は，東日本大震災前後のシーズの松原明の
ロビーイングを次のように記述している。
当初は政府提出の閣法が模索されたが，やはりねじれとい

うこともあり，議員立法で NPO法改正にのぞむこととなっ
た。議員たちが法案の骨子作りを進める一方で，NPO側の
機運を盛り上げようと，松原さんが中心になって議員会舘な
どで集会を開き，三月からは全国キャンペーンでさらに弾み
をつけようとしたところで，，，。3月 11日。東日本震災が起
きた。当然予定されていた全国キャンペーンは中止になった。
社会，経済，政治状況は一変する。政策の優先順位は当

然，復興関連だ。そんななかでも与野党の対立は激化してい
く。菅内閣の不信任案提出まで取沙汰されはじめた。先の見
通せない政局。せっかく法案の要綱ができたところだったの
に 656）。でも，松原さんはあきらめなかった。ここまでの勢
いがあるときにやらなかったら，またゼロからの，いやマイ
ナスからのスタートになる。

議長

委員長
（民主）

民主国対
委員長

自民国対
委員長

首相

出所：『日本経済新聞』（2016/11/8朝刊）をもとに作成。

図 7 　国会運営のしくみ（衆院の場合）
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 正と一緒に法案に盛り込まれており，与野党
の対立の一つだ。与党のなかからも『この
国会では無理』という声も出始めた」。秋山
（2011b），54 頁。

657) 駒崎・秋山（2016），182-184 頁。
658),659) 秋山 (2011a),57 頁｡
660)~665) NPOWEB(2011/3/18)｡ 666)~669) Ibid .(2011/3/23)｡

670),671) Ibid .(2011/3/25)｡
672) Ibid .(2011/4/1)。
673) NPOWEB（2011/4/4）。
674) Ibid .（2011/4/6）。

国会をくまなくまわって，状況を探った。全体の国会情勢
がどうなっているか，NPO法が審議される委員会や各党内
部での法案審議の状況はどうなのか，自ら歩き回って日程情
報をつかんだ。
衆参の内閣委員会（NPO法を担当するする委員会）の理

事を与野党全員を回って本音を探り出し，意思疎通の後押し
をする。お願いをしたり，説得したり。一日中永田町で過ご
して，政局の変化もつかみながら審議日程が進むようチェッ
クし，推進していく。その期待に応えるように，政治家たち
も奮闘した 657）。
松原氏のさらにすごいところは，こういった政策面の実質

だけでなく，ロジ，すなわち国会日程にまでコミットしたとこ
ろである。NPO法は議員立法だった（今回の NPO法改正も
議員立法だった）。（中略）議員立法の場合，国会をどう通し
て行くか，いわゆる国会対策がどうしても，閣法に比べて後回
しになってしまうことがある。なぜか？　閣法は，その法律を
出す省庁が必死になって通そうとがんばる，すなわち，ロビー
イングをするからである 658）。（中略）しかし，議員立法だと
それをしてくれる役所はいない。そこで松原氏は，自らその
役目を担おうとしたのである。松原氏自身，｢普通はやらないし，
やりすぎだろうと思った｣ と認めるが，やった 659）。

（22）救援 NPO 向け支援の広がり
3月 11日に発生した東日本大震災は，直後
に襲った津波とともに，東北地方を中心に甚大
な被害をもたらした 660）。この大災害に直面し
て，各地の NPOが被災地の救援，復興に向け
て活動を開始した 661）。地震発生直後から，既
に自治体や企業などによる義援金寄付などは広
がっていたが 662），徐々にこれら NPOに対する
支援の輪も広がってきた 663）。IT企業を中心に
自社商品・サービスを提供する場合が多かった
664）。日本航空，日本 IBM，ソフトバンクモバ
イル，日本マイクロソフト，セールスフォース，

ドットコム，ゾーホージャパン，Google等は，
それぞれ自社製品・サービスを提供した 665）。

（23）助けあいジャパンの開設
3月 22日，東日本大震災に関する被害・復
旧情報やボランティア・寄付などの支援情報な
どをまとめたサイト「助けあいジャパン」が
開設された 666）。この「助けあいジャパン」は，
上述の 16日に内閣官房内に設置された「震災
ボランティア連携室」と連携して，情報発信
を行う民間のプロジェクトであった 667）。20名
弱の有志メンバーがプロジェクトに参加し 668），
サイトの構築や情報発信を行った 669）。

（24）2 つの緊急要望書の提出
3月 23日，連絡会は，月末に期限切れとな
る認定 NPOの 3つの特例延長を求める緊急要
望書をまとめ，政府や NPO議連の議員へ提出
した 670）。上述のように，3つの特例は，① 実
績判定期間の特例（2年でも可），② PST基準
値の特例（1/3を 1/5に引き下げ），③小規模法
人の PST特例（親族合算不要，匿名寄付算入
可など）である 671）。
その結果，租税特別措置と 3特例を暫定的に

3ヶ月間延長する「つなぎ法案」が議員立法で
提出され，3月31日に国会で成立した。4月1日，
「つなぎ法案」は施行された 672）。

4月 1日，さらに連絡会は，被災した NPO

法人に対する救済措置や被災者救援・被災地復
興活動を行う NPO法人への支援措置を求める
緊急要望書をまとめ，政府や NPO議連の議員
へ要望活動を開始した 673）。

（25）JCN 発足および政府との連絡会議開催
3月 30日，141の参加団体からなる「東日本

大震災支援全国ネットワーク（JCN）」が発足
した 674）。設立総会には，全国社会福祉協議会，
経団連 1％クラブ，内閣官房震災ボランティア
連携室，外務省，厚生労働省，国土交通省，辻
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675),676) Ibid .(2011/4/6)｡
677) Ibid .（2011/4/18）。
678) 「4 月 13 日付で財務省より『東日本大震災へ

の税制上の対応について（詳細版）』が発表
されました。その中の，１．(4)震災関連寄
付金を支出した場合の寄付金控除の特例等の
②において，『認定 NPO 法人及び社会福祉
法人中央共同募金会に対して支出した震災関
連寄付金のうち被災者の支援活動に必要な資
金に充てられる』場合には，所得控除との選
択により税額控除の適用を認めるとされてお
り，公益法人は除外されています」。Ibid .。

679) Ibid .。
680) NPOWEB（2011/5/16）。

681)~684) Ibid .(2011/5/26)｡
685) 秋山（2011b），54 頁。
686)	 原田（2015），7 頁。

元清美首相補佐官（災害ボランティア担当），
全国災害ボランティア議員連盟などの 250名以
上が参加した 675）。

4月 7日には，政府との連絡会議も初めて開
催された 676）。

（26）公法協による税制改正法案の早期成立の
要望

4月 15日，公益法人協会は，「2011年度税制
改正法案の早期成立等の要望について」を民主
党，自民党，公明党などに提出した 677）。要望
書では，① 2011年度税制改正法案に盛り込ま
れている寄付税制の早期実現と，②被災者支援
税制 678）における寄付金税額控除の公益法人へ
の適用が求められた 679）。

（27）5・25 緊急院内集会の開催
5月中旬になると，第 177通常国会は延長さ
れず，6月 22日で閉会する可能性が高くなっ
てきていた。この時点で「寄付税制および
NPO法」改正は実現しておらず，開会中の国
会での法案成立は，瀬戸際を迎えていた。そこ
で連絡会は，「今国会で新寄付税制＆ NPO法
改正の実現を！ 5・25緊急院内集会」を永田町
で開催した 680）。
当日は，NPO関係者ら 400名超が参加した

681）。上述のように，NPO議連からは，特定非
営利活動促進法（NPO法）改正案の概要が初
めて公表され 682），各党での党内の手続き状況
が報告され 683），熱気あふれる歴史的集会となっ

た 684）。
秋山訓子は，5・25緊急院内集会におけるシー
ズの松原明らの行動について次のように述べて
いる。

ここからが，松原氏の本領発揮だった。5月末に国会内に
NPO関係者 400人を集めて NPO議連のメンバーを前に，成
立への期待と情熱を伝えた。この時点で，まだ国会に法案は
提出されていない。松原氏らは，一党一党「民主党さんはい
つ（法案の国会提出のための）党内手続きが終わるんです
か？｣ ｢自民党は？｣ ｢公明党は？｣ と，次々に詰めていった。
NPO側は，しんと静まり返って，ただひたすら議員たちが
なんと答えるか息をのんで見守る。｢鬼気迫る雰囲気だった
｣（松原氏）という。加藤紘一氏は後に ｢あれがプレッシャー
になった。何としてもこの国会で通さなきゃ，という気になっ
た｣ と語っている。
ここぞ，という時に集会を開けばこその効き目だ。適切な

タイミングをよむことが重要なのだ。もちろん，これができ
るのも NPO法の時と同様，全体の国会情勢は，そして NPO

法が審議される委員会はどうなのか，自ら歩き回って日程情
報をつかみ，潮目を探っているからだ。すなわち，衆参の内
閣委員会の理事を与野党全員まわって本音を探り出し，意思
疎通の後押しをしたり，お願いをしたり，説得したり。1日
中永田町で過ごして，政局の変化もつかみながら審議日程が
進むようチェックし，推進していく 685）。

自民党の中谷元議員は，5・25緊急院内集会
と法案の国会提出のための自民党内のその後の
手続きに関して，次のように述べている。

もうダメかもしれないというときに，シーズとか一般の市
民の方々が立ち上がって，非常に後押しをしてくれました。
（中略）特に税法が絡んでいますので，（中略）まずはキーパー
ソンに説明して了解をもらって，自民党も総務会という手続
きがありますので根回しをして，一気呵成に了解をもらった
と。（中略）党の部会長なども説明をしまして，一切，党内
議論を省略で，一週間で党議決定を終えまして。本当にみん
なから奇跡だと言われましたけど 686）。

同様に，公明党の谷合正明議員も，その後の
党内の手続きについて次のように述べている。

議員立法は最終盤に入れられるので，駆け込みで成立する
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687) 原田（2015），7 頁。
688)~695) NPOWEB(2011/6/15)｡

696) Ibid .（2011/6/22）。
697),698) Ibid .(2011/10/14)｡
699) 秋山（2011b），55 頁。

んです。各党がいいと思っても，政局によって流れてしまう
というパターンがあるんですね。今回，それを一番心配して
いました。（中略）そのときに，シーズさんが主催して，5月
の集会で各党呼んでもらって，賛成の言質をとらせたという
のは大きかったと思います。私も出席していて，｢必ず成立
させる｣ と言わざるを得ない雰囲気を作ってくれた。私とし
ても，｢全党一致です｣ と言えたので，党内手続きが説得し
やすかった 687）。

（28）NPO 法改正案成立と新寄付税制法案成
立の声明発表

6月 15日，NPO法改正案が成立した。これ
を受けて，連絡会は，緊急記者会見を国会内で
開催した 688）。会見には，連絡会の関係者およ
び NPO議連共同代表の加藤紘一議員，幹事長
の辻元清美議員，幹事の山内康一議員，事務局
長の中谷元議員，事務局長次長の岸本周平議員
と谷合正明議員の 6名が出席した。
会見では，まず岸本が法改正のポイントを説

明した 689）。なかでも，設立 5年以内の NPO法
人の認定要件を大幅に緩和する「仮認定制度」
に言及した 690）。
加藤は，震災や政局といった混乱の中での

NPO法改正の実現を評価し，「第 2期は越えた。
これからは第 3期に向けてやっていこう」と
語った 691）。
辻元は，法改正に向けた NPO関係者の長き
にわたるロビー活動を讃えるとともに，国会で
審議中の「税制優遇措置」について言及した
692）。
他方，シーズの松原明は，NPOを代表し「一
層自立できる財源をつくり，豊かな日本をつく
るチャンスに変えていきたい」と抱負を述べた
693）。
最後に，中谷は，NPO改正法を広く周知す
るため，議連として福岡や大阪，仙台で現地説
明会を開く考えを提案した 694）。
当日，連絡会は「6・15 NPO法改正案の成

立に対する声明」を発表した 695）。
さらに 6月 22日，新寄付税制関連法案が成

立した。当日，シーズは「新寄付税制の成立を
受けて～シーズ歓迎声明」を発表した 696）。

（29）シーズによるモデル条例の配付
6月 15日と 22日に成立した「寄付税制お
よび NPO法の改正」にともない重要な役割を
担うのは地方自治体である。「寄付税制および
NPO法の改正」が施行されるためには，都道
府県や政令市が条例・規則等や受付窓口を整備
して，申請などの業務にスムーズに対応する必
要がある。しかし「寄付税制および NPO法の
改正」は，6月 15日と 22日に実現したばかり
であり，地方自治体の受入体制の整備や条例づ
くりは遅れていた 697）。

10月 14日，シーズは，2012年 4月 1日に
スタートする改正 NPO法に関係する 3つの条
例のモデル案を発表した。3つの条例は，改正
NPO法の施行条例（および施行規則），および
地方税法で定められた寄付条例である 3号指定
条例と 4号指定条例であり，今後，都道府県や
政令市，市町村で，策定が進められる予定の条
例である 698）。このモデル条例の作成に際して
は，国会議員秘書，民主党政策調査会のスタッ
フ，衆院法制局の橘幸信らも協力した 699）。
この改正 NPO法のモデル条例作成には，次
のような意図を込められていた。

法律が実際に施行されるとき，法律のみで機能するのでは
ない。実務においては条例，規則，通達などがセットになっ
ている。そして，この規則や通達などが往々にして ｢くせも
の｣ なのだ。
もちろん，法律の範囲を超えるものではない。しかし，逆

にいえば，法律の範囲内ならば何でもできる，といえる。官
僚はこれらの規則や通達などの手段を使って，骨抜き，ある
いは規制強化，自分たちの思うように法律を運用しようと試
みてくるのである。「運用の段階になって，あれ？という規
制が加わっていたりする。そうすると，それを撤廃するのに
また数年かかる。こうやって，法律を使いやすくするために，
もぐらたたきみたいなことを繰り返してきたんです」（松原
氏）。
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700) Ibid .。「98 年の立法当時から NPO 法につい
ての議員立法を補佐してきた衆院法制局の橘
氏も，立法プロセスと霞ヶ関をよく知る立場
から，市民によるロビーイングの意義を強調
する。『今回松原氏らがやったことは，立法
と行政をまたがっての運動で，この枠を飛び
越えて見られるのはロビイストならではの意
義と役割です』」。秋山（2011b），56 頁。

701) 秋山（2011a），52-53 頁。

そこで松原氏は，立法までのロビーイングのみならず，さ
らに踏み込んだ。運用の段階まで目配りしようと，モデル条
例をつくって，都道府県に配ったのである。
今回の改正では，NPOの認証や寄付控除を受けるための

認定が，都道府県になった。これに伴って，都道府県は条例
を作らねばならない。このとき，政府がよく行うのがモデル
条例を作って自治体に示すことことだ。松原氏は，この段階
で骨抜きや規制強化が行われてはならないと考えたのだ 700）。

Ⅴ　結び

1．今回の改正内容の画期的な点

今回の改正内容の画期的な点に関して，秋山
訓子は次のように述べている。

「NPO側からみると，寄付控除が適用される
NPO法人に認定される要件が大幅に緩和され
た。認定要件である，市民から幅広く支持を受
けているかどうかを見るパブリック・サポート・
テストの基準も緩和され，わかりやすくなった。
たとえば今後は，3000円以上の寄付を毎年平
均 100人以上から受ければ認定を受けられる。
もう１つ注目すべきなのが，「仮認定」を創
設したことだ。立ち上げから 5年未満の NPO

法人であれば，寄付金がゼロでもまず認定を受
けることができ，3年間にわたって NPO税制
の対象となる。つまり，寄付する人は控除を受
けられるから寄付を集めやすくなり，その実績
をもとに，「本認定」を受ければよい。
しかも経過措置として，法施行後 3年間は，

設立 5年以上の NPO法人にも，この仮認定は
認められることになった。すなわち，これから

3年間は，すべての NPO法人が仮認定を受け
たうえで，寄付を集めることができる。
すべての NPO法人である。もう，NPOも

「寄付税制のハードルが高くて認定を受けられ
ない」と文句ばかり言っていられない。手をあ
げて仮認定を受け，寄付金集めに走るときなの
だ。
次に寄付をする側からみると，所得控除か税
額控除かを選べるようになった。これは大まか
にいうと，高額所得者以外は税額控除を選べば，
控除される額（確定申告すれば，戻ってくる税
金）が大幅に増える。地方税の寄付金税額控除
制度をあわせれば，寄付した金額から 2000円
を引いた額の半分が戻ってくる。すなわち 1万
円を寄付すれば2000円を引いた8000円の半分，
4000円が戻ってくるのである。
これは何を意味するか。寄付をすれば税金が
戻ってくるということはつまり，私たちは税金
を払うか，あるいは寄付をするか，を選べると
いうことである。しかも，寄付をするのは，自
分の好きな NPO，支持したい活動をしている
NPOであるから，言ってみれば自分で政策を
選んで，それに対するコストを負担することが
できるということだ。
「一人一人が自ら政策を判断して，自己責任
で選ぶ。いわば税金の自己決定権であり，発想
の転換なのです」（鳩山政権の官房副長官とし
て，「新しい公共」の理念づくりを担った松井
孝治参院議員）。
言い換えれば，お任せ民主主義から，自ら参
加するへの転換ということなのだ。そもそも
NPOそのものも，公共を官が独占するもので
はなく民が担おうという，公共空間の質的転換
だ。この NPO税制の大幅拡充は，税金を使っ
て，民主主義と社会の質的転換を図るものなの
だ 701）」。

この秋山の指摘は，極めて当を得たものとい
える。
彼女が上であげた①認定要件の緩和と②税額
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702) 『北海道新聞』（2010/6/5 夕刊）「優遇税制で
寄付促進を」（松原明）。

703) 改訂・政策の窓モデルの詳細については，小
島（2003），19-51 頁。

控除制度の導入の 2点に加えて，今回の改正内
容の画期的な第 3の点として，上述のように，
認定を行う機関が従来の国税庁から都道府県と
政令指定都市に移管されたことである。認証に
ついても，全て都道府県と政令指定都市で行わ
れることになった。これは，地域の状況に応じ
て，NPO法人の活動を促進していこうとする
ものであり，民主党が推進してきた地域主権改
革の考えに沿った改正であった 702）。

2．事例の暫定的な分析

Ⅲ節とⅣ節において，NPOWEBの直接引用
を中心にして，① 参加者への聴取調査結果（1

次資料）と② 政府税制調査会議事録等（2次資
料）が編集され，非営利法人制度改革の第 4期
と第 5期にあたる「寄付税制および NPO法の
改正過程」の濃密な事例が作成された。

Ⅰ節でも述べたように，次稿において，前稿
で作成された「公益法人制度改過程」の事例と
本稿で作成された「寄付税制および NPO法の
改正過程」の事例の 2つが，改訂・政策の窓モ
デルにもとづいて詳細に分析される。そこで次
稿の準備として，改訂・政策の窓モデル 703）に
もとづいて，今回の「寄付税制および NPO法
の改正過程」の暫定的な分析を試みた。暫定的
な分析結果は表 4に要約される。
この暫定的な分析結果の表 4には，Ⅲ節とⅣ
節の事例を構成するほとんどの事象が包含され
ていた。また，各期における参加者の行動とそ
の相互関係が経時的に整理されており，事例が
「なぜ」そして「どのように」して展開された
かが解明可能であることが示唆される。
したがって，改訂・政策の窓モデルは，今回
の「寄付税制およびNPO法の改正過程」の事例，
さらには前稿の「公益法人制度改過程」の事例
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出所：『朝日新聞』（2011/1/6朝刊）。

図 8　認定 NPO 法人へ寄付した場合の減税イメージ
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704) 「NPO 法の立法過程」の改訂・政策の窓モ
デルにもとづく分析結果については，小島 
(2003)，228-229 頁。

を含めた「非営利法人制度改革過程」の事例全
体を分析するのに適した理論的枠組であると考
えられる。

3．今回の改正過程の特徴
筆者らは，小島（2003）において，改訂・
政策の窓モデルにもとづいて，NPO法の立法
過程の事例分析を試みた 704）。そこで本項では
「NPO法の立法過程」（以下「立法過程」と略
記）と比較した場合の今回の「寄付税制および
NPO法の改正過程」（以下「改正過程」と略記）
の特徴を暫定的に析出する。析出された改正過
程の 15の特徴は次の通りである。

( 1)立法のためには，議論の開始から約 100年，
阪神淡路大震災発生からだけでも 6年を要
した。他方，改正のためには，NPO制定
から 10年，民主党政権発足から 1年 9ヶ
月を要したに過ぎない。

( 2)立法過程の政策アクティビストは 3名と少
なく，全プロセスでほとんど交替がなかっ
た。他方，改正過程の政策アクティビスト
は 5名と多く，プロセスの前半と後半で交
替がみられた。

( 3)立法過程の参加者の人数は多く，その多様
性は大きかった。他方，改正過程の参加者
の人数は少なく，その多様性は小さかった。

( 4)立法過程の政策形成の場の数は，全プロセ
スで 21と多かった。他方，改正過程の政

表 4　寄付税制および NPO 法の改正過程の暫定的な分析結果

鳩山内閣発足から ｢新しい公共｣ 宣言まで
（第 4期　2009.8 ～ 2010.6）

菅内閣発足から新寄付税制＆改正NPO法成立まで
（第 5期　2010.6 ～ 2011.6）

政策アクティビスト　 ①鳩山由起夫首相 , ②松井孝治議員，③シーズ松原
明

③シーズ松原明，④加藤紘一議連代表，⑤辻元清美
議員

参加者　
①財務省，②連絡会を中心とする NW，③内閣府，
④文部科学省

②連絡会を中心とするNW，⑤菅直人首相，⑥NPO
議連，⑦自民党税調，⑧衆議院法制局，⑨全国知事会，
⑩逢坂誠二議員

政策形成の場

①新政府税調，② ｢新しい公共｣ 円卓会議，③市民
公益税制 PT，④地域主権戦略会議

①新政府税調，③市民公益税制 PT，⑤ ｢新しい公
共｣ 推進会議，⑥民主党・新しい公共調査会，⑦
NPO議連＆衆院法制局＆シーズの協議の場，⑧ 2回
の緊急院内集会，⑨国会（衆院・参院）

問題の流れ

アジェンダ アジェンダ（問題①～④）

問題
①民間非営利活動の促進，②多数のNPO法人／少
数の認定 NPO 法人，③ ｢新しい公共｣ の実現，④
地域主権改革の推進

⑤新寄付税制＆改正NPO法の法制化，⑥東日本大
震災復興に関わるNPOへの支援

問題の窓 ①鳩山首相による ｢新しい公共｣ の提唱 ②東日本大震災発生

政策の流れ

諸政策 諸政策（政策①～③）

政策案

①市民公益税制 PT中間報告，② ｢新しい公共｣ 宣言，
③ 2010 年度税制改正大綱　　　　

④「新寄付税制は閣法／NPO法は議員立法」の方針，
⑤市民公益税制 PT報告書，⑥ 2011 年度税制改正大
綱，⑦政府予算関連法案，⑧NPO法改正案の骨子案，
⑨NPO法改正案の要綱案，⑩NPO法改正案（成立），
⑪新寄付税制法案（成立）

政治の流れ

政治の窓 ①民主党政権の誕生 ②参院選での民主党大敗，③NPO議連の再結成

政治
①鳩山内閣 , ②連絡会のロビー活動 ③菅内閣，④ねじれ国会，⑤復権した自民党税調の

活動，⑥NPO議連の活発な活動，⑦衆議院解散が
囁かれる震災前の国会＆会期末の迫る震災後の国会

政治状況 政治状況（②）

政策の窓が開いた際の問題・政策・政治の 3つの
結び付き〈政策の決定・正当化〉

【アジェンダ（問題①～④）・諸政策（①～③）・政治
①】の 3つが，相互に全く結び付いていない。

【アジェンダ（問題①～⑥）・諸政策（政策①～⑪（23））・
政治状況（②～⑥）】の 3つが，1つのパッケージを
構成している。
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策形成の場の数は 9つと少なかった。
( 5)立法と関連した問題の数は 6つであり，改

正と関連した問題の数も同じく 6つであっ
た。

( 6)立法過程の場合，開いた問題の窓は「阪神・
淡路大震災で活躍する NPOとボランティ
ア」を含め 3つであった。他方，改正過程
の場合，開いた問題の窓は「鳩山首相によ
る『新しい公共』の提唱」と「東日本大震
災の発生」の 2つであった。なお，「大震
災の発生」という問題の窓が開いたことは，
いずれの場合にも共通していた。

( 7)立法過程の場合，生成された政策案の数は
全プロセスで 69と非常に多数であった。
他方，改正過程の場合は，生成された政策
案の数は全プロセスで 11と非常に少数で
あった。

( 8)立法過程の場合，開いた政治の窓は「自社
さ連立政権の発足」，「民主党の新結成」お
よび「新進党の崩壊と自由党・民友連の新
結成」の 3つであった。他方，改正過程の
場合，開いた政治の窓は「民主党政権の誕
生」，「参院選での民主党大敗」および「NPO

議連の再結成」の 3つであった。なお，「選
挙による連立政権の誕生」という政治の窓
が開いたことは，いずれの場合にも共通し
ていた。

( 9)立法過程の場合に展開された政治の数は 4

であった。他方，改正過程の場合に展開さ
れた政治の数は 6とより多かった。

(10)政策の窓が開いた際の問題・政策・政治の
3つの結び付き（政策の決定・正当化）は，
立法過程の場合，3回みられた。他方，改
正過程の場合，1回のみであった。

(11)立法過程の議論の透明性は，必ずしも高く
はなかった。他方，改正過程の議論の透明
性は，非常に高かった。

(12)立法過程の場合，市民団体は，当初は多数
が乱立しており，最終盤で連絡会 1つにま
とまった。他方，改正過程の場合，市民団

体は，当初から連絡会 1つにまとまってい
た。

(13)立法過程の場合，与党と 3つの野党が乱立
していた。他方，改正過程の場合，前半は
与党単独であり，後半は超党派の議員連盟
1つにまとまっていた。

(14)立法過程の場合，市民団体は，政権の外部
で行動し，そのロビー活動は「稚拙」であっ
た。他方，改正過程の場合，市民団体は，
政権の外部だけでなく政権の内部にも深く
入り込み，そのロビー活動は「周到」であっ
た。

（15)立法過程の場合，市民団体間や政党間で競
争がみられ，全プロセスが「創発的」であっ
た。他方，改定過程の場合，市民団体間や
政党間で競争はみられず，全プロセスが「意
図的」であった。
なお，今回の改正過程の全部で 15の特徴の

うち，(1)～(10)の特徴は，表 4の暫定的な
分析にもとづいて析出された。他方，(11)～(15)
の特徴は，事例作成の際の筆者らの気付きにも
とづいて析出された。

登場人物一覧（2009年 8月～ 2011年 6月当時）
鳩山由紀夫：内閣総理大臣（第 93代），衆院議

員（民主党），民主党代表
菅　直人　：内閣総理大臣（第 94代），衆院議

員（民主党），民主党代表
加藤紘一　：衆院議員（自民党），NPO議員連

盟共同代表，元自民党幹事長
江田五月　：参院議員（民主党），NPO議員連

盟共同代表，元参院議長
小沢一郎　：衆院議員（民主党），民主党幹事

長
松井孝治　：参院議員（民主党），鳩山内閣官

房副長官
仙石由人　：衆院議員（民主党），「新しい公共」

担当大臣，官房長官，法務大臣
中谷　元　：衆院議員（自民党），NPO議員連

盟幹事長
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辻元清美　：衆院議員（無所属），NPO議員連
盟幹事長

岸本周平　：衆院議員（民主党），NPO議員連
盟事務局次長

逢坂誠二　：衆院議員（民主党），総務大臣政
務官

谷合正明　：参院議員（公明党），NPO議員連
盟事務局次長

渡辺　周　：衆院議員（民主党），市民公益税
制 PT座長（前期）

鈴木克昌　：衆院議員（民主党），市民公益税
制 PT座長（後期）

古谷一之　：財務省主税局長
松原　明　：シーズ・市民活動を支える制度を

つくる会事務局長，副代表理事
橘　幸信　：衆議院法制局
金子郁容　：慶應義塾大学教授，「新しい公共」

円卓会議・推進会議座長
山田啓二　：全国知事会長，京都府知事
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